
（平成２３年５月１１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 67 件

国民年金関係 22 件

厚生年金関係 45 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 94 件

国民年金関係 53 件

厚生年金関係 41 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

東京国民年金 事案10705 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、付加保険料

を含めて納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正６年生 

住    所 ：  

             

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年度のうち３か月 

 私は、昭和 36 年に国民年金に加入し、私が会計を務めていた組合を通じて夫婦二

人分の国民年金保険料を納付していた。妻の保険料は納付済みとなっているのに、私

の申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は昭和 45 年度のうち３か月とされているが、オンライン記録から、同年度

の保険料の納付月数は定額保険料９か月とされていることが確認でき、また、申立人が

所持する年金手帳から、申立人は、付加保険料の納付の申出を申立期間中の昭和 46 年

１月１日に行っていることが確認できることから、申立期間は 46 年１月から同年３月

までの期間と特定される。 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金制度発足当初

から 60 歳に到達するまでの国民年金保険料を全て納付しており、申立人が保険料を納

付していたとする申立人の妻は、国民年金制度発足当初から 60 歳に到達するまでの保

険料を完納している。 

また、上記のとおり、申立人は、申立期間当初に付加保険料の納付の申出を行ってい

る上、申立期間直後の同年４月以降 60 歳に到達するまでの期間の付加保険料を全て納

付していることから、申立期間の付加保険料を含めた保険料を未納のままにしておいた

とは考えにくいことなど、申立内容に不自然さは無く、申立期間当時に納付を行うこと

が困難な状況にあったと確認される事情も見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 46 年１月から同年３月

までの付加保険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から同年６月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年12月から52年６月まで              

私は、会社を退職して自営業になったので、申立期間当時加入していた組合の経理

担当者に国民年金の加入手続をしてもらい、国民年金保険料を納付してもらった。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和52年１月から同年６月までの期間については、申立人は、申立

期間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付していること、申立人の国

民年金手帳の記号番号は昭和54年２月に払い出されており、当該時点で、当該期間の保

険料を過年度納付することが可能であったこと、申立人の両親は、加入していた組合の

経理担当者に家族の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしてもらっていたとしてお

り、申立人の両親は、国民年金制度発足当初から60歳に到達するまでの保険料を完納し

ていることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち昭和 51年12月については、当該組合の経理担当者が

当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料が無く、申立人の手帳記号番号払

出時点からみて当該期間の保険料を納付するためには、当時実施されていた第３回特例

納付による以外にないが、保険料を納付してくれたとする当該組合の経理担当者から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明であるほか、申立人

は、特例納付をして受給資格期間を満たさなければならない状況になかったことなど、

上記経理担当者が当該期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年

１月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10714 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年１月から同年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59年10月から60年６月まで 

      ② 昭和 61年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 49 年７月に会社を退職した後、母に勧められ国民年金に加入し、国民

年金保険料の納付を開始してから第３号被保険者となるまで、送られてきた納付書で

保険料を全て納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、３か月と短期間であり、申立人は、当該期間直後の第３号被

保険者への資格種別変更手続を適切に行っているほか、当該期間直前の昭和60年11月

及び同年 12 月の保険料を 62 年 10 月に納付していることがオンライン記録で確認でき、

当該納付時点で、当該期間の保険料を過年度納付することが可能であったなど、申立内

容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、当該期間の保険料

の納付時期に関する記憶が曖昧であるほか、当該期間直後の昭和60年７月から同年10

月までの保険料は62年９月に、その後の60年11月及び同年12月の保険料は62年10月に

それぞれ過年度納付されていることがオンライン記録で確認でき、これらの過年度納

付時点では当該期間は時効により保険料を納付することができない期間であるなど、

申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和61年

１月から同年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10715 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年８月から 52年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年８月から52年３月まで 

私たち夫婦は、結婚して３、４年たった頃に夫婦で国民年金に加入したとき、夫が

夫婦二人分の国民年金保険料を遡って納付した。夫は申立期間の保険料が納付済みに

なっているのに、私の保険料が未納とされていることに納得できない。                   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直後の昭和 52年4月以降60歳に到達するまで国民年金加入期間

の国民年金保険料をおおむね納付している。 

また、国民年金手帳の記号番号が夫婦連番で払い出された昭和52年12月時点で、申

立期間の保険料は過年度納付することが可能であったほか、一緒に過年度納付したとす

る夫の申立期間の保険料は納付済みであるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 42年４月から43年３月までの期間の国民年金保険

料については、納付されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年４月から43年５月まで 

    私は、結婚後、私の夫と一緒に国民年金に加入して、昭和 43 年６月に夫と一緒に

厚生年金保険に加入するまでの期間の国民年金保険料を夫と一緒に納付してきた。夫

の国民年金保険料は納付済みになっているのに、私の申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42年４月から43年３月までの期間については、申

立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録及び国民年金受付処理簿によれば、

昭和40年８月から同年 12月頃に払い出されていることが推認できることから、申立人

の当該期間の国民年金保険料は、現年度納付することが可能である。 

また、申立人の夫の保険料は、オンライン記録によれば、申立人が国民年金に加入し

保険料を納付し始めた昭和 40 年８月及び同年９月の期間が厚生年金保険料と重複納付

されていたことから、平成 21 年 12 月 15 日に還付されていることが確認できる。これ

らのことから、申立人は、夫の国民年金の再加入手続と自身の加入手続を同時に行い、

昭和 40 年８月から夫婦一緒に保険料を納付していたことがうかがえ、申立人の申立内

容に一定の整合性が認められる。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人の夫は、申立期間のうち、昭和 42 年４月

から43年３月までの期間の保険料を納付済みである。 

 一方、申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年４月及び同年５月の期間については、

前述の手帳記号番号の払出しの時期から申立人の当該期間の保険料は、現年度納付する

ことが可能であるものの、オンライン記録によれば、申立人と一緒に保険料を納付して

いたとする夫の保険料も未納であることが確認できる。 



                      

  

加えて、申立人が、申立期間のうち、昭和 43 年４月及び同年５月の期間の保険料を

納付していたことを示す家計簿、確定申告書等の関連資料は無い。このほか、申立人が、

当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年

４月から 43 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認

められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10720 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 56年10月及び59年11月の国民年金保険料につい

ては、納付されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年５月から45年４月まで 

             ② 昭和 56年10月 

             ③ 昭和 59年11月 

私は、昭和 38年から 41年頃までの間に国民年金の加入手続を行い、申立期間の①、

②及び③の国民年金保険料を納付してきた。また、申立期間の①については、そのほ

とんどの期間の領収証書を所持している。申立期間の①、②及び③の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間の②及び③について、申立人は、「申立期間の②及び③の国民年金保険料は

自宅に届いた納付書により、最寄りの金融機関又は郵便局において納付した。」と述べ

ており、当該期間当時の保険料の納付方法と符合する。 

また、申立人が納付したとする申立期間の保険料の納付金額は、申立期間当時の保険

料額とおおむね一致しており、申立人の申立内容に一定の整合性がみられる。 

加えて、申立期間の②及び③はそれぞれ１か月と短期間であり、また、申立期間の③

の前後の期間の保険料は、オンライン記録によれば、納付済みであることが確認できる。 

 一方、申立期間の①について、申立人は、「私は、昭和 38年から41年頃までの間に

国民年金の加入手続を行った。」と主張しているが、申立人の手帳記号番号は、オンラ

イン記録によれば、50年４月頃に払い出されていることが推認できる。 

さらに、申立人が申立てをした根拠として提出した昭和 41年４月から45年４月まで

の 49 か月間の保険料を納付したことを示す８枚の領収証書をみると、記載されている

納付期間は申立期間のものであるものの、申立人の 36年４月から40年４月までの期間

の保険料は、オンライン記録によれば、第２回特例納付により納付されたことが確認で



                      

  

きる。また、当該領収証書の１か月当たりの納付金額が全て900円となっており、保険

料収納年月日が第２回特例納付の実施期間中である。さらに、納付記録の入力に際し、

国民年金保険料滞納期間について納付があったときはその納付額は、先に経過した月の

分から順次に充当される旨が国民年金法附則（昭和 48年９月 26日法律第 92号）第 18

条第３項及び第４項に定められている。これらのことから、36 年４月から 40 年４月ま

での 49 か月の国民年金保険料は、申立人が所持する前述の保険料の領収証書により収

納された保険料であるものと推認できる。 

加えて、申立人が、申立期間の①の保険料を納付してきたことを示す家計簿、確定申

告書等の関連資料は無い。 

このほか、申立人が、申立期間の①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情は見うけられない。 

  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間の①、②及び③のうち、

申立期間の②及び③の国民年金保険料については、納付されていたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10728 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 13 年４月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：                   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成13年４月 

             ② 平成 13年８月から同年10月まで              

私は、国民年金の加入時期は憶
おぼ

えていないが、加入後は自宅に届いた納付書で国

民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、当該期間は１か月と短期間であり、申立人の基礎年金番号は

平成 12 年 12 月 20 日に付番されており、当該期間の国民年金保険料は現年度納付する

ことが可能であったほか、申立人が納付したとする金額は当時の保険料額とおおむね一

致するなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人が当該期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、平成 13 年８月に会社

を退職した後の国民年金の再加入手続及び保険料の納付場所に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は、当該期間の国民年金の再加入手続を行わないまま厚生年金保険被保険

者資格を再取得したため、未加入期間適用勧奨の対象とされ、15 年２月 25 日に作成さ

れた国民年金未適用者一覧表に記録されたことがオンライン記録で確認できるほか、当

該期間は国民年金加入期間として 16 年 10 月 18 日に記録追加されており、この記録追

加時点では時効により保険料を納付することができないなど、申立人が当該期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成 13 年

４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10729                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年４月から８年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年４月から８年３月まで 

私は、平成７年３月に会社を退職し、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行

った。その際に免除申請はしておらず、私か姉が国民年金保険料を納付していた。申

立期間の保険料が免除とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の

国民年金保険料をおおむね納付しており、申立期間を含め厚生年金保険から国民年金へ

の切替手続を適切に行っている。 

また、申立人は申請免除の手続を行った記憶は無いと説明しており、申立人が居住し

ていた区では、申立人が国民年金の第２号被保険者から第１号被保険者への種別変更手

続を平成７年６月２日に行っている記録があるとしている一方、オンライン記録では当

該種別変更手続前の同年５月 31 日に免除申請を行っている記録があるほか、申立期間

中の同年６月 21 日に昭和 48 年４月から 49 年９月までの保険料を還付決議している記

録があり、当該還付決議時点では申立期間直前の平成７年３月分の保険料に充当するこ

とが可能であったにもかかわらず、還付処理を行っているなど、申立人の年金記録の管

理も適切に行われていなかった状況が見受けられるなど、申立内容に不自然さは見られ

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10735                  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年 11 月から 47 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年11月から47年３月まで 

    私は、国民年金の加入手続を行った後、未納がないように遡って国民年金保険料を

納付したはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は５か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国

民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和48年12月時点では、申立

期間の保険料を過年度納付することが可能な期間であったほか、申立人が所持する領収

証書から申立人は申立期間後の47年７月から48年３月までの保険料を過年度納付してい

ることが確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

さらに、申立期間直後の昭和47年４月から同年６月までの保険料は、申立期間当時申

立人が居住していた市の国民年金被保険者名簿により納付済みであることが判明し、平

成22年７月13日に未納から納付済みに記録が訂正されているなど、申立人に係る記録管

理が適切に行われていなかった状況が見られる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案10736 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13年12月の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年12月 

    私は、国民年金保険料の納付勧奨を受け保険料を納付した。国民年金の加入期間が

３日だけなのに１か月分の保険料を納付しなければならないことを不満に思いながら

も納付したことを憶
おぼ

えている。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間であり、平成15年５月９日に申立期間の過年度納付書が作

成されていることがオンライン記録で確認できる。当該過年度納付書は、申立期間のほ

かに未納期間がなかったことから、申立期間の保険料に係るものと認められるほか、申

立人が納付したとする保険料額は、申立期間の保険料額とおおむね一致することなど、

申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10737 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成６年 10 月から８年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年８月から８年３月まで     

私は、20 歳から数年遅れて国民年金の加入手続を行い、それまで納付していなか

った国民年金保険料を遡って金融機関で納付したはずである。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成６年 10 月から８年３月までの期間については、申立人は申立

期間後の国民年金保険料を全て納付しているほか、申立人の国民年金手帳の記号番号は、

８年 11 月に払い出されており、当該払出時点で当該期間の保険料を過年度納付するこ

とが可能であったこと、申立人は、送付されてきた納付書により金融機関で保険料を納

付したと説明しており、その内容は当該期間当時の過年度保険料の納付方法と合致して

いること、申立人は、母親から資金を借りて保険料を納付したと説明しており、納付し

たとする金額は当該期間の保険料額とおおむね一致し、また母親は未納保険料分として

相応の額を申立人に貸したことを記憶していることなど、申立内容に不自然さは見られ

ない。 

しかしながら、申立期間のうち、平成６年８月及び同年９月については、申立人の手

帳記号番号の払出時点で当該期間は時効により保険料を納付することができない期間で

あるほか、当該期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情も見当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成６年

10月から８年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10742 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年１月から 61年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年１月から61年３月まで      

    私の妻は、私の国民年金の加入手続をし、夫婦二人分の国民年金保険料を毎月一緒

に納付してくれていた。申立期間の妻の保険料は納付済みとなっているのに、私の保

険料が未納とされていることに納得できない。                 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き昭和 50 年７月から厚生年金保険に加入する直前の平成８

年 10 月までの国民年金保険料を全て納付しており、申立人の国民年金の加入手続を行

い、保険料を納付していたとする申立人の妻は、申立期間を含めて 60 歳に至るまでの

国民年金加入期間の保険料を全て納付している。 

また、申立人の妻は、夫婦の保険料を一緒に納付していたと説明しており、夫婦が所

持する領収証書によると、申立期間の後の昭和 62年４月から平成８年10月までの期間

については、夫婦の保険料領収日が同一であることが確認できるほか、申立期間の妻の

保険料は納付済みとなっている。 

さらに、申立人及びその妻は、申立期間前後を通じて、住所や職業に変更は無く、生

活状況に大きな変化は認められないほか、申立人は当時の収入にも大きな変化は無かっ

たと説明するなど、申立内容に不自然さは見られず、妻があえて申立人の申立期間に係

る保険料のみを納付しなかったとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年４月から 49年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年４月から49年３月まで 

    私の母は、私が 20 歳になった昭和 45 年頃に国民年金の加入手続を行い、61 年 11

月に厚生年金保険に加入するまで私の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、12か月と短期間であり、申立人は、20歳になった昭和45年＊月以降、

申立期間を除き、厚生年金保険に加入する直前の 61年10月までの国民年金保険料を全

て納付している。 

また、申立人の保険料を納付していたとする申立人の母親及び母親が一緒に保険料を

納付していたとする申立人の父親は、申立期間を含め、60 歳に到達するまでの自身の

保険料をおおむね納付しているほか、申立期間前後を通じて、申立人及びその両親の住

所に変更は無く、その生活状況にも大きな変化は認められないなど、申立内容に不自然

さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10751 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年１月から同年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年１月から同年３月まで 

             ② 昭和 47年１月から同年３月まで 

    私は、夫が会社を退職した昭和 44 年１月頃、夫婦二人の国民年金の加入手続を行

い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、３か月と短期間であり、申立人は、昭和 44 年４月以降、当

該期間を除き 60 歳に至るまで国民年金保険料を全て納付していること、申立人が保険

料を納付したとする市の出張所は、当時開設されており、現年度保険料の収納を取り扱

っていたこと、納付したとする保険料の金額は、当時の保険料額におおむね一致するこ

となど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号番号

が払い出された昭和 44 年５月時点では、当該期間の保険料については過年度納付する

必要があるが、申立人は当該保険料を印紙を貼付する方法で納付したと説明しており、

当該納付方法は、過年度納付の方法と相違するほか、保険料を納付したとする市の出張

所は過年度保険料の収納を取り扱っていないなど、申立人が当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年

１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10758                 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年１月から同年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59年７月から同年９月まで 

② 昭和 60年４月から同年６月まで 

③ 昭和61年１月から同年３月まで 

私は、昭和 61 年に国民年金の加入手続を行った際に、区役所の職員から過去の国

民年金保険料を納付するよう勧められたため、送付されてきた納付書で２年分の保

険料を遡って納付した。申立期間①及び②の保険料については領収証書を所持して

いる。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③については、当該期間は３か月と短期間であり、申立人の国民年金手帳の

記号番号は昭和 61 年４月から６月頃に払い出されており、当該払出時点で、当該期間

の国民年金保険料は納付することが可能であり、当該期間直前の 60 年 10 月から同年

12 月までの期間の保険料は納付済みであるほか、当該期間直後の 61 年４月以降、保険

料を全て納付しているなど申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の所持する領収証書から、当該期間の

保険料は昭和 61 年 12 月 24 日に納付されていることが確認できるが、時効期間経過後

の納付であったため、当該期間の納付済保険料は直後の 59 年 10 月から同年 12 月まで

の保険料に充当されていることが申立人の所持する「国民年金過誤納保険料充当通知

書」及びオンライン記録から確認できること、また、申立期間②についても、申立人の

所持する領収証書から、当該期間の保険料は 62年８月 10日に納付されていることが確

認できるが、時効期間経過後の納付であったため、当該期間の納付済保険料は直後の

60 年７月から同年９月までの保険料に充当されていることがオンライン記録で確認で

きることなど、申立人がこれらの期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺



                      

  

事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち昭和 61 年１

月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案10763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50年１月から51年６月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月から51年６月まで 

             ② 昭和 53年４月から62年９月まで 

私は、区役所から通知が来たので、国民年金に加入し、加入前の未納だった国民年

金保険料は加入手続時と結婚後に分割して納付し、加入後は付加保険料を含め保険料

を毎月納付してきた。申立期間①の保険料が未納とされ、申立期間②の付加保険料を

含む保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、昭和 50年１月から51年６月までの期間については、申立人の国

民年金手帳の記号番号は 52 年３月頃に払い出されており、この払出時点では、当該期

間の国民年金保険料は過年度納付又は現年度納付することが可能であったほか、申立人

は加入手続時に遡って納付することが可能であった期間の保険料を納付したと説明して

おり、当該期間直後の 51 年７月から上記払出しまでの期間の保険料は納付済みである

など、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①のうち、昭和 48 年４月から 49 年 12 月までの期間につい

ては、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、申立人の手帳記号番号が払い出された上記時点では、当該期間は時効

により保険料を納付することができない期間であるほか、申立人は当時居住していた区

の担当者から、20 歳まで遡って全ての保険料を納付することはできないとの説明を受

け、一部の期間の保険料は納付できなかったことは認識していると説明しているなど、

申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②については、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は付加保険料を含む保険料を毎月納付して



                      

  

いたと説明しているが、申立人が当時居住していた区の保険料の納付は３か月ごとであ

り、当時の納付頻度と異なり、申立人は保険料の納付場所及び納付額に関する記憶が曖

昧であるほか、当該期間の付加保険料については、昭和 52 年３月に付加保険料の納付

申出を行っていることが確認できるものの、当該期間直前の52年３月から53年３月ま

での定額保険料は過年度納付されていることがオンライン記録で確認でき、付加保険料

は、制度上、遡って納付すること及び定額保険料を納付せず付加保険料のみを納付する

ことはできないなど、申立人が当該期間の付加保険料を含む保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年

１月から51年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10764 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54年６月の国民年金保険料の定額保険料並びに52年４月、同年５月及

び 54 年６月の付加保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和52年４月及び同年５月 

② 昭和54年６月 

私は、国民年金に加入後、付加保険料を含め国民年金保険料は未納が無いように気

を付けて納付してきた。申立期間前後の期間の保険料は納付済みである。申立期間②

の定額保険料並びに申立期間①及び②の付加保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②の国民年金保険料の定額保険料については、申立人の国民年金手帳の記号

番号は当該期間前の昭和 51 年４月に払い出されており、申立人が所持する国民年金手

帳の「被保険者となった日」欄には「昭和 51 年５月４日」と記載されていることから、

当該期間の保険料は現年度納付することが可能であるほか、申立人は当該期間を除き国

民年金加入期間の定額保険料を全て納付しており、当該期間は１か月と短期間であるな

ど、申立内容に不自然さは見られない。 

また、申立期間①及び②の付加保険料については、上記手帳の「被保険者となった

日」欄には「附 51.５.４」と記載されており、申立人がこの時期に付加保険料の納付

の申出を行っていることが確認でき、当該期間前後の期間の付加保険料はいずれも納付

済みとなっているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保険料は付

加保険料を含めて納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10765 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48年４月から 49年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年４月から49年３月まで 

    私は、大学を卒業する年齢になったときに国民年金に加入し、加入後は、家業の経

理を担当していた長姉が、家業に従事していた両親、長姉及び長兄の分と一緒に私の

国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人は申立期間後の国民年金保険料を全て納

付しているほか、申立期間当時に申立人と同じく家業に従事し、長姉が一緒に保険料を

納付していたとする申立人の両親、長姉及び長兄の申立期間のそれぞれの保険料は納付

済みである。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 50 年５月頃に払い出されており、当

該払出時点では、申立期間の保険料は過年度納付することが可能であり、申立期間直後

の昭和 49 年度分の保険料も過年度納付されているなど、申立内容に不自然さは見られ

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年９月から 37年７月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和36年９月から37年３月まで 

             ② 昭和 37年４月から同年７月まで 

私の母は、私が結婚するまでの国民年金保険料を納付してくれていた。結婚後に自

身で納付した４か月分の保険料については、年金手帳に判があるにもかかわらず、還

付すると言われた。申立期間①の保険料が未納とされ、申立期間②の保険料を還付す

るとされ、国民年金に未加入で保険料が未納とされることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、当該期間は７か月と短期間であり、申立人の婚姻前の国民年

金保険料を納付していたとする申立人の母親は申立期間を含め10年年金の保険料を完納

し、申立人と同様に母親が婚姻までの保険料を納付していたとする申立人の妹は、申立

期間を含め、昭和36年４月以降60歳に至るまでの自身の保険料を全て納付しているなど、

申立内容に不自然さは見られない。 

申立期間②については、当該期間は４か月と短期間であり、申立人が所持する年金手

帳の昭和37年度の検認記録では、当該期間の保険料は納付済みであることが確認できる

ほか、申立人が所持する２冊目の年金手帳の資格得喪欄には、昭和37年４月10日に任意

加入資格の取得が記載され、さらに「47年６月30日届出」と付記されていることから、

申立人は37年４月＊日の結婚の日に任意加入の申出をしたものとみなされていたことが

確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10771 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成３年４月及び５月並びに８年８月の国民年金保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年４月から同年10月まで 

             ② 平成８年８月 

             ③ 平成９年５月から同年11月まで 

    私の父は、国民年金の加入手続をしてくれ、加入当初の国民年金保険料を納付して

くれた。平成６年から９年までは自身で保険料を納付し、その後、海外に留学してい

た期間は、父が保険料を納付してくれていたはずである。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①のうち平成３年４月及び５月については、申立人の国民年金手帳の記号番

号は３年７月頃に払い出されており、当該期間の保険料は現年度納付することが可能で

あったほか、当該期間直後の３年６月から同年10月までの期間の保険料は、時効期間経

過後の納付であったとして、６年５月27日に還付決議され、申立人の指定口座に還付金

が振り込まれていることがオンライン記録から確認できるが、この還付決議に当該期間

は含まれておらず、申立人はこの納付時点で当該期間２か月分の保険料を未納のままに

していたことは考えにくく、当該納付時点で既に納付済みであったと考えるのが相当で

あるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

申立期間②については、当該期間は１か月と短期間であり、前後の期間の保険料は現

年度納付されているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①のうち平成３年６月から同年10月までの期間の保険料につ

いては、上記のとおり時効期間経過後の納付であったとして申立人に還付されているこ

とがオンライン記録で確認でき、当該記録の過誤納発生年月日及び期間、過誤納理由、

還付の対象期間及び金額、支払先金融機関口座番号等の記載内容に不自然、不合理な点



                      

  

は認められず、ほかに当該期間の保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

申立期間③については、申立人の父親が当該期間の保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、当該期間直後の平成９年12月から10年３月

までの期間の保険料は12年１月27日に、その後の10年４月から11年３月までの期間の保

険料は11年７月15日にそれぞれ過年度納付されていることがオンライン記録で確認でき

るが、12年１月の過年度納付時点では当該期間の全部が、11年７月の過年度納付時点で

は当該期間の一部（平成９年５月分）がいずれも時効により保険料を納付することがで

きなかったことなど、申立人の父親が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成３年４

月及び５月並びに８年８月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年４月から 48年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年４月から48年３月まで 

私の母は、私の結婚を期に国民年金の加入手続をしてくれた。その際 20 歳からの

未納期間が分かり、昭和 47 年＊月の 20 歳から結婚する前の 48 年３月までの国民年

金保険料を納付してくれたはずである。また、私が所持する領収証書では、昭和 46

年１月から 47 年３月までの期間の保険料が領収されており、20 歳前の納付義務がな

い期間を含む納付書が作成されている。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48年４月 18日付けの領収印が押された46年１月から47年３月まで

の期間の国民年金保険料の領収証書を所持しているが、領収金額は46年１月から47年

３月までの保険料額ではなく、47 年１月から 48 年３月までの保険料額と一致している

こと、この領収証書に記載された期間のうち、46年１月から同年12月までの期間は20

歳前の無資格期間であることから、当該領収証書に記載された領収期間は誤って記入さ

れたものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案10773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年５月、同年６月、平成２年５月及び同年６月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 62年５月及び同年６月 

             ② 平成２年５月及び同年６月 

私は、申立期間の国民年金保険料を夫の預金口座からの口座振替により夫の保険料

と一緒に納付していた。また、口座振替ができなかったときは、送付される納付書に

より納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、それぞれ２か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加

入期間の国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人の夫の預金口座に係る「普通・納税預金元帳」の記録から、夫婦の保険

料の口座振替が開始された昭和62年４月から申立期間②より後の期間まで、夫婦の保険

料の振替日は一部の期間を除き同一日であることが確認できる。 

さらに、夫の預金口座の上記記録では、申立期間①直前の昭和62年４月、申立期間②

直前の平成２年４月及び直後の同年８月に係る申立人の保険料が口座振替された記録は

確認できないものの、いずれの保険料もオンライン記録では納付済みとなっていること

から、上記期間の保険料は納付書により納付されたものと考えられるなど、申立内容に

不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



東京厚生年金 事案17240 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録については、昭和 63 年６月から同年

12月までの期間は 41万円、平成元年１月から同年 12月までの期間は 36万円、２年

１月から３年３月までの期間は32万円、同年４月から５年４月までの期間は38万円、

同年５月から６年 10 月までの期間は 47万円、同年 11月から７年４月までの期間は

41 万円、同年５月から８年９月までの期間は 47 万円、同年 10 月から９年４月まで

の期間は44万円、同年５月から10年７月までの期間は47万円、同年８月から13年

10月までの期間は44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和21年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年６月１日から平成13年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、報酬月額に見合う標準報

酬月額と相違している。給与明細書を提出するので、正しい標準報酬月額に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった昭和 63 年８月から平成元年１月まで、同年３月から８年

９月まで及び同年 11 月から 13 年 10 月までの給料支払明細書及び給与明細書から、

申立人は当該期間において、オンライン記録により確認できる標準報酬月額より高い

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されている旨の記

載があることが確認できる。 

一方、Ａ社の元代表者は、オンライン記録により確認できる標準報酬月額と給料支

払明細書等により確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額が長期間にわたって相違

していることについて、「申立人には大変な恩があり、その恩に報いるために、当社

に来てもらい、高い給与を支払っていた。総支給額は、手取り額から逆算して計算し

たため半端な金額になっているはずであり、申立人の給与から社会保険料は控除して

いなかった。社会保険料は、会社で支払える範囲内の金額で届出を行い、会社で支払

をしていた。また、申立人に給料支払明細書等とは別に社会保険料の明細書を渡して

いたので、申立人は保険料の控除額について当然承知していたはずである。」と供述



している。 

そこで、申立人から提出のあった給料支払明細書等を確認したところ、元代表者の

供述どおり基本給に円単くらいの金額を確認することができ、手取り額を先に決定し

ていたことがうかがえ、また、申立人は、雇用保険の被保険者となっているところ、

上記給料支払明細書等では雇用保険料の控除は確認できず、Ａ社が負担していたこと

がうかがえる。また、申立人は、「給与手取り額は、低いときで 30 万円、高いとき

で 50 万円くらいをもらっていた。」と供述しているところ、給料支払明細書等で確

認できる差引支給額とおおむね一致しており、同社の元代表者の供述から判断すると、

差引支給額が申立人の総支給額であり、申立人のオンライン記録により確認できる標

準報酬月額に基づく社会保険料は同社が負担していたと判断することもできる。 

しかし、上記元代表者に対して、供述どおりの賃金台帳等、保険料の控除を立証す

る書類の提出を依頼したところ、当該書類の提出は無く、Ａ社の経理担当者は、当該

書類を保存していないと回答していることから、上記元代表者の供述を裏付ける書類

は確認できない。 

また、申立期間のうち一部期間にＡ社に勤務していた従業員の標準報酬月額は、オ

ンライン記録によると９万 8,000円と記録されているが、同従業員から提出のあった

普通預金通帳の給与振込額は 18 万円程度であること、一部期間の源泉徴収票におけ

る支払総額及び社会保険料控除額から、９万8,000円より高い標準報酬月額に基づく

保険料が控除されていること、自身の給料に比べて標準報酬月額が低くなっていると

供述していることから、同社では、社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額

より高い標準報酬月額に基づく保険料の控除を行っていたことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち給料支払明細書等の提出が

ある期間において、オンライン記録により確認できる標準報酬月額より高い標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ、

申立期間のうち昭和63年６月及び同年７月、平成元年２月、８年10月は給料支払明

細書及び給与明細書の提出は無いが、当該月の前後の給料支払明細書等により、同程

度の給与の支払を受けていたものと推認できることから、厚生年金保険料についても

同程度の保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額について、昭和63年６月から同年12月まで

の期間は 41 万円、平成元年１月から同年 12 月までの期間は 36万円、２年１月から

３年３月までの期間は32万円、同年４月から５年４月までの期間は38万円、同年５

月から６年10月までの期間は47万円、同年11月から７年４月までの期間は41万円、

同年５月から８年９月までの期間は 47 万円、同年 10 月から９年４月までの期間は

44 万円、同年５月から 10年 7月までの期間は 47万円、同年８月から 13年 10月ま

での期間は44万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、



当時の資料が無く不明としているが、給料支払明細書等において確認できる報酬月額

又は保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間に

わたり一致していないことから、事業主は、給料支払明細書等において確認できる報

酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事

務所は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案17241 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する昭和 21 年１月７日に厚生年金保険被保険者資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったことが認められることから、

申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、60円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和21年１月７日から同年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。申立期間も同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する人事記録により、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務してい

たことが確認できる。 

また、Ｂ社は、「昭和 20 年度に入社した従業員の厚生年金保険への加入を入社日に合わ

せて行っていたが、被保険者資格の取得日が全員21年４月１日になっていたため、50年頃、

社会保険事務所に申し入れて、その当時、当社に在籍していた従業員について、資格取得

日を実際の入社日に訂正してもらった。しかし、申立人のように、同年頃既に退職してい

た従業員の資格取得日は訂正されていなかったようだ。」と回答している。  

このことは、申立期間当時、Ａ社に入社した従業員 50 人について、Ｂ社から提出された

入社日が記載された資料とＡ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿を確認したと

ころ、上記名簿における厚生年金保険の資格取得日が昭和 21 年４月１日と記録されていた

者のうち、オンライン記録において、それぞれの入社日に遡って訂正されている者が 32 人

確認できることからも裏付けられ、当時の社会保険事務所の年金記録管理が適正に行われ

ていなかったことが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 21 年１月７日に厚生年金保険被保

険者資格を取得した旨の届出を事業主が社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 21 年４月の健康

保険労働者年金保険被保険者名簿の記録から、60円とすることが妥当である。 



東京厚生年金 事案17242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 29 年４月１日から同年７月１日までの期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年４月１日、資格喪失日に係る

記録を同年７月１日とし、当該期間の標準報酬月額を同年４月は8,000円、同年５月

は１万円、同年６月は１万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

申立期間②について、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は

昭和 30 年２月１日、資格喪失日は同年７月１日であると認められることから、当該

期間の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、１万4,000円とすることが妥当である。 

申立人は、申立期間③について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭

和30年７月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を同年７月から31年９月までは

１万 6,000円、同年 10月から 32年１月までは１万 8,000円、同年２月は１万 6,000

円、同年３月から同年９月までは１万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

申立人は、申立期間④について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＣ社における資格取得日に係る記録を昭

和 32 年 12月１日、資格喪失日に係る記録を 36 年３月１日とし、当該期間の標準報

酬月額を32年12月から33年９月までは9,000円、同年10月は１万6,000円、同年

11月及び同年 12月は１万 8,000円、34年１月は１万 4,000円、同年２月から 36年

２月までは１万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和29年４月１日から30年２月１日まで 

② 昭和 30年２月１日から同年７月１日まで 

③ 昭和30年７月１日から32年10月１日まで 



④ 昭和32年12月１日から36年３月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及び③、Ｂ社に勤務した申立期間②、Ｃ社に勤務した

申立期間④の厚生年金保険の加入記録が無い。各事業所に勤務していたことは確か

であり、一部期間の給料支払明細書を提出するので申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、昭和 29 年４月１日から同年７月１日までの期間について、申

立人から提出のあった給料支払明細書により、申立人はＡ社に勤務し、当該期間の

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給料支払明細書において確認

できる報酬月額から、昭和 29年４月は 8,000円、同年５月は１万円、同年６月は１

万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は

既に死亡していることから照会することはできないが、仮に、事業主から申立人に

係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、被保険者資格の喪失届を提出す

る機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が

当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主

から当該社会保険事務所に資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 29年４月から同年６月までの保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、昭和 29 年７月１日から 30 年２月１日までの期間につ

いて、申立人は、「指を怪我したことによりＡ社から郷里に戻り、治療するように

言われた。給料は 3,000 円程度送金すると言われ、保険料が控除されていたと思

う。」と供述しているが、同社は既に厚生年金保険の適用事業所となっておらず、

所在地を管轄する法務局において商業登記の記録を確認することができず、同社に

係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から従業員に照会を行ったが申立

人を記憶している者がいないことから、申立人の当該期間の勤務実態及び厚生年金

保険の取扱いを確認することができない。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

次に、申立期間③のうち、昭和30年７月、31年12月、32年２月及び同年３月に



ついて、申立人から提出のあった給料支払明細書により、申立人がＡ社に勤務し、

当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間③のうち、昭和 30 年８月から 31 年 11 月まで、32 年１月及び同

年４月から同年９月までの期間について、申立人は給料支払明細書等を保有してお

らず、また、事業主等から勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確認することがで

きないが、オンライン記録によると、同年 10 月及び同年 11 月は申立人がＡ社の厚

生年金保険被保険者となっており、給料支払明細書で確認できる勤務期間及びオン

ライン記録で確認できる被保険者期間を考慮すると、申立人は申立期間③において、

同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間③のうち、昭和 30 年８月から

31年11月まで、32年１月及び 32年４月から同年９月までの期間について、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間③のうち昭和30年７月、31年12月、32年２月及び同年３月の標

準報酬月額については、給料支払明細書において確認できる報酬月額から、30 年７

月は１万 6,000円、31年 12月は１万 8,000円、32年２月は１万 6,000円、同年３

月は１万8,000円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間③のうち、昭和 30 年８月から 31 年 11 月まで、32 年１月及び

同年４月から同年９月までの標準報酬月額について、Ａ社に係る健康保険厚生年金

保険事業所別被保険者名簿によると、当該期間に勤務していた従業員の標準報酬月

額が資格取得時と次の定時決定において同額又は等級が１等級上がっている記録が

確認できることから、当該従業員の標準報酬月額の記録から、30 年８月から 31 年

９月までは１万 6,000円、同年 10月、同年 11月、32年１月及び同年４月から同年

９月までは１万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は

既に死亡していることから照会することができず、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、

申立てどおりの被保険者資格の取得に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行った

とは認められない。 

２ 申立期間②について、申立人はＢ社において外交員として勤務していたと申し立

てているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険

被保険者台帳（旧台帳）には申立人と同姓同名で、生年月日の年が申立人は昭和８

年であるが、同名簿では３年と記載されている基礎年金番号に未統合の被保険者記

録が確認できる。 

このことについて、申立人は、「昭和 29 年７月頃に怪我をして郷里に戻っている

間に、Ｂ社で外交員を募集していたため、仕事の内容から勤務が可能であったので

勤めることとした。１年くらい勤務していたと思う。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、上記未統合の記録は、申立人の記録であると判断

できることから、申立人のＢ社における資格取得日は昭和 30 年２月１日、資格喪失



日は、Ａ社における上記訂正後の資格取得日である同年７月１日とすることが妥当

である。 

なお、申立期間②の標準報酬月額については、上記未統合の記録から、１万

4,000円とすることが妥当である。 

３ 申立期間④のうち、昭和 32年 12月、33年 10月から 34年１月まで及び 36年２

月について、申立人から提出のあった給料支払明細書により、申立人がＣ社に勤務

し、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間④のうち、昭和 33年１月から同年９月まで及び 34年２月から 36

年１月までの期間について、申立人は給料支払明細書等を保有していないが、Ｃ社

は、「当時の勤務実態等を確認できる資料は残されていないが、申立人が保有して

いる給料支払明細書から期間は特定できないが在籍は確認できる。」と回答してい

る上、上記給料支払明細書では、申立期間④のうちの初めの月、中間の月、終わり

の月の明細書が確認できることから、申立人は申立期間④において、同社に継続し

て勤務していたことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間④のうち、昭和 33 年１月から同

年９月まで及び 34 年２月から 36 年１月までの期間について、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間④のうち昭和 32 年 12 月、33 年 10 月から 34 年１月まで及び 36

年２月の標準報酬月額については、給料支払明細書において確認できる報酬月額か

ら、32年12月は9,000円、33年10月は１万6,000円、同年11月及び同年12月は

１万8,000円、34年１月は１万4,000円、36年２月は１万 6,000円とすることが妥

当である。 

さらに、申立期間④のうち、昭和 33 年１月から同年９月まで、34 年２月から 36

年１月までの標準報酬月額について、当該期間に勤務していた従業員の標準報酬月

額に係る定時決定等の記録から申立人の標準報酬月額の推移を推認することが困難

なため、32 年 12 月の給料支払明細書で確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額

から、33年１月から同年９月までは 9,000円、同年 10月及び 36年２月の給料支払

明細書で確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額から、34 年２月から 36 年１月

までは１万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は

不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出さ

れた場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届や被保険者資格の喪失届を提

出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該

届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から

当該社会保険事務所に資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る申立期間④の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



東京厚生年金 事案17246 

 

第１ 委員会の結論 

     申立人のＡ社における被保険者記録は、資格取得日が平成３年３月１日、資格喪失

日が同年11月１日とされ、当該期間のうち、同年10月31日から同年11月１日まで

の期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保

険者期間とならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の同社における資格喪失日を同年 11 月１日とし、申立期間の標準報酬月額を

22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 10月31日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社は、

その後、訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、訂正後

の記録は厚生年金保険の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された社員名簿、同社における上司及び同僚の

供述から判断すると、申立人は申立期間も継続して勤務（平成３年 11 月１日にＡ社

から同社の親会社であるＢ社に転籍）していたことが認められる。 

また、Ａ社では、当時の資料は無いものの、申立人は、同社に平成３年10月31日

まで勤務し、同年 11 月１日付けでＢ社に転籍しており、申立期間の厚生年金保険料

は、同年11月25日の給与から控除していたはずであると回答している。 

さらに、申立人の給与振込口座の取引明細証明書によると、Ａ社勤務時の月々の給

与振込額は、申立期間も含め、Ｂ社から支給されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成３年９月の

社会保険事務所（当時）の記録から、22万円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該保険料

を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年６月２日に、事業主が申立てに

係る事務手続を誤ったとして、資格喪失日訂正の届出を行っていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る３年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間

の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



東京厚生年金 事案17247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の平成 19

年７月14日の標準賞与額に係る記録を５万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月14日 

Ａ社から支給された賞与のうち、申立期間に係る標準賞与額の記録が無い。給与

支給明細書を提出するので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支給明細書により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与

の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う

標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、給与支給明細書において確認でき

る賞与支給額から、５万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立期間に申立人に支給された賞与に係る厚生年金保

険被保険者賞与支払届を社会保険事務所（当時）に対して提出していなかったこと及

び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これ

を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案17248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の平成

18年12月13日の標準賞与額に係る記録を25万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

るが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の

平成19年７月14日の標準賞与額に係る記録を40万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成18年12月13日 

             ② 平成19年７月14日 

Ａ社から支給された賞与のうち、申立期間①係る標準賞与額の記録が無い。給与

支給明細書を提出するので、標準賞与額を認めてほしい。また、申立期間②に支給

された賞与について、同社は事後訂正の届出を行ったが、保険料は時効により納付

できず、当該期間は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支給明細書により、申立人は、申立期間①及び②にＡ社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、給与支給明細書において確認でき



る賞与支給額から、平成 18年 12月 13日は 25万円、19年７月 14日は 40万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立期間に申立人に支給された賞与に係る厚生年金保

険被保険者賞与支払届を社会保険事務所（当時）に対して提出していなかったこと及

び当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これ

を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案17249 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ病院（現在は、Ｂ病院）における資格取得日に係

る記録を昭和53年９月７日に、資格喪失日に係る記録を54年４月１日とし、申立期

間の標準報酬月額を10万4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和53年９月７日から54年４月１日まで 

    Ａ病院で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同病

院には昭和 53 年９月７日から勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ病院から提出された申立人の在籍証明書、人事記録の写し及び同病院の回答から

判断すると、申立人は、Ａ病院に、昭和 53 年９月７日から 54年３月 31 日までは非

常勤の看護師として、また、引き続き同年４月１日からは常勤の看護師として在職し

ていたと認められる。 

また、Ｃ共済組合連合会から提出された年金加入記録によると、申立人は、Ａ病院

において、昭和 54 年４月１日からＣ共済組合に加入していることが確認でき、Ｂ病

院では、「正職員の看護師について、採用後半年程度は非常勤職員として厚生年金保

険に加入し、その後、常勤職員としてＣ共済組合に加入する仕組みとなっていた。」

と回答しており、同病院から提出された資料及びオンライン記録によると、Ａ病院に

おいて、申立人と同日の同年４月１日にＣ共済組合に加入した看護師３名について、

同共済組合に加入する前は、非常勤職員として厚生年金保険に加入しており、その資

格喪失日は同年４月１日となっていることが確認できる。 

さらに、Ｂ病院では、「当時の関係書類は無いが、申立人についても、厚生年金保

険の被保険者として申立期間に係る保険料を控除していたはずである。」と回答して

いる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 



また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の上記人事記録及び申立人と同

種の看護師の標準報酬月額の記録から、10万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は確

認できる資料は無いが納付したと思われる旨回答しているが、Ａ病院に係る厚生年金

保険被保険者原票には、申立人の氏名は確認できず、整理番号にも欠番が見当たらな

いことから、申立人に係る同原票の記録が失われたことは考えられない上、仮に、事

業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険

者資格の喪失届も提出する機会があったことになるが、いずれの機会においても社会

保険事務所（当時）が当該届出を記録しないことは通常の事務処理では考え難いこと

から、事業主から社会保険事務所に被保険者資格の得喪に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和53年９月から54年３月までの保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案17250 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、昭和 53 年 11

月は 16万円、同年 12月は 18万円、54年１月は 15万円、同年２月は 16万円、同年

３月は 17万円、同年４月及び同年５月は 18 万円、同年６月は 17 万円、同年７月及

び同年８月は 18万円、同年９月は 17万円、同年 10月から 55年３月までは 18万円、

同年４月から同年６月まで及び57年１月から同年７月までは19万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年11月１日から58年１月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報

酬月額が、実際に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違して

いる。申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に

基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬

月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人に係る標準報酬月額については、申立人から提出された給与支

払明細書及び住民税特別徴収税額通知書において確認できる報酬月額から、昭和 53

年 11月は 16万円、同年 12月は 18万円、54年１月は 15万円、同年２月は 16万円、

同年３月は 17万円、同年４月及び同年５月は 18 万円、同年６月は 17万円、同年７

月及び同年８月は 18 万円、同年９月は 17 万円、同年 10月から 55年３月までは 18

万円、同年４月から同年６月まで及び57年１月から同年７月までは19万円に訂正す

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不



明としているが、申立人から提出された給与支払明細書及び住民税特別徴収税額通知

書において確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月

額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、当該報酬月額に見合う報酬

月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 55年７月から56年12月まで及び57年８月から同年

12 月までの期間に係る標準報酬月額については、給与支払明細書及び住民税特別徴

収税額通知書により、事業主が源泉控除していたと確認（推認）される厚生年金保険

料額又は報酬月額に見合う標準報酬月額は、いずれもオンライン記録の標準報酬月額

と一致又は低いことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせん

は行わない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間について、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



東京厚生年金 事案17251 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間のうち、平成 11 年９月１日から 13 年 10 月１日までの期間及び 14 年 10

月１日から 15 年９月１日までの期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、事業主

が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額であったと認められることから、

30万円に訂正することが必要である。 

 また、申立期間のうち、平成 13 年 10 月１日から 14 年 10 月１日までの期間及び

15 年９月１日から 17 年７月 26 日までの期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額を、

13年10月から14年９月までは28万円、15年９月から17年６月までは30万円に訂

正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年９月１日から17年７月26日まで 

    Ａ社Ｂ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、

保険料控除額に見合う標準報酬月額と相違している。一部期間の給与所得の源泉

徴収票及び所得税源泉徴収簿を提出するので、申立期間の標準報酬月額を正しい

記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社Ｂ事業所における標準報酬月額は、当初、

平成 11年９月から 13年８月までは 30万円と記録されていたところ、同年９月28日

付けで９万 8,000円に、また、14年 10月から 15年１月までは 30万円と記録されて

いたところ、同年２月 25 日付けで９万 8,000 円にそれぞれ遡って減額訂正処理され

ていることが確認できる。 

一方、Ａ社Ｂ事業所に係る「不納欠損処分決議書及び関係書類」により、同社同事

業所は申立期間当時に厚生年金保険料を滞納していたことが確認できるところ、同社

の閉鎖登記簿謄本から、申立人は、申立期間当時において、同社の取締役であったこ

とが確認できるが、申立人は、「同社のＢ事業所で副社長をしており、社会保険関係

事務に関与する立場になかった。」と供述しているとともに、同社の元従業員も、

「申立人は同社のＢ事業所勤務であり、社会保険関係の事務は全てＣ県の本社で行っ



ていたため、関与できる立場にはなかった。」と供述していることから、申立人が当

該訂正処理に権限を有して関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、平成 13年９月28日付け及び15年２月25日付けで

行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において当

該遡及訂正処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録の訂正があったとは認められ

ない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の 11 年９月

から13年９月まで及び14年10月から15年８月までの期間に係る標準報酬月額は、

事業主が当初届け出た30万円に訂正することが必要と認められる。 

また、申立期間のうち、平成 13 年 10 月から 14年９月まで及び 15 年９月から 17

年６月までの期間に係る標準報酬月額については、上記遡及訂正処理が行われた日以

降の最初の定時決定（平成 13 年 10 月及び 15 年９月）において、それぞれ９万

8,000 円と記録されているところ、当該処理については、上記遡及訂正処理との直接

的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であった

とは言えない。 

しかしながら、申立人は、当該期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てて

おり、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することになる。 

したがって、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人から提出された平成

13 年から 16 年までの源泉徴収票及び申立人が居住する地域を管轄する税務署から提

出された 17 年分所得税の確定申告書の写し等において確認できる報酬月額又は社会

保険料控除額から、13年 10月から 14年９月までは 28万円、15年９月から 17年６

月までは30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主からの回答は無く確認することはできないが、上記の源泉徴収票及び確定申告書

の写し等において確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月

額と、オンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事

業主は源泉徴収票等で確認（推認）できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見合

う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案17252 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 29 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年３月30日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間は支店間の異動があり、同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事担当者及びＡ社Ｃ支店の元従業員の供述から判断すると、申立人は同社

に継続して勤務（昭和 29 年４月１日に同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）していた

ことが認められる。 

また、Ｂ社の人事担当者は、当時の人事記録等の資料は保管されていないが、申立

人は入社から退職まで継続して勤務しており、社内異動の場合に社会保険の加入が途

切れることは無く、申立期間の厚生年金保険料については控除していたはずであると

供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人はＡ社において、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 29

年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから行ったとは認め

られない。 



東京厚生年金 事案17253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日

に係る記録を平成８年７月１日に訂正し、同年６月の標準報酬月額を 26 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

また、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は平成９年３月

27 日であると認められることから、厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

なお、平成８年７月から９年２月までの標準報酬月額については、26 万円とする

ことが妥当である。 

また、申立人は、申立期間②のうち、平成９年３月 27 日から同年４月１日までの

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＢ社における上記訂正後の厚生年金保険被保険者の資格喪失日（平成

９年３月27日）を同年４月１日に訂正し、同年３月の標準報酬月額を26万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年６月30日から同年７月１日まで  

② 平成８年７月１日から９年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。また、

Ｂ社に勤務した期間のうち、申立期間②の一部については、標準報酬月額が実際に

給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違しており、また、平成

８年８月 31 日以降の厚生年金保険の加入記録が無く、両期間について正しい記録

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由                               

申立期間①について、雇用保険の加入記録並びにＡ社の事業主及び従業員の供述か

ら判断すると、申立人は、同社に継続して勤務していたことが認められる。 



また、Ａ社の当時の事業主及び経理担当者は、当該期間においても厚生年金保険料

を控除していた旨を供述している。 

さらに、オンライン記録によれば、Ａ社は、平成８年６月 30 日に厚生年金保険の

適用事業所でなくなっているが、商業登記簿謄本によれば、申立期間①において法人

事業所であったことが確認でき、厚生年金保険法の適用事業所の要件を満たしていた

ものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社において、申立期間①に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社における平成８年５月のオンライ

ン記録から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間①において、適用事業所でありながら、社会保険事務所（当時）に

適用の届出を行っていなかったと認められることから、事業主は、申立人に係る当該

期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間②について、雇用保険の加入記録によると、申立人のＢ社における離職日

は平成 10 年３月５日と記録されており、申立人は、申立期間②も同社に継続して勤

務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平

成９年２月１日の後の同年３月 27 日付けで、遡及して、申立人の同社における厚生

年金保険の被保険者資格喪失日が８年８月 31 日と記録されているとともに、標準報

酬月額についても、資格取得時の同年７月に遡及して 26 万円を９万 2,000 円に減額

訂正されている。 

また、申立人と同様に、遡って被保険者資格の喪失処理及び標準報酬月額の減額訂

正処理が行われた者が、申立人の他に10名いることが確認できる。 

さらに、オンライン記録によれば、Ｂ社は平成９年２月１日に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっているが、商業登記簿謄本によれば、申立期間②においても法人事

業所であったことが確認でき、厚生年金保険法の適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該資格喪失及び標準報

酬月額に係る処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録が有効なものとは

認められないことから、申立人のＢ社における資格喪失日を、当該資格喪失処理が行

われた平成９年３月 27 日に訂正し、８年７月から９年２月までの標準報酬月額につ

いては、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 26 万円に訂正することが必要と認

められる。 

   加えて、申立期間②のうち、平成９年３月 27 日から同年４月１日までの期間につ

いては、雇用保険の加入記録、Ｂ社の元事業主等の供述及び元従業員から提出された

給与明細書から総合的に判断すると、申立人は同社に継続して勤務し、同年３月の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人の同社における上記訂正後の資格喪失日を同年４月１日に訂正し、当該期間の標

準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録及び申立人の同

社における同年２月の上記訂正後の記録から、26万円とすることが妥当である。 



   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間②のうち、平成９年２月１日以降において、適用事業所でありなが

ら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、事業主

は、申立人に係る同年３月の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



東京厚生年金 事案17256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得日に係る記録を昭和 44 年

７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和44年７月１日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間に同社本社から同社Ｂ支社への異動はあったが継続して勤務していたので、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人に係る人事記録及び給与明細書により、申立人は、Ａ

社に継続して勤務し（昭和 44 年７月１日に同社本社から同社Ｂ支社に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社における昭和 44

年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は申

立人の資格取得日を昭和 44 年８月１日として届け出たことを認めており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案17259                               

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②のうち、平成４年７月 31日から５年１月21日までの期間については、

申立人のＡ社における資格喪失日は、同年１月 21 日であると認められることから、

当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額を 15 万円とす

ることが必要である。 

また、申立人は、申立期間③について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期

間の標準報酬月額に係る記録を24万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は申立人の当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年４月１日から３年11月６日まで 

② 平成４年７月31日から７年１月31日まで 

③ 平成 13年４月１日から14年８月24日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。

当該期間に勤務したのは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。

また、ねんきん定期便により、Ｂ社に勤務した期間のうち、申立期間③の厚生年金

保険の標準報酬月額が、実際の給与と比べ低くなっていることが分かった。当該期

間当時の給与明細書等を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②のうち、平成４年７月 31 日から５年１月 21 日までの期間については、

雇用保険の加入記録によると、申立人のＡ社における離職日は同年１月 20 日であ

ることが確認できることから、申立人は、同日まで同社に勤務していたことが確認

できる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

平成４年７月 31 日より後の５年１月 26 日付けで、申立人を含む７人の従業員の資

格喪失日が４年７月31日に遡って処理されたことが確認できる。 

しかし、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、上記処理日において同社は閉鎖さ

れておらず、法人事業所であることが確認できることから、同社は上記処理日にお



いても厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたものと判断される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、厚生年金保険

の適用事業所でなくなった後に、申立人の資格喪失に係る処理を遡って行う合理的

な理由は無く、当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立

人のＡ社における資格喪失日は、雇用保険の離職日の翌日である平成５年１月 21

日に訂正することが必要である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年６月

のオンライン記録から、15万円とすることが妥当である。 

申立期間③について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月

額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、当該期間のうち、平成 13 年４月から同年 11 月までの期間及び 14

年３月の標準報酬月額については、申立人が提出した 13 年分の給与所得の源泉徴

収票及び 14 年４月分の給与明細書において確認できる保険料控除額から、24 万円

に訂正することが妥当である。 

また、申立期間③のうち、平成 13 年 12 月から 14 年２月までの期間及び同年４

月から同年７月までの期間の標準報酬月額については、申立人は保険料控除を確認

できる給与明細書を保有していないものの、申立人が提出した預金通帳によると、

Ｂ社から振り込まれた金額は、上記給与明細書で確認できる差引支給額とおおむね

一致していることが確認でき、当該期間についても同額の保険料が控除されていた

ことが認められることから、24万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

保険料を納付したか否かについて不明としているが、健康保険組合及び厚生年金基

金の申立期間③に係る標準報酬月額は 20 万円とされており、オンライン記録と同

額であることから、健康保険組合、厚生年金基金及び社会保険事務所の全てが標準

報酬月額を誤って記録したとは考え難く、事業主は当該額を当該期間の報酬月額と

して社会保険事務所に届け、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬

月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る

当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間①については、申立人がＡ社を退職後に入社したＣ社から提出された履

歴書によると、申立人はＡ社に平成２年４月から勤務している旨記載されているこ

とが確認できる。 

しかし、雇用保険の加入記録では、申立人は、平成２年３月 31 日にＤ社を退職

後、同年８月 31 日から同年 10 月 10 日までの期間において、雇用保険の基本手当

を受給していたことが確認できることから、申立人は、申立期間①のうち、同年４

月１日から同年 10 月 10 日までの期間において、Ａ社に勤務していなかったと考え

られる。 

また、雇用保険の加入記録によると、申立人のＡ社での資格取得日は平成３年 11



月28日となっており、厚生年金保険の資格取得月と一致している。 

申立期間②のうち、平成５年１月 21 日から７年１月 31 日までの期間については、

Ａ社に勤務した同僚は、「申立人は平成７年１月まで同社で勤務していた。」旨供

述しており、また、申立人は、５年６月から７年１月までの期間において、同社か

ら発行されたとする支払証明書等を提出している。 

しかし、雇用保険の加入記録では、申立人の離職日は平成５年１月 20 日となっ

ており、また、申立人は、同年３月 16 日から同年５月 31 日までの期間において、

雇用保険の基本手当を受給していたことが確認できることから、申立人は、申立期

間②のうち、同年１月 21 日から同年５月 31 日までの期間においては、Ａ社に勤務

していなかったと考えられる。 

また、申立人は、申立期間②のうち、平成５年６月１日から７年１月 31 日まで

の期間において、保険料控除を確認できる給与明細書等を所持していないとしてい

る。 

なお、Ａ社は既に適用事業所ではなくなっており、元代表者は死亡しているため、

申立期間①のうち、平成２年 10 月 11 日から３年 11 月６日までの期間及び申立期

間②のうち、５年６月１日から７年１月 31 日までの期間に係る申立人の勤務実態

及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

このほか、申立期間①及び申立期間②のうち、平成５年１月 21 日から７年１月 31

日までの期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関連資料は

無く周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案17260                               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間③における標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に

届け出た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の当該期間に係る

標準報酬月額を56万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年６月17日から９年３月15日まで 

             ② 平成９年３月24日から同年９月１日まで 

             ③ 平成11年11月１日から12年11月１日まで 

年金事務所の調査により、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①並びにＢ社で

勤務した期間のうち、申立期間②及び③の標準報酬月額が実際に支給された給与よ

り低いことが分かった。給与明細書等は所持していないが、それぞれ正しい記録に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③については、オンライン記録から、申立人の当該期間における標準報酬

月額は、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった平成12年12月１日よ

り後の 14 年 12 月 17日付けで、56万円から 18万円に遡って減額訂正されているこ

とが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間に係る両社で代表だった者を含む二人の

役員及び従業員の標準報酬月額が、申立人と同様、平成 14 年 12月 17日付けで遡及

減額訂正されていることが確認できる。 

なお、複数の従業員は、「申立人は管理薬剤師で社会保険事務に関与していなかっ

た。」旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、Ｂ社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった後に、申立人の標準報酬月額を遡って減額訂正する合理的な理

由は無く、当該期間の標準報酬月額について有効な記録訂正があったとは認められず、

申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

56万円に訂正することが必要である。 

申立期間①及び②について、Ａ社及びＢ社は既に適用事業所ではなくなっており、

両社で代表だった者の所在を特定することができない上、申立人は、当該期間に係る

保険料控除を確認できる資料を所持していないことから、両社における給与からの保



険料控除額について確認することができない。 

また、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、平成９年８月 27 日付

けで同年９月からの記録として、26 万円から 56 万円に随時改定処理されているとこ

ろ、申立人と同様、Ａ社からＢ社に異動した取締役の標準報酬月額も、同年８月 27

日付けで同年９月からの記録として、26 万円から 44 万円に随時改定処理されている

ことが確認できる。 

なお、両社で代表だった者は、当時、Ａ社で厚生年金保険に加入しているが、当該

者の標準報酬月額は、同年８月８日付けで同年４月からの記録として、30 万円から

50万円に随時改定処理されていることが確認できる。 

さらに、上記取締役は、「社会保険事務は本社で行っていたので、申立人の厚生年

金保険の取扱いについては不明であるが、申立人の給料は 26 万円ではなく、もっと

高額であったと思う。しかし、薬局を平成８年６月に開設したばかりで、経営が軌道

に乗る１年くらいは申立人に一括で賃金を払うことができず、分割して支払っていた

記憶がある。」旨供述している。 

以上のことから、申立期間①及び②について、Ａ社及びＢ社においては、薬局の経

営が軌道に乗るまで、実際の給料より低い標準報酬月額で社会保険事務所に届出を行

っていたことがうかがえる。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



東京厚生年金 事案17268（事案7644の再申立て)  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、昭和

47年５月から 48年１月までは 11万 8,000円、同年２月及び同年３月は 12万 6,000

円、同年４月から同年 10月までは 13万 4,000円、同年 11月は 19万円、同年 12月

から 49年２月までは 18 万円、同年３月及び同年４月は 19 万円、同年５月から同年

12月までは20万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年11月２日から50年１月21日まで 

Ａ社に勤務した期間の標準報酬月額が、実際の給与額より低い旨を第三者委員会

に申し立てたところ、同委員会から、保有していた確定申告書により昭和 48 年 12

月から 49年 12月までについては記録を訂正し、41年 11月から 48年 11月までに

ついては、保険料控除が確認できる資料が無いなどの理由により、記録訂正を行う

ことができないとの通知を受けた。 

今回新たに、申立期間のうち、一部期間の給料支払明細書が見付かったので、前

回訂正された期間も含めて標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人から提出された昭和49年分及び50年分

の確定申告書の社会保険料額により、48年 12月から 49年 12月までの期間について、

申立人は、その主張する標準報酬月額（16 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められるが、41年 11月から 48年 11月まで

の期間については、Ａ社は既に解散し、事業主も死亡していること、申立人は当時の

給料支払明細書を所持しておらず、保険料控除額が確認できないとして、既に当委員

会の決定に基づき平成22年３月 17日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

これに対し、申立人は新たな資料として、昭和 45 年 12 月分から 50年１月分まで

の給料支払明細書（46年１月分から同年 11月分まで及び 49年 12月分を除く。）を

提出するので調査してほしいと再申立てを行っており、上記給料支払明細書により、



申立期間のうち、47 年５月から 49 年 11 月までの期間について、オンライン記録の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高い額が控除されていたことが確認でき

る。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記給料支払明細書において確

認できる厚生年金保険料控除額から、昭和 47 年５月から 48 年１月までは 11 万

8,000円、同年２月及び同年３月は 12万6,000円、同年４月から同年10月までは13

万 4,000円、同年 11月は 19万円、同年 12月から 49年２月までは 18万円、同年３

月及び同年４月は 19 万円、同年５月から同年 11 月までは 20 万円とすることが妥当

である。 

また、申立期間のうち、給料支払明細書の提出が無い昭和49年12月の標準報酬月

額については、同年 11 月以前の給料支払明細書における厚生年金保険料控除額によ

り同年 12 月も同額の保険料控除があったと考えられることから、20 万円とすること

が妥当である。 

なお、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は死亡しているため確認することはできないが、上記給料

支払明細書において確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額とオ

ンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、

上記給料支払明細書において確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う報酬月額

を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、これを履行していないと認

められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 45年 12月及び 46年 12月から 47年４月までの期間

については、上記給料支払明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬

月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できることから、

特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間のうち、昭和 41年 11月から 45年 11月まで及び 46年１月から同

年 11 月までの期間については、保険料控除を確認できる給料支払明細書等は無いが、

45年 12月及び 46年 12月の給料支払明細書において確認できる保険料控除額に見合

う標準報酬月額がオンライン記録の標準報酬月額と一致していることから、当該期間

における保険料控除額についても、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料と一致していると考えられる。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



東京厚生年金 事案17269 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録を昭和

49 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年９月21日から同年10月１日まで 

Ａ社Ｂ工場に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間には、同社同工場から関連会社のＣ社に異動したが、継続して勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の回答から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（同社Ｂ工場からＣ

社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間に係る異動日については、Ｄ基金から提出された厚生年金基金加入

員資格喪失届及びＥ連合会から提出された中脱記録照会（回答）により、申立人のＡ

社Ｂ工場における資格喪失日が昭和 49年10月１日と記載されていることから、同年

10月１日とすることが妥当である。 

申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る企業年金連合会の記録から、８

万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、オンライン記録の資格喪失日が雇用保険の離職日の翌日

となっていることから、社会保険事務所（当時）及び公共職業安定所の双方が誤って

記録したとは考え難く、事業主は、申立人に係る申立期間の資格喪失日を誤って昭和

49 年９月 21 日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、これを履行していないと認められる。 



東京厚生年金 事案17270 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 46 年 11 月 21 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

た旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、申立人の

Ａ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録を訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万

2,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年９月４日から同年11月21日まで 

Ａ社Ｂ工場に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

入社から退職まで同社に継続して勤務しており、申立期間の基金の加入記録もある

ことから、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された所員原簿により、申立人

は、申立期間に同社に継続して勤務していたことが確認できる。 

一方、Ｃ基金から提出された基金掛金情報によると、申立人のＡ社Ｂ工場における

資格喪失日及び同社Ｄ研究所における資格取得日は、いずれも昭和 46 年 11 月 21 日

となっていることが確認できるところ、同社は、「申立期間当時、社会保険事務所及

び厚生年金基金への届出書は、複写式の様式を使用していた。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保

険の被保険者資格喪失日を昭和 46 年 11月 21日として社会保険事務所に届け出たこ

とが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＤ基金の記録から、７万

2,000円とすることが妥当である。 

 



東京厚生年金 事案17271               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16 年 12 月 31日は 45万円、20 年７

月31日は43万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年12月31日 

         ② 平成 20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成 16 年 12 月 31

日及び20年７月31日に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、平成 16年 12月 31日は 45万円、20年７月 31日は 43万円と

することが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



東京厚生年金 事案17272               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16年 12月 31日は 150万円、20年７

月31日は130万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年12月31日 

② 平成 20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成 16 年 12 月 31

日及び20年７月31日に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、平成 16年 12月 31日は 150万円、20年７月 31日は 130万円

とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



東京厚生年金 事案17273               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16 年 12 月 31日は 90万円、20 年７

月31日は72万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年12月31日 

         ② 平成20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成 16 年 12 月 31

日及び20年７月31日に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、平成 16年 12月 31日は 90万円、20年７月 31日は 72万円と

することが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



東京厚生年金 事案17274               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16 年 12 月 31日は 60万円、20 年７

月31日は33万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年12月31日 

         ② 平成20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成 16 年 12 月 31

日及び20年７月31日に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、平成 16年 12月 31日は 60万円、20年７月 31日は 33万円と

することが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



東京厚生年金 事案17275 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を 15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成20年７月31日

に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、15万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



東京厚生年金 事案17276 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成20年７月31日

に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



東京厚生年金 事案17277 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を 18万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成20年７月31日

に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、18万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



東京厚生年金 事案17278 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を 17万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成20年７月31日

に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、17万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



東京厚生年金 事案17279 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を 30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年７月31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付でき

ず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成20年７月31日

に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。



                      

  

東京厚生年金 事案 17280 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により

年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、申立期間の標準賞与額に係る記録を８万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年７月 31日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に

年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険料を納付で

きず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る賞与台帳により、申立人は、平成 20年７月 31日

に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる厚生年

金保険料控除額から、８万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主が届出の誤りにより保険料を納付していないことを認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17283 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 36年６月１日から 37年３月１日までの期間の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 36 年６月１日、資格喪失日に係る記録

を 37 年３月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 7,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男     

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

                           

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年５月頃から 37年３月頃まで                           

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。しかし、申立期間は

同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における同僚、複数の従業員、申立人の弟の供述及び申立人が記憶していた複

数の同僚が同社で被保険者であることから判断すると、申立人は、申立期間において

同社に勤務していたことが推認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間に被保険者

記録があり、連絡先の判明した同僚二人及び従業員９人に照会したところ、回答のあ

った６人のうち４人は、申立人と同じ業務である機械組立て及び営業等を行っていた

としている。 

さらに、上記被保険者名簿によると、申立人及び同僚が供述したＡ社における従業

員数と申立期間における厚生年金保険被保険者数がほぼ一致することから、当時、同

社では、ほぼ全ての従業員を厚生年金保険に加入させていたと考えられる。 

加えて、上記被保険者名簿によると、申立期間当時、Ａ社は、その月中に入社した

従業員を翌月の１日に資格取得させていたことが推認できる。 

また、申立人の弟は、申立人について、昭和 37 年３月頃にＡ社を退職し、帰郷し

た旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年６月１日か

ら 37 年３月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 



                      

  

また、当該期間の標準報酬月額については、当該期間にＡ社において被保険者記録

がある申立人とほぼ同年齢の同僚の標準報酬月額の記録から、7,000 円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社は、既

に適用事業所でなくなっており、事業主も連絡先が不明であるが、仮に、事業主から

申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の

喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務

所（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことか

ら、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 36年６月から 37年２月までの保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17284 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 25年５月１日、資格喪失日は同年 12月１

日であると認められることから、申立人の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、3,500円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年４月１日から同年 12月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。しかし、申立期間は

同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と工業高校の同期でＡ社に一緒に入社したとする同僚は、申立人は昭和 25

年４月１日に入社し、同年 12 月頃に退職したと供述していること、及び申立人が同

年 12月に同社を退職し官公署に就職したと供述しているところ、申立人が同年 12月

28 日からＢ共済組合に加入していることが確認できることから、申立人が申立期間

に同社に勤務していたことが認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 25年５月１日から同年 12月１日までの期間について、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、適用欄に「認定全喪、S25.

２.20」と記録されているところ、同被保険者名簿では、申立人及び申立人と同じ工

業学校を卒業し一緒に入社したとする二人を含む９人が同年５月１日付け、一人は同

年５月 10 日付け、８人は同年７月１日付けで被保険者資格を取得した記録が、全員

取り消されていることが確認でき、かつ、当該訂正処理前の記録から、申立期間にお

いて、同社が適用事業所としての要件を満たしていたと認められることから、遡って

当該適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、当該訂正処理に係る記録は有効なものとは認められ

ないことから、申立人のＡ社における資格取得日を昭和 25 年５月１日、資格喪失日

を同年 12月１日に訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における上記取消し前の

昭和 25年５月の上記被保険者名簿の記録から、3,500円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 25 年４月１日から同年５月１日までの期間について、



                      

  

申立人は、「Ａ社には同年４月１日付けの正社員としての入社と思っていたが、新入

社員に入社後ある程度の試用期間を設けることは不自然ではない。」と供述している

上、上記の申立人と同期入社の同僚二人も同年５月１日付けで同社において資格を取

得していることから、同社では入社と同時に厚生年金保険に加入させていなかったこ

とがうかがえる。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。   

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17285 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 36年７月 16日

であると認められることから、資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 35 年８月から 36 年６月までの標準報酬月額については、35 年８月及

び同年９月までは 7,000円、同年 10月から 36年６月までは 9,000円とすることが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年８月 16日から 36年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 35年８月 16日から 36年７月 16日までの期間について、同

僚の一人は、同年７月にＡ社が倒産し、自身が取引先の会社に移ったときに、申立人

はＡ社に勤務していたとしていることから、申立人は、同社が倒産した同年７月まで

勤務していたことは推認できるが、同社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立

人を含む 24 人の従業員について、喪失年月日欄が空欄となっているところ、当該名

簿右欄に「35.８.16」と記録され、同日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失してい

る。 

一方、上記の被保険者名簿において、申立人の昭和 35年 10月の定時決定の記録が

確認できるところ、摘要欄に「昭和 35 年 12 月 27 日算定完了」と記録されているこ

とから、遡及して申立人の資格喪失処理が行われたことが認められる。 

また、上記の被保険者名簿に、「34 年より未納」と記録されており、Ａ社が昭和

34年から保険料を滞納していたことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 35年８月 16日に資格喪失し

た旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認

められないことから、申立人のＡ社における資格喪失日は、勤務実態が推認でき、同

社が倒産し適用事業所でなくなった 36年７月＊日であると認められる。 

なお、昭和 35年８月から 36年６月までのの標準報酬月額については、申立人のＡ

社における 35年７月の社会保険事務所（当時）の記録及び同年 10月の定時決定の記

録から、同年８月及び同年９月は 7,000円、同年 10月から 36年６月までは 9,000円



                      

  

とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 36年７月 16日から同年９月１日までの期間について

は、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時の事業主は所在が

不明である上、上記の同僚も、同年７月に同社が倒産したとしていることから、申立

人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することがで

きない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17303 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、昭和 50 年８月１日

であると認められることから、資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 49年 12月から 50年７月までの標準報酬月額については、20万円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年 12月 28日から 53年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に

は昭和 53 年６月末頃まで勤務していたが、厚生年金保険の資格喪失日は 49 年 12

月 28 日となっている。添付の商業登記簿謄本でも、同社は 54 年までは存続して

いたと思われ、厚生年金保険料の控除等を証明する資料は無いが、社会保険料は

控除されていたと思うので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 49年 12月 28日から 50年８月１日までの期間について、

雇用保険の加入記録から、申立人が当該期間にＡ社に勤務していたと認められる。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険被保険

者の資格喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和 50 年

２月 28 日）の後の昭和 50 年８月に資格喪失届が受け付けられ、49 年 12 月 28 日

に遡って記録されていることが確認できる。 

さらに、上記被保険者名簿から、申立人と同日に資格を喪失した従業員が７人確

認できるところ、そのうちの５人が昭和 50 年８月に、一人が同年９月に資格喪失

届が受け付けられ、残りの一人は受付日が不明である。他方、同年２月１日に厚

生年金保険の資格を喪失した従業員は、同年２月３日に資格喪失届が受け付けら

れたことが確認できることから、申立人に係る資格喪失処理が遡って行われたも

のと考えられる。 

加えて、申立人と同日に厚生年金保険の資格を喪失した従業員は、「資格を喪失

した時期に、会社の経営状況が良くないことは知っていた。」と回答しており、

また、当時の経理担当の従業員は、「会社の経営状態が悪くなり、厚生年金保険

を脱退することを聞いた。」と回答している。 



                      

  

また、Ａ社に係る商業登記簿謄本では、平成元年 12 月＊日解散となっており、

申立期間に法人事業所であることが確認できることから、上記適用事業所でなく

なった日（昭和 50 年２月 28 日）において、厚生年金保険法の適用事業所の要件

を満たしていたものと判断される。したがって、当該適用事業所でなくなったと

する処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

さらに、上記商業登記簿謄本では、申立人は、昭和 49年 12月 31日から 51年６

月 30 日までＡ社の取締役であったことが確認できるが、申立人が、「同社では経

理事務に従事しており、給与計算及び社会保険業務は担当していなかった。当該

業務は、社長の妹が担当していた。」と供述しているところ、当時の従業員は、

「同社の給与計算及び社会保険事務については、社長の妹が全て担当してい

た。」、「社長とつながりのある人が全て担当しており、申立人が担当ではない

と思う。」と供述している。このことから、申立人は当該喪失処理に関与してい

ないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人につい

て、昭和 49 年 12 月 28 日に資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、

当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社

における資格喪失日は、上記被保険者名簿から確認できる受付月から判断して、

50年８月１日に訂正することが必要である。 

なお、昭和 49 年 12 月から 50 年７月までの標準報酬月額については、申立人の

Ａ社における 49 年 11 月の社会保険事務所の記録から、20 万円とすることが妥当

である。 

２ 申立期間のうち、昭和 50年８月１日から 53年７月１日までの期間について、雇

用保険の加入記録から、申立人が当該期間にＡ社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社は上述のとおり既に解散しており、当時の事業主及び給与・

社会保険事務担当者は既に死亡していることから、申立人に係る当該期間の厚生

年金保険料の控除等について確認することができない。 

さらに、厚生年金保険の被保険者資格を喪失した後もＡ社に勤務していた期間の

厚生年金保険料の控除について上記従業員に照会したが、これを確認できる供述

を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17304 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の資格取得日は昭和 38 年３

月 18 日、資格喪失日は同年８月１日であると認められることから、資格取得日及び

資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、１万 2,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年３月から同年８月まで 

Ａ社に勤務していた期間の厚生年金保険の加入記録が無いが、同社に勤務してい

たのは間違いない。厚生年金保険被保険者証を提出するので厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された厚生年金保険被保険者証には、資格取得日が昭和 38 年３月

18 日と記載されているが、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者原票による

と、申立人の資格取得日及び資格喪失日は共に同年３月 18 日とされ、不自然な記録

となっていることが確認できる。 

また、厚生年金保険被保険者番号払出簿によると、申立人から提出された上記被保

険者証のとおり、申立人は、昭和 38年３月 18日に、Ａ社において初めて厚生年金保

険の被保険者資格を取得していることが確認でき、資格取得取消しの形跡は見当たら

ない。 

これについて、申立期間当時、Ａ社を管轄していた年金事務所に照会したところ、

「被保険者資格取得日欄及び喪失日欄の両方に同じ日付が記載されていることについ

ては、記載誤りであると断定できる根拠を見出せないことから不明である。また、仮

に、被保険者資格を取り消す場合には、申立期間当時の処理方法については必ずしも

明確ではないが、被保険者原票に、「資格取得取消」と記載する。被保険者資格取得

日欄及び喪失日欄に資格取得日を記載することで資格取得取消しとする処理方法は一

般的に用いられていない。」と回答していることから、申立人に係る年金記録の管理

が不適切であったと認められる。 

さらに、申立人と同時期に入社した同僚は、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業

所別被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者原票において、いずれも昭和 38 年３月



                      

  

18日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

加えて、オンライン記録から、申立期間にＡ社で被保険者であることが確認できる

従業員等に照会したところ、そのうちの二人は、「申立人が昭和 38 年８月頃に同社

を退職した記憶がある。」と回答している。また、申立人が申立期間以後に勤務した

Ｃ社から提出された社員名簿によると、申立人が同年４月から同年７月までＡ社に勤

務していたことが記載されていることから、申立人は、申立期間において、同社に継

続して勤務していたことが認められる。 

なお、申立人が勤務していたＡ社の承継会社であるＢ社は、申立期間の申立人に係

る資料が残っていないことから、申立人の勤務実態及び申立期間における社会保険の

取扱いについては不明と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の

取得日は昭和 38年３月 18日、喪失日は同年８月１日であると認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、上記厚生年金保険被保険者原票の記録

から、１万 2,000円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17307 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①のうち、昭和 19 年 10 月１日から 22 年５月２日までの期間について、

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における厚生年金保険被保険者の資格取得日は

19 年 10 月１日、資格喪失日は 22 年５月２日であると認められることから、当該期

間の厚生年金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、30円とすることが妥当である。 

また、申立期間①のうち、昭和 24 年 11 月４日から 25 年３月１日までの期間につ

いて、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社本店における資格取得日に係る記録を

24年 11月４日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 8,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

さらに、申立期間②について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｄ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 36年４月 25日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３

万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 16年５月１日から 25年３月１日まで 

② 昭和 36年４月 25日から同年５月 15日まで 

Ｅ社（現在は、Ｂ社）及びＡ社Ｃ支店に勤務した申立期間①の厚生年金保険の加

入記録が無い。また、同社Ｄ支店に勤務した期間のうち、申立期間②の厚生年金

保険の加入記録が無い。いずれも勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行っ

たものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 



                      

  

１ 申立期間①のうち、昭和 19年 10月１日から22年５月２日までの期間について、Ａ社

Ｃ支店に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳（旧

台帳）によると、申立人の同社における資格取得日は昭和 19 年６月１日と記録されてい

るが、資格喪失日は記載されておらず、当該記録は、申立人の基礎年金番号に統合され

ていないことが確認できる。 

このことについて、年金事務所は、書換え後の名簿も含め資格喪失日が記載された名

簿は見当たらない旨回答しており、社会保険事務所（当時）における申立人に係る厚生

年金保険の記録管理が十分に行われていなかったものと認められる。 

また、Ｂ社から提出された人事記録によると、申立人は、「昭和 20 年５月 21 日、命

応召中休職。24年11月４日、本店命復職」と記載され、Ｆ県から提出された身上申告書

には、20年５月20日から24年９月30日までの期間に申立人が陸軍に召集されていたこ

とが記録されている。 

一方、旧厚生年金保険法第 59条の２の規定によると、昭和 19年 10月１日から 22年

５月２日までの期間のうち、被保険者が陸海軍に徴集又は召集されていた期間について、

当該期間に係る厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額免除し、当該免除期間を

被保険者期間として算入する旨規定されている。 

したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間について、仮に厚生年金保険被保険

者としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条本文の規定による、時効によ

って消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の計算の基礎となる被保険者期間と

すべきものである。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社Ｃ支店における厚生年金保険被保険者の

資格取得日は昭和19年10月１日、資格喪失日は22年５月２日とすることが妥当である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における資格取得時

の社会保険事務所の記録から、30円とすることが妥当である。 

次に、申立期間①のうち、昭和24年11月４日から25年３月１日までの期間について、

Ｂ社から提出された人事記録に「昭和 24年 11月４日、命本店復職」と記載され、25年

３月１日までの継続勤務が確認できるところ、同社は、「当時、何らかの理由で国への

届出が同年３月１日に遅れたものと考えられるが、復職の 24 年 11 月４日より給与から

厚生年金保険料を控除していないことは考え難い。」旨供述している。 

また、前述の被保険者名簿において、申立人の前後に記載された従業員は、申立人同

様に資格喪失日の記載が無く、備考欄には「応召」と記載されているところ、新たに被

保険者資格を取得した日は、Ｂ社の人事記録における復職日と一致していることが確認

できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における昭和 25 年３月

の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て



                      

  

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 

申立期間②について、雇用保険の加入記録及びＢ社から提出された人事記録から判断

すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 36 年４月 25 日に同社Ｃ支店から同社Ｄ

支店に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ支店における昭和 36 年５

月の社会保険事務所の記録から、３万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 

２ 一方、申立期間①のうち、昭和 16年５月１日から 19年 10月１日までの期間について、

Ｂ社から提出された人事記録により、申立人が、Ｅ社及びＡ社Ｃ支店に継続して勤務し

ていたことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｅ社が労働者年金保険の適用事業所となっ

た記録が確認できない。 

また、Ａ社Ｃ支店は、昭和 19 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所となっているこ

とが確認できるが、同日以降は適用準備期間であり、保険料の徴収が開始される同年 10

月１日までは厚生年金保険の被保険者期間として参入されない期間となる。 

次に、申立期間①のうち、昭和22年５月２日から24年11月４日までの期間について、

人事記録には「命応召休職中」と記載され、軍歴には同年９月 30 日まで陸軍に召集され

ていたことが確認できる上、Ｂ社は応召期間中の厚生年金保険の取扱いについては不明

と回答していることから、申立人が、Ａ社において厚生年金保険料を控除されていたこ

とが確認できない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 17308                    

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標

準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る

記録を 50万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年 10月１日から７年 10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、給与明

細書における保険料控除額に見合う標準報酬月額と相違している。申立期間の給

与明細書を提出するので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、44 万円と

記録されているところ、同社から提出のあった申立人の申立期間に係る社会保険情報シス

テム等級歴情報では、標準報酬月額は50万円と記録されていることが確認できる。 

また、Ａ社は、上記システムのデータから用紙に印字して、社会保険事務所への届出を

行っていた旨供述しているところ、申立人の申立期間を除いた前後の上記システム等級歴

情報とオンライン記録の標準報酬月額は全て一致していることが確認できる。 

さらに、上記システム等級歴情報における健康保険の整理番号で申立人の前後各３人の

従業員は、申立期間に係る上記システム等級歴情報の標準報酬月額とオンライン記録の標

準報酬月額は、一致していることが確認できる。 

加えて、申立人及び上記従業員の申立期間の標準報酬月額に係る処理日は平成６年９月

19 日であり、遡及訂正等の不自然な届出が行われた形跡は確認できないことから、申立人

の申立期間に係る標準報酬月額を44万円とする旨の届出を事業主が行ったとは考え難い。 

なお、申立期間に係る平成６年 10 月の定時決定の基礎となる同年５月から同年７月まで

の給与明細書では、標準報酬月額 50 万円に相当する報酬月額が事業主から支払われており、

また、申立期間の給与明細書では、申立人が主張する標準報酬月額（50 万円）に基づく厚

生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人の主張する標準報

酬月額（50万円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17309 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する平成元年６月 30 日に厚生年金保険の被保険者資格を

取得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められることから、

申立人のＡ社Ｂ事業所（現在は、Ａ社Ｃ事業所）における資格取得日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、17万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年６月 30日から同年７月１日まで 

   Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間中、社内異動はあったが、同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から

控除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出のあった退職金支給申請計算書及び同社が加入して

いた厚生年金基金の加入員台帳から、申立人が申立期間に同社に継続して勤務（平成元年

６月30日に同社本社から同社Ｂ事業所に異動）していたことが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人に係るＡ社Ｂ事業所における資格取得日は平成

元年７月１日とされているが、上記厚生年金基金の記録によると、資格取得日は同年６月

30 日とされており、同社の人事担当者は、「申立期間当時、社会保険事務所及び厚生年金

基金への届出書は、複写式の用紙を使用していた。」旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が平成元年６月 30 日にＡ社Ｂ事業所に

おいて厚生年金保険の被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったこ

とが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記厚生年金基金の記録から、

17万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17310 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、昭和 62 年３月１日から 63 年 10 月１日までの期間の標

準報酬月額については、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額で

あったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額を 36 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年３月１日から平成５年９月１日まで 

Ａ社（平成３年４月１日にＢ社に名称変更）に勤務した期間のうち、申立期間の

厚生年金保険の標準報酬月額が実際に給与から控除されていた保険料に見合う標準

報酬月額と相違している。同社では、取締役ではあったが、厚生年金保険関係事務

に関与する立場ではなかったので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 62 年３月から同年９月までの期間については、申立人のＡ

社における厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記録によると、36 万円と記

録されていたところ、同年 10 月 15 日付けで、同年３月に遡って 10 万 4,000 円に訂

正処理されている上、当該訂正処理が行われた当時、同社の厚生年金保険の被保険者

のうち、申立人を含む親族７人全員の標準報酬月額が遡って訂正処理されていること

が確認できる。 

また、申立期間当時の取締役は「当社の経営状況はかなり悪化していた。」と供述

している。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は、上記訂正処理が行われた当

時、取締役であったことが確認できるが、同社の顧問税理士は、「申立人は、先代の

社長夫人で取締役であったが、カーテンの縫製が主な仕事で、事務的なことは行って

おらず、厚生年金保険関係事務には関与していなかったと思う。」旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、昭和 62 年 10 月 15 日付けで行われた訂正処理は事

実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該訂正処理に合理的な理由



                      

  

は無く、有効な記録訂正があったとは認められない。このため、当該訂正処理の結果

として記録されている申立人の同年３月から 63 年９月までの標準報酬月額は、事業

主が社会保険事務所に当初届け出た 36万円に訂正することが必要である。 

一方、申立期間のうち、昭和 63年 10月から平成５年８月までの期間について、申

立人の標準報酬月額は、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（昭和

63 年 10 月１日）で 10 万 4,000 円と記録されているが、当該処理について、上記遡

及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、その後の定時決定に

ついても同様であり、社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

また、申立人は当該期間に係る給与明細書等を保管していない旨供述しており、申

立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料控除を確認することができない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料が控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当該期間

について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17313 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を、平成 12年 10月から 13年３月までは 28万円、同年４月は

26万円、同年５月から同年９月までは 28万円に訂正することが必要である。  

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間

の標準賞与額に係る記録を 25万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）及び申立期

間②の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 12年 10月１日から 13年 10月１日まで 

             ② 平成 16年６月 10日 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①について、標準報酬月額が実際に控除さ

れていた厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額と相違しているほか、申立期間

②について、賞与の記録が無いことが分かった。申立期間①及び②の厚生年金保

険料控除額が確認できる給与支払明細書及び賞与明細書を提出するので、正しい

記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月

額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間①の標準報酬月額については、申立人から提出された給与支

払明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額から、平成 12 年 10 月から



                      

  

13年３月までは 28万円、同年４月は 26万円、同年５月から同年９月までは 28万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、当時の届出について誤りを認めており、当該期間に係る厚生年

金保険料についても過少な納付であったことを認めていることから、これを履行して

いないと認められる。 

申立期間②については、申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、当該

期間において賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②に係る標準賞与額については、上記賞与明細書において確認でき

る賞与額又は保険料控除額から、25万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して提

出していなかったこと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないこと

を認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17314  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年 12月１日から 29年７月１日まで 

             ② 昭和 29年９月１日から 30年４月 25日まで 

             ③ 昭和 30年９月１日から 33年５月 31日まで 

             ④ 昭和 33年８月１日から 34年 11月 25日まで 

昭和 28年 12月から 34年 11月までＡ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社に勤務したが、厚

生年金保険の記録が無かったので確認したところ、脱退手当金を受給したことに

なっているが、受給した記憶が無いので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間をその

計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期間より前のＥ社に係

る被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっている。し

かしながら、申立人が初めて勤務し、18 か月も勤務した同社に係る被保険者期間の

請求を失念するとは考え難い。 

   また、申立期間の最終事業所であるＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

から、女性被保険者のうち受給資格がある者の脱退手当金の支給状況を確認したとこ

ろ、申立人を含む５名に受給資格があるが、申立人以外について受給記録は無いこと、

及び受給資格があり連絡先が判明した３人の同僚は「脱退手当金は受給しておらず、

同社が脱退手当金の受給手続をしたかどうかは分からない。」と回答していること等

から、同社の事業主が申立人の委任を受けて脱退手当金の代理請求をしたとは考え難

い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 17315 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34年３月４日から 36年９月 16日まで 

             ② 昭和 36年 10月 10日から 38年 11月 15日まで 

             ③ 昭和 39年９月１日から 40年４月 20日まで 

             ④ 昭和 41年２月 15日から 42年１月 11日まで 

平成 19 年頃に届いたねんきん特別便を見て、申立期間について脱退手当金の支

給記録があることを初めて知った。 

しかし、私には、脱退手当金を請求した記憶も、受給した記憶も無いので、脱退

手当金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の最終事業所での厚生年金保険加入期間は、脱退手当金の受給要件である 24 か

月に満たない 11 か月であるとともに、資格喪失日が申立人の前後２年以内の者であって、

合算して２年以上の被保険者期間のある者の脱退手当金の支給状況を確認したところ、15

人中、申立人を含む５人に支給記録があり、申立人を除く４人のうち、３人は喪失日から

１年以上経過した後に支給決定されており、残りの一人も約７か月後に支給決定されてい

ることを踏まえると、事業主が申立人の委任に基づき代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間を計

算の基礎とするものであるところ、申立人については、勤務した８事業所のうち、最初に

厚生年金保険に加入し勤務した事業所及び申立期間の間にある２事業所における３回の被

保険者期間については、その計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、申立人

が３回もの被保険者期間を失念するとは考え難い。 

加えて、未請求となっている事業所のうち、申立期間に係る最終事業所の直前に勤務し

た事業所における被保険者期間は、申立期間と同一の被保険者記号番号で管理されており、

このような同一の被保険者記号番号を用いている期間で未支給の期間が存在することは事

務処理上不自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る脱

退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17317 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成３年 12月１日から５年 10月１日までの期間につい

て、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を

24万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成５年 10月１日から６年８月 16日までの期間について、

申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を、

５年 10 月から６年６月までは 24 万円、同年７月は 26 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の当該期間の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 12月１日から６年８月 16日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際に給

与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違しているので、申立期間

の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、

当初、平成３年 12月から５年２月までの期間において 24万円と記録されていたもの

が、同年３月 29 日付けで、３年 12 月に遡って 11 万 8,000 円に減額訂正されている

ことが確認でき、申立人の他にも複数の従業員等が同様に減額訂正されていることが

確認できる。 

また、Ａ社の元取締役は、同社は、平成３年頃から厚生年金保険料の滞納をしてお

り、社会保険事務所の指導により標準報酬月額の減額訂正に係る届出を行ったと供述

している。 



                      

  

さらに、上記元取締役及び複数の元従業員は、申立人はデザイナーであり、社会保

険事務担当者ではなかったと供述していることから、当該遡及訂正処理に関与してい

ないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、平成５年３月 29 日付けで行われた標準報酬月額の

遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及訂

正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められない。このため、

当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の３年 12 月から５年９月まで

の期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 24 万円に訂

正することが必要である。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成５年 10 月１日）

において、申立人の標準報酬月額が 11 万 8,000 円と記録されているところ、当該処

理については、上記遡及訂正処理と直接的な関係をうかがわせる事情は見当たらず、

社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

 一方、申立期間のうち、平成５年 10 月から６年７月までの期間について、申立人

から提出された同年８月分の給与明細書によると、26 万円の標準報酬月額に見合う

報酬月額の支給及び厚生年金保険料の控除が確認でき、申立人は、入社してから退社

するまで、報酬月額が下がったことは無いと供述している。 

 また、申立人と同様に平成５年３月 29日付けで、３年 12月に遡って標準報酬月額

が減額訂正され、５年 10 月の定時決定以降において、当該減額訂正後の標準報酬月

額と同額の標準報酬月額が記録されている従業員二人から提出された同年 10 月分か

ら６年８月分までの給与明細書によると、報酬月額又は厚生年金保険料控除額に見合

う標準報酬月額はオンライン記録の標準報酬月額よりも高額であることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、平成５年 10 月から６年６月までは、上

記訂正後の５年９月の標準報酬月額である 24 万円に基づく厚生年金保険料が控除さ

れていたとするのが相当であり、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 24 万円、６

年７月の標準報酬月額に係る記録を、同年８月分の給与明細書の報酬額及び厚生年金

保険料控除額から 26万円に、それぞれ訂正することが必要である。 

なお、申立人の平成５年 10 月から６年７月までの期間に係る厚生年金保険料の事

業主による納付義務の履行については、事業主に照会したが、回答は無く、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについては、これを

確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17318 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、昭和 32 年

10 月及び同年 11 月は１万 4,000 円、33 年１月は１万 6,000 円、同年２月は１万

4,000円、同年３月は１万 6,000円、同年５月から同年７月までは１万 8,000円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かに

ついては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32年 10月から 33年７月まで 

             ② 昭和 37年 10月から 38年９月まで 

             ③ 昭和 45年３月から同年８月まで 

Ａ社（後に、Ｂ社）における申立期間①、Ｂ社（現在は、Ｃ社）における申立期

間②及び③の標準報酬月額が実際に支給されていた給与額に見合う標準報酬月額

より低いので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①のうち、昭和 32年 10月、同年 11月、33年１月から同年

３月まで及び同年５月から同年７月までの標準報酬月額については、申立人から提出

された給与明細において確認できる報酬月額から、32 年 10 月及び同年 11 月は１万

4,000 円、33 年１月は１万 6,000 円、同年２月は１万 4,000 円、同年３月は１万

6,000円、同年５月から同年７月までは１万 8,000円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、上

記給与明細で確認できる報酬月額に見合う報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、昭和 32年 12月については、給与明細では保険料控除が

確認できず、33 年４月については、給与明細において確認できる報酬月額に見合う

標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より低額であることから、特例法に

よる保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間②については、給与明細において確認できる保険料控除額に見合う

標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致又は低額であり、申立期間③

については、給与明細において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オ

ンライン記録の標準報酬月額と一致していることから、特例法による保険給付の対象

に当たらないため、あっせんは行わない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17319 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準

報酬月額に係る記録を、平成 13 年７月は 30 万円、同年８月は 24 万円、同年９月は

28万円、同年 10月は 30万円、同年 11月は 32万円、同年 12月は 26万円、14年１

月は 22 万円、同年２月から同年４月までは 26 万円、同年５月及び同年６月は 28 万

円、同年７月及び同年８月は 26万円、同年９月は 24万円、同年 10月は 26万円、同

年 11月から 16年 10月までは 24万円、同年 11月は 26万円、同年 12月は 24万円、

17年１月は 26万円、同年２月は 24万円、同年３月及び同年４月は 26万円、同年５

月から同年９月までは 24万円、同年 10月は 26万円、同年 11月から 18年３月まで

は 24 万円、同年４月は 26 万円、同年５月は 24 万円、同年６月から同年９月までは

22万円、同年 10月は 24万円、同年 11月から 19年３月までは 22万円、同年４月は

24 万円、同年５月は 22 万円、同年６月及び同年７月は 24 万円、同年８月及び同年

９月は 22万円、同年 10月は 24万円、同年 11月から 20年１月までは 22万円、同年

２月は 24 万円、同年３月は 22 万円、同年４月は 24 万円、同年５月から同年８月ま

では 22万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13年７月１日から 20年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、保険料

控除額に見合う標準報酬月額と相違している。給与明細書を提出するので、申立

期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する



                      

  

こととなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる

報酬月額から、平成 13年７月は 30万円、同年８月は 24万円、同年９月は 28万円、

同年 10月は 30万円、同年 11月は 32万円、同年 12月は 26万円、14年１月は 22万

円、同年２月から同年４月までは 26万円、同年５月及び同年６月は 28万円、同年７

月及び同年８月は 26万円、同年９月は 24万円、同年 10月は 26万円、同年 11月か

ら 16年 10月までは 24万円、同年 11月は 26万円、同年 12月は 24万円、17年１月

は 26 万円、同年２月は 24 万円、同年３月及び同年４月は 26 万円、同年５月から同

年９月までは 24万円、同年 10月は 26万円、同年 11月から 18年３月までは 24万円、

同年４月は 26 万円、同年５月は 24 万円、同年６月から同年９月までは 22 万円、同

年 10月は 24万円、同年 11月から 19年３月までは 22万円、同年４月は 24万円、同

年５月は 22 万円、同年６月及び同年７月は 24 万円、同年８月及び同年９月は 22 万

円、同年 10月は 24万円、同年 11月から 20年１月までは 22万円、同年２月は 24万

円、同年３月は 22 万円、同年４月は 24 万円、同年５月から同年８月までは 22 万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、給与明細書において確認できる報酬月額に見合う報酬月額を届け出ておら

ず、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額を納付していたことを

認めていることから、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17320 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格喪失日に

係る記録を昭和 40 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年３月１日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間に同社Ｃ工場から同社Ｄ工場への異動はあったが、継続して勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の回答、Ａ社Ｃ工場及び同社Ｄ工場における複数の元従業員の供述から判断する

と、申立人は、申立期間も同社に継続して勤務し（昭和 40 年４月１日に同社Ｃ工場

から同社Ｄ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ工場における昭和 40 年２月の

社会保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不

明としているものの、Ｂ社が保管している健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と、申立人の被保険者資格喪失日は昭和 40 年３月１日とされていることから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

３月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間④に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和

37 年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間④の厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 21年 12月１日から 22年１月５日まで 

② 昭和 22年１月１日から同年４月１日まで 

③ 昭和 22年７月 31日から同年 10月１日まで 

④ 昭和 36年 12月 31日から 37年１月１日まで 

Ｂ社で勤務した期間のうちの申立期間①、Ｃ社で勤務した期間のうちの申立期間

②、Ｄ社で勤務した期間のうちの申立期間③、Ａ社で勤務した期間のうちの申立

期間④の厚生年金保険の加入記録が無い。各申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行っ

たものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間④について、申立人の当時の手帳にはＡ社からＥ社に異動したことがうか

がえる記載がある。 

また、Ａ社及びＥ社の複数の元従業員が、両社は関連会社で、申立人は両社に継続

して勤務していたと供述している。 

さらに、雇用保険の加入記録によると、事業所名は不明であるものの、申立人の被

保険者資格取得日が昭和 36年 12月１日、離職日が 41年５月 31日となっている記録

が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社及びＥ社に継続して勤務し（Ａ社か

らＥ社に異動）、申立期間④に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され



                      

  

ていたことが認められる。 

なお、当該期間の異動日については、上記申立人の手帳の記載及び同僚の供述から、

昭和 37年１月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間④の標準報酬月額については、Ａ社における昭和 36年 11月の社会

保険事務所（当時）の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間④の保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主に確

認することはできないが、事業主が資格喪失日を昭和 37 年１月１日と届け出たにも

かかわらず、社会保険事務所がこれを 36 年 12 月 31 日と誤って記録することは考え

難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

申立期間①について、申立人の妻から提出されたＢ社が交付した文書によると、申

立人は、昭和 22 年１月５日付けで依願解職となっていることが確認できるが、同社

では、21 年２月 12 日付けの申立人に係る厚生年金保険被保険者資格取得届は保存さ

れているが、それ以外の資料は保存されておらず、申立人の退職日は不明であり、ま

た、当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除についても不明であると回

答している。 

一方、申立人の妻から提出されたＣ社が交付した申立人に係る採用辞令によると、

昭和 22年１月１日付けで、同事業所に採用されたことが確認できる。 

なお、厚生年金保険被保険者台帳によると、申立人のＢ社における被保険者資格喪

失日は、昭和 21年 12月１日となっており、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②について、上記採用辞令により、申立人が、当該期間においてＣ社に勤

務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｃ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主

の所在は不明であり、また、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から

連絡先が判明した元従業員１名に照会したが、回答は無く、申立人の当該期間におけ

る勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

なお、厚生年金保険記号番号払出簿によると、申立人のＣ社における被保険者資格

取得日は、昭和 22 年４月１日となっており、上記被保険者名簿の記録と一致してい



                      

  

る。 

このほか、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間③について、Ｄ社の元従業員及び申立人の妻の供述から、申立人が、当該

期間に同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、厚生年金保険の適用事業所台帳によると、Ｄ社が適用事業所となったのは

昭和 22年 10月１日であり、当該期間は適用事業所とはなっていない。 

また、Ｄ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主に確認す

ることができず、上記元従業員も当時の記憶が明確でないことから、申立人の当該期

間における勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間③における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17324 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額に係る記録は、事後訂正の結果、34 万円

とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することか

ら、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正前の 24 万円とされているが、

申立人は、申立期間のうち平成 20 年４月１日から同年６月１日までの期間について、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人

の当該期間における標準報酬月額に係る記録を 34万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20年４月１日から同年９月１日まで 

Ａ社に勤務している期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、給

与から控除されていた厚生年金保険料に見合う標準報酬月額より低い。同社は、

事後訂正の届出を行ったが、訂正後の標準報酬月額は年金の給付に反映されない

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、当初、

24 万円と記録されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した

後の平成 22年 11月 15日付けで、34万円に訂正されたところ、厚生年金保険法第 75

条本文の規定に基づき、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当該訂正前の標

準報酬月額（24万円）とされている。 

上記訂正について、Ｂ社（Ａ社の親会社。社会保険事務及び給料事務を担当）の担

当者は、Ａ社が加入していた厚生年金基金より、標準報酬月額について社会保険事務

所（当時）に届け出されている標準報酬月額と相違があると連絡を受け、訂正の届出

を遡って行ったものである旨供述している。 

Ｂ社から提出された申立人に係る賃金台帳によると、申立人は、申立期間のうち平

成 20 年４月及び同年５月について、その主張する標準報酬月額（34 万円）に基づく



                      

  

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立人の当該期間に係る報酬月額の届出を社会保険事務所に誤って提出し、また、当

該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち平成 20 年６月から同年８月までの期間については、Ｂ社か

ら提出された申立人に係る賃金台帳によると、申立人は、その主張する標準報酬月額

（34 万円）に基づく厚生年金保険料を控除されていたこと、及び当該期間における

報酬月額に見合う標準報酬月額は 24万円であることが確認できる。 

また、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認でき

る報酬月額から 24 万円とすることが妥当であり、当該標準報酬月額はオンライン記

録の標準報酬月額と一致することから、特例法による保険給付の対象に当たらないた

め、あっせんは行わない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案10706 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年４月から53年３月まで                        

私たち夫婦は、昭和40年７月に一緒に国民年金の加入手続をして以降、国民年金保

険料を定期的に納付していた。夫が所持する確定申告書に国民年金の記載もある。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫は、一緒に国民年金の加入手続をした後、国民年金保険料は夫婦二

人分一緒に納付してきたと説明しており、夫婦の国民年金手帳の記号番号は、昭和 40

年７月頃に連番で払い出され、オンライン記録から、55 年に夫婦が特例納付及び過年

度納付するまでは、夫婦の納付済期間はいずれも 40年４月から 48年９月までの 102か

月であり、当該納付済期間とその前後の未納期間が同じであったことが確認できる。 

また、附則４条リストから、申立人及びその夫は、申立人にあっては 54 か月分の保

険料を、夫にあっては 66 か月分の保険料を第３回特例納付により昭和 55 年６月 17 日

に納付していることが確認できるほか、夫婦が所持する領収証書から、夫婦は、昭和

53 年度及び 54年度の２年度分の保険料をそれぞれ 55年７月 31日に過年度納付してい

ることが確認できる。これについては、夫婦は、特例納付前の 55 年３月時点で納付月

数が上記のとおりいずれも 102 か月であり、55 年４月から保険料納付を再開し 60 歳に

到達するまで保険料を納付したとしても、申立人にあっては国民年金の受給資格期間

25 年に対し 59月不足し、夫にあっては受給資格期間 19年に対し 76月不足していたこ

とから、受給資格期間を満たすために必要な納付月数を考慮して、特例納付及び過年度

納付を行ったものと考えられる。 

さらに、申立人は、保険料を一緒に納付していた夫が申立期間当時の保険料の納付を

示す確定申告書を所持していると説明しており、申立人の夫は、申立期間及びその前後

の期間当時の昭和 49 年分、50 年分、52 年分及び 53 年分の確定申告書を所持している



                      

  

が、49 年分の申告書に国民年金保険料の支払額は当該年分の約半分の額が記載されて

いるものの、49 年分の保険料は上記のとおり 55 年６月に特例納付されていること、50

年分の申告書には国民年金保険料の支払額の記載は無いこと、及び 52 年分の申告書に

は国民年金保険料の支払額として 52 年度分の保険料額が、53 年分の申告書には国民年

金保険料の支払額として 53 年度分の保険料額が記載されているものの、53 年度分の保

険料は上記のとおり 55 年７月に過年度納付されており、53 年分の保険料を納付したと

は言えないことから、これらの申告書の国民年金保険料の支払額の記載をもって当該各

年分の保険料を納付したとは言えず、申告書の記載内容を疑わせる事情が認められるな

ど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10707 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年４月から53年３月まで                        

私たち夫婦は、昭和40年７月に一緒に国民年金の加入手続をして以降、国民年金保

険料を定期的に納付していた。私が所持する確定申告書に国民年金の記載もある。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその妻は、一緒に国民年金の加入手続をした後、国民年金保険料は夫婦二

人分一緒に納付してきたと説明しており、夫婦の国民年金手帳の記号番号は、昭和 40

年７月頃に連番で払い出され、オンライン記録から、55 年に夫婦が特例納付及び過年

度納付するまでは、夫婦の納付済期間はいずれも 40 年４月から 48 年９月までの 102

か月であり、当該納付済期間とその前後の未納期間が同じであったことが確認できる。 

また、附則４条リストから、申立人及びその妻は、申立人にあっては 66 か月分の保

険料を、妻にあっては 54 か月分の保険料を第３回特例納付により昭和 55 年６月 17 日

に納付していることが確認できるほか、夫婦が所持する領収証書から、夫婦は、昭和

53年度及び 54年度の２年度分の保険料をそれぞれ 55年７月 31日に過年度納付してい

ることが確認できる。これについては、夫婦は、特例納付前の 55 年３月時点で納付月

数が上記のとおりいずれも 102か月であり、55年４月から保険料納付を再開し 60歳に

到達するまで保険料を納付したとしても、申立人にあっては国民年金の受給資格期間

19年に対し 76月不足し、妻にあっては受給資格期間 25年に対し 59月不足していたこ

とから、受給資格期間を満たすために必要な納付月数を考慮して、特例納付及び過年

度納付を行ったものと考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間及びその前後の期間当時の昭和49年分、50年分、52年

分及び 53 年分の確定申告書を所持しているが、49 年分の申告書に国民年金保険料の支

払額は当該年分の約半分の額が記載されているものの、49 年分の保険料は上記のとお



                      

  

り 55 年６月に特例納付されていること、50 年分の申告書には国民年金保険料の支払額

の記載は無いこと、及び 52 年分の申告書には国民年金保険料の支払額として 52 年度

分の保険料額が、53 年分の申告書には国民年金保険料の支払額として 53 年度分の保険

料額が記載されているものの、53 年度分の保険料は上記のとおり 55 年７月に過年度納

付されており、53 年分の保険料を納付したとは言えないことから、これらの申告書の

国民年金保険料の支払額の記載をもって当該各年分の保険料を納付したとは言えず、

申告書の記載内容を疑わせる事情が認められるなど、申立人が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10708 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年９月から平成２年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年９月から平成２年３月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続をしてくれ、大学を卒業するまでの国民年金保

険料を納付してくれていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、申立人の加入手続及び保険料の納付をしていたとする母親は、年金手帳の受

領、所持及び保険料額の記憶が曖昧である。 

また、申立人が現在所持する国民年金手帳には、初めて被保険者となった日が平成５

年４月１日と記載されており、申立期間は学生の任意加入適用期間の未加入期間であり、

制度上、保険料を納付することはできないこと、申立人の弟も、学生であった期間のう

ち３年３月までは任意加入適用期間の未加入期間であることなど、申立人の母親が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10709             

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56年４月から 57年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年４月から57年３月まで 

私は、昭和 56 年３月に会社を退職した際に渡された年金手帳を持って同年４月に

区の出張所で国民年金の加入手続をして、国民年金保険料を納付したはずである。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、昭和 56 年３月に退職し、同年４月に国民年金の加入

手続をしたと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の 58 年

５月６日に払い出されており、当時居住していた区の国民年金被保険者名簿索引票には

「新規加入 58 年度７次」（58 年５月８日から 14 日までの週に加入手続の事務処理が

行われたことを示す。）と記載されており、申立人が 58 年５月に国民年金に加入手続

をしたことが確認できること、当該払出時点で申立期間の保険料は過年度保険料となる

が、申立人は国民年金に加入したときに、保険料を遡って納付したとは主張していない

ことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10710 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44年７月から 46年 10月までの期間及び 49年６月から 54年５月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年７月から46年10月まで 

           ② 昭和 49年６月から51年３月まで 

           ③ 昭和 51年４月から54年５月まで 

    私は、昭和 54 年６月の厚生年金保険加入の前の私の国民年金保険料は父が納付し

ていたと、母から聞いた。申立期間①及び②が国民年金に未加入で、申立期間①、②

及び③の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、加入手続及び保険料の納付をしていたとする父親から当時の納付状況等を聴取

することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の平成４年４月頃に払い出され

ており、申立人が現在所持している国民年金手帳には、初めて被保険者となった日が昭

和 51 年４月１日と記載されていることが確認でき、申立期間①及び②については、国

民年金の未加入期間であり、保険料を納付することができない期間であること、申立期

間③については、上記手帳記号番号払出時点では、当該期間は時効により保険料を納付

することができない期間であることなど、申立人の父親が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10711 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年 12 月から 51 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

                           

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年12月から51年３月まで 

私は、昭和 49年12月に市役所で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、加入後

は国民年金保険料を全て納付してきたはずである。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、所持する年金手帳の「初めて被保険者となった日」が

昭和49年12月１日と記載されていることから、当該時期に夫婦二人の国民年金の加入

手続を行い、保険料の納付を開始したものと思っていたと説明しているが、申立人及び

その夫の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の 52 年２月１日に連番で払い出され

ていることが手帳記号番号払出簿で確認できること、夫婦が当時から現在まで居住して

いる市で作成された国民年金被保険者カードの記録では、夫婦はいずれも 52 年１月 14

日に 51 年４月から同年９月までの保険料を現年度納付していることが確認できるが、

申立期間の保険料を過年度納付したかどうかの記憶は曖昧であることなど、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10712 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年 12 月から 51 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

                           

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年12月から51年３月まで 

私の妻は、昭和 49年12月に市役所で夫婦二人分の国民年金の加入手続を行い、加

入後は国民年金保険料を全て納付してきたはずである。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人の妻は、所持する年金手帳の「初めて被保険者となった

日」が昭和49年12月１日と記載されていることから、当該時期に夫婦二人の国民年金

の加入手続を行い、保険料の納付を開始したものと思っていたと説明しているが、申立

人及びその妻の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の 52 年２月１日に連番で払い

出されていることが手帳記号番号払出簿で確認できること、夫婦が当時から現在まで居

住している市で作成された国民年金被保険者カードの記録では、夫婦はいずれも 52 年

１月14日に51年４月から同年９月までの保険料を現年度納付していることが確認でき

るが、申立期間の保険料を過年度納付したかどうかの記憶は曖昧であることなど、申立

人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10716 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年 11 月から 46 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年11月から46年３月まで 

    私は、20 歳のときから未納なく国民年金保険料を納付したはずである。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和46年10月

時点で、申立期間の保険料は過年度保険料となるが、申立人は、申立期間の過年度納付

書を作成してもらったかどうか記憶に無いと説明しているほか、保険料の納付場所に関

する記憶が曖昧であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15年４月から 17年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成 15年４月から17年３月まで 

    私は、申立期間当時は海外留学しており、申立期間は国民年金の学生納付特例の申

請手続ができなかった。しかし、帰国後に、父が建てた一戸建てに転居したころから

国民年金保険料の督促状が何度か送られてきて、父が申立期間の保険料を納付してく

れた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、

確定申告書等)が無く、申立人は、保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付した

とする父親は、申立人の保険料の納付期間及び納付時期に関する記憶が曖昧であり、保

険料を納付した時期について、平成 18年か19年頃と説明しているが、これらの時点で

は申立期間の一部は時効により保険料を納付することができない期間であること、父親

が納付したとする保険料の金額は、申立期間の保険料額と大きく相違していることなど、

父親が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10718 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年９月から８年６月までの期間及び 13 年 11 月から 14 年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年９月から８年６月まで 

             ② 平成13年11月から14年３月まで 

    私の父が平成７年９月頃に私の国民年金の加入手続を行い、母が申立期間①の国民

年金保険料を納付してくれた。申立期間②の保険料は、私が納付していた。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間①については、申立人は、当該期間の保険

料の納付に関与しておらず、当該期間の保険料を納付したとする母親から当時の納付状

況等を聴取することが困難なため、当時の状況が不明であるほか、当該期間の保険料を

納付してくれていたとする母親及び同居の父親は、当該期間の自身の保険料がいずれも

未納である。 

また、申立期間②については、申立人は、申立書の記載内容からは当該期間の保険料

の納付場所及び納付額に関する記憶が曖昧であるほか、電話及び文書照会に対する協力

が得られないため、当時の詳細な状況が不明であるなど、申立人及びその母親が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10721 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

                              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月から５年３月まで 

    私の母は、私が国民年金の強制被保険者となった平成３年４月に私の国民年金の加

入手続を行い、私の申立期間の国民年金保険料を納付してくれた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。    

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の母は、私が国民年金の強制被保険者となった平成３年４月に私の国

民年金の加入手続を行い、私の申立期間の国民年金保険料を納付してくれた。」と主張

している。 

しかしながら、申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によれば、平成

８年７月頃に払い出されていることが推認でき、申立人は、「現在所持する年金手帳以

外に年金手帳を所持したことはない。」と述べていることから、当該手帳記号番号の払

出しの時点より前に申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情は見当たらない。これらのことから、申立人の申立期間の保険料は、当該手帳記

号番号の払出しの時点においては、時効により納付することができない。 

また、申立人の申立期間の保険料を納付したとする申立人の母は、「申立期間当時に

加入の手続をしたと思うが、どこで行ったか、１回の納付金額についての記憶は無く、

分からない。」と述べており、加入手続及び申立期間当時の保険料の納付金額に関する

記憶は曖昧である。 

加えて、申立人の母が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、

確定申告書等の関連資料は無い。 

このほか、申立人の母が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する



                      

  

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案10722 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年11月及び同年12月 

             ② 平成４年９月から同年11月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、私の申立期間の①及び②の国民年金保

険料を納付してくれていた。また、私には、申立期間の①及び②の直後の会社に勤め

たときに、それぞれ入社月の保険料が還付された記憶があるので、申立期間の①及び

②についても保険料を納付しているはずである。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、私の申立期間の①及び②の

国民年金保険料を納付してくれていた。また、私には、申立期間の①及び②の直後の会

社に勤めたときに、それぞれ入社月の保険料が還付された記憶があるので、申立期間の

①及び②の保険料を納付しているはずである。」と主張している。 

しかしながら、申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によれば、平成

７年７月頃に払い出されていることが推認でき、また、当該手帳記号番号の払出しの時

点より前に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。その上、申立期間の①及び②は、同記録によると、４年１月から同年８月までの期

間の厚生年金保険の加入記録及び４年 12 月から７年５月までの期間の厚生年金保険の

加入記録がそれぞれ７年７月に追加されたことにより生じた未納期間であることが推認

できる。これらのことから、申立期間の①及び②は、申立期間の①及び②当時において、

国民年金に加入していない期間であり、制度上、当該期間の保険料を納付することがで

きない期間である。 

加えて、申立人の母が申立人の申立期間の①及び②の保険料を納付していたことを示

す家計簿、確定申告書等の関連資料が無い上、申立人は加入手続及び保険料の納付に関



                      

  

与しておらず、申立人の母は、申立人の国民年金の加入時期の記憶が曖昧である。 

このほか、申立人の母が申立人の申立期間の①及び②の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の①及び②の国民年金保険料については、納付されていたものと

認めることはできない。 



                      

  

 

東京国民年金 事案10723 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年８月から61年３月まで 

 私は、20 歳になった昭和 56 年＊月に国民年金に加入し、自宅に届いた納付書によ

り金融機関において申立期間の国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私は、20歳になった昭和56年＊月に国民年金に加入し、自宅に届いた納付書

により金融機関において申立期間の国民年金保険料を納付してきた。」と主張している。 

しかしながら、申立人が所持する国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によれば、申

立人が 20 歳になった昭和 56 年＊月ではなく、61 年７月頃に払い出されていることが推認で

き、当該手帳記号番号の払出しの時点より前に別の手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。これらのことから、申立期間のうち、56年８月から59年３

月までの期間は、当該手帳記号番号の払出しの時点において、時効により保険料を納付するこ

とができない期間である。また、申立期間のうち、昭和59年４月から61年３月までの期間は、

過年度納付が可能であるものの、申立人は、「20歳になった昭和56年＊月から国民年金保険

料を現年度納付しており、遡って保険料を納付したことはない。」と述べている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等の関連

資料は無い上、申立人は申立期間当時における保険料額に関する記憶が曖昧である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当た

らない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、申

立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10724 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年４月から同年６月まで 

私は、平成 19 年３月末に会社を退職して独立し、事務所を設立した。19 年８月に、

Ａ区役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続と年金手帳の再交付申請を行い、

同区役所の窓口で申立期間の国民年金保険料を現金で納付した。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成 19 年８月に、Ａ区役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続

と年金手帳の再交付申請を行い、同区役所の窓口で申立期間の国民年金保険料を現金で

納付した。」と主張している。 

しかしながら、申立人が所持している平成 19 年８月に再発行された年金手帳によれ

ば、申立人が同日に国民年金への切替手続を行っていることは確認できるものの、国民

年金保険料の収納業務は、19 年８月の時点においては、市区町村から社会保険庁（当

時）に移管されており、Ａ区役所において保険料を納付することはできない。その上、

申立人は、納付したとする保険料の納付期間及び納付金額に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人が所持している国民年金保険料の領収証書によれば、申立人は、申立期

間直後の平成 19 年７月から同年９月までの期間の保険料を時効直前の 21 年８月 18 日

に過年度納付していることが確認できる。 

さらに、申立人が所持している平成 21 年７月 14 日発行の「平成 21 年度国民年金保

険料納付書送付書」によれば、同書に記載された「各月の納付状況」欄において申立期

間に時効消滅となっていることを示す表示があり、当該納付書送付書の送付された時点

において、申立期間は保険料の未納期間であったことが推認できる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料は無い。 



                      

  

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10725 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年１月から同年３月まで 

    私の父は、父の工場の手伝いをしていた私の給料から天引きして、私の申立期間の

国民年金保険料を納付していたはずである。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。  

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の父は、父の工場の手伝いをしていた私の給料から天引きして、私の

国民年金保険料を納付していたはずである。」と主張しており、また、申立人の国民年

金の手帳記号番号は、オンライン記録によれば、Ａ区において昭和46年11月頃に払い

出されていることが推認できることから、申立期間の保険料は現年度納付することが可

能である。 

しかしながら、オンライン記録によれば、申立人の手帳記号番号と連番で払い出され

ており、かつ、申立人と同様に父が保険料を納付していたとされる申立人の兄の申立期

間に係る保険料は、申立人と同様に未納となっていることが確認できる。また、昭和

59 年５月 10 日に作成されたＡ区の年度別納付状況リストによれば、申立人及びその兄

の申立期間の保険料は、未納を示す空欄となっていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人及びその兄の納付済期間は、申立人の保険

料納付の始期である昭和 47年４月から平成15年３月までの期間において、一致してい

ることが確認できる。 

加えて、申立人の父が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、

確定申告書等の関連資料は無い上、申立人は、申立期間の保険料の納付に関与しておら

ず、申立人の申立期間の保険料を納付したとする申立人の父から当時の状況を聴取する

ことができないため、当時の申立人の保険料の納付状況等を確認できない。 

このほか、申立人の父が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ



                      

  

る周辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

        

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年８月から51年６月まで 

私は、昭和 53 年頃に自宅を訪ねて来た人物に、「今、国民年金に加入し国民年金

保険料を納付したら、20 歳から加入したことになり、年金を満額受給できる。」と

言われたので、国民年金に加入し、申立期間の保険料を納付した。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私は、昭和 53 年頃に自宅を訪ねて来た人物に、『今、国民年金に加入

し国民年金保険料を納付したら、20 歳から加入したことになり、年金を満額受給でき

る。』と言われたので、国民年金に加入し、申立期間の保険料を納付した。」と主張し

ており、申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録及び国民年金手帳記号番

号払出簿によれば、53 年７月から同年９月までの期間に払い出されていることが推認

でき、当該手帳記号番号の払出しの時点においては、第３回特例納付により申立期間の

保険料を納付することは可能である。 

しかしながら、申立人は、「特例納付を行った記憶は無く、まとめて納付した金額は

10 万円までいかない額だった。」と述べており、申立期間の保険料を第３回特例納付

により納付した場合の保険料額と大きく相違する。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料は無い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10727 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金の付加保険料については、納付されていたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年10月から51年１月まで 

    私は、昭和 45年10月の国民年金の付加年金制度開始時に、集金人に勧められたの

で付加保険料の納付を申し出て、申立期間の付加保険料を納付してきたはずである。

申立期間の付加保険料が未納とされていることに納得できない。     

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私は、昭和 45年 10月の国民年金の付加年金制度開始時に、集金人に勧

められたので付加保険料の納付を申し出て、申立期間の付加保険料を納付してきたはず

である。」と主張している。 

しかしながら、申立人の国民年金被保険者台帳によれば、申立人の付加保険料の申出

日として「51.2.3」の記載があり、申立人が所持する２冊の手帳に記載された国民年金

の付加保険料の申出日である「昭和 51 年２月３日」と一致する。これらのことから、

申立人は国民年金の付加保険料の納付に係る申出を昭和 51 年２月に行ったことが推認

できる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金の付加保険料を納付していたことを示す家計簿、

確定申告書等の関連資料は無い。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金の付加保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の付加保険料については、納付されていたものと認めることはで

きない。 



                      

  

東京国民年金 事案10730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年 11 月から 39 年９月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年11月から39年９月まで 

    私は、20 歳の誕生日を迎えた頃に自宅に来た町内会の役員から国民年金制度の説

明を受け国民年金に加入した。国民年金保険料は、母が、当時同居していた次姉と同

じように町内会の集金人に納付してくれていたはずである。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続の時期に関する記憶が曖昧

であるほか、保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとする母

親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和41年８月頃に払い出されており、当該

払出時点では申立期間の大半は時効により保険料を納付することができない期間である

ほか、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらないなど、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10731                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月から同年 11 月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月から同年11月まで 

私の両親は、大学生が国民年金に強制加入となった平成３年４月に私の国民年金の

加入手続を行ってくれた。６年 11 月からの国民年金保険料を全て納付しているのに、

申立期間のみ保険料を納付しないことは考えられない。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成３年４月頃に払い

出され、保険料を納付したとする父親は定期的に保険料を納付していたと説明している

ものの、申立期間直前の６年 11 月から８年３月までの期間及び申立期間直後の同年 12

月から９年３月までの期間の保険料は、いずれも時効直前に過年度納付されていること

がオンライン記録で確認でき、申立人の父親の説明とは相違している。 

また、申立期間直後の平成８年 12 月から９年３月までの保険料が過年度納付された

11 年１月 29 日時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間

であるなど、申立人の父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10732 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年５月から平成元年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年５月から平成元年３月まで 

    私は、区役所から国民年金の加入勧奨通知が届いたので、国民年金保険料を納付し

てきた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付方法、納付場所及び納付額に関する記憶が

曖昧である。 

また、申立人は、昭和 62 年５月に会社を退職した後に国民年金の再加入手続をした

記憶は無く、オンライン記録でも申立期間は国民年金の未加入期間であり、保険料を納

付することができない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10733 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年 12 月から 49 年７月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年12月から49年７月まで 

    私は、会社を退職した昭和 48 年 12 月頃に国民年金の加入手続を市役所で行い、

国民年金保険料は市役所支所又は郵便局で納付していた。申立期間が国民年金に未

加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確

定申告書等)が無く、申立人は、国民年金の加入手続後、市役所支所又は郵便局で保険

料を毎月納付していたと説明しているが、申立期間当時に居住していた市では、保険料

の納付は３か月ごとであり、郵便局では保険料を納付することはできなかったほか、申

立人は申立期間の保険料額に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は、退職した昭和 48年12月頃に市役所で国民年金の加入手続を行った

と説明しているが、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、48

年３月に加入した厚生年金保険の記号番号が基礎年金番号として付番されており、申立

期間当時に申立人に対して手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらず、申立期間は国民年金の未加入期間であり、保険料を納付することができな

いなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10734 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 14 年８月の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年８月 

 私は、申立期間の国民年金保険料の納付書が届いたので、平成 14 年の年末に金融

機関で保険料を納付した。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は平成 14 年末に申立期間の保険料を納付したと説明して

いるが、申立人は申立期間の国民年金の加入手続を行わないまま厚生年金保険被保険者

資格を再取得したため、申立期間が未加入期間適用勧奨の対象とされ、平成 16 年２月

24 日に作成された国民年金未適用者一覧表に記録されたことがオンライン記録で確認

できるほか、申立人は申立期間の再加入手続を行った記憶は無いと説明しており、申立

期間は未加入期間であり、保険料を納付することができないなど、申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10738 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年 10 月から 50 年６月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年10月から50年６月まで 

私は、婚姻手続のために区役所に行った際、国民年金の窓口に寄り、国民年金保険

料の未納期間があるが遡って納付できると言われたため、保険料を遡って納付し、そ

の後の保険料も納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付場所及び納付金額の記憶が曖昧である。 

また、申立人は、婚姻時の昭和 48年11月に自身の国民年金の納付状況の確認と一緒

に夫の加入手続を行ったと説明しているが、申立人の夫の国民年金手帳の記号番号は申

立期間後の昭和 52年11月に払い出されており、時期が相違するほか、夫の当該払出時

点で申立期間の保険料は時効により納付することはできないこと、申立人の夫は手帳記

号番号払出時点で納付可能な昭和 50年10月以降の保険料を納付しているが、申立期間

のうち厚生年金保険被保険者期間を除く 48年10月以降の夫の国民年金保険料は未納で

あることがオンライン記録で確認できることなど、申立人が申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10739 

                              

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年８月の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月 

私は、会社を退職後、次の会社に勤めるまでの１か月分の国民年金保険料を後で納

付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間後に入社した会社から国民年金に関する書類

が送られてきたため加入手続を行い、保険料を納付したと説明しているが、当該会社は

社員の国民年金の加入手続に関与したことはないと説明しているほか、申立人は保険料

の納付金額、納付方法に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は、申立人が所持する年金手帳に記載されている「被保険者となった

日」が平成３年８月 31日と記載されていることをもって､申立期間の保険料が未納とな

っているのはおかしいと主張しているが、当該年月日は、国民年金の被保険者となるべ

き期日を示すものであり、実際に国民年金の加入手続をした時点、保険料の納付を開始

した時点を示すものではない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成７年３月頃に払い出されており、当

該払出時点で申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であるほか、

申立人は現在所持する年金手帳以外の手帳の記憶は無いと説明しており、申立期間当時

に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらないな

ど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10740 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年４月から 50年３月までの期間の付加保険料を含む国民年金保険料

及び50年４月から 52年３月までの期間の付加保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から50年３月まで 

② 昭和 50年４月から52年３月まで 

私の父は、私が会社を退職し家業を手伝い始めた昭和 47 年４月に、私の国民年金

の加入手続を行い、付加保険料を含む国民年金保険料を納付してくれていたと思う。

申立期間①について付加保険料を含む保険料が未納とされ、申立期間②について付

加保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計

簿、確定申告書等)が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたとする父親から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立期間①については、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 51 年３月頃

に払い出されており、当該払出時点では、当該期間のうち 48年 12月以前の期間は時効

により保険料を納付することができない期間であること、その後の 49年１月から 50年

３月までの期間については、保険料の過年度納付は可能であるが、制度上、付加保険料

を含む保険料を遡って納付することはできないことなど、申立人の父親が申立期間の付

加保険料を含む保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②については、当該期間当時、付加保険料が納期限経過後に納付された場合

は、当該年度内の納付であれば収納する取扱いが行われており、申立人は、昭和 53 年

４月に付加保険料の納付の申出を行っていることが申立人の所持する手帳で確認でき、

当該申出時点では当該期間の過年度の付加保険料は納付することができなかったことな

ど、申立人の父親が申立期間の付加保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

 

 



                      

  

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の付加保険料を含めた国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和56年７月から60年12月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

                

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年７月から60年12月まで              

    私は、昭和63年に市役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を２回に分

けて遡って納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は国民年金保険料を遡って納付した期間の記憶が曖昧であ

り、納付したとする保険料額は当時の保険料額と大きく相違している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和63年２月に払い出されており、申立人

は申立期間後の61年１月から62年３月までの期間の保険料を過年度納付していることが

オンライン記録で確認できるが、当該払出時点では、申立期間は時効により保険料を納

付することができない期間であること、申立人は上記手帳記号番号払出時に交付された

とみられる手帳及び厚生年金保険の記号番号のみが記載された年金手帳のほかに手帳を

所持していたことはないと説明しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらないことなど、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10743 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年 10 月から 54 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年10月から54年３月まで  

    私は、昭和 52年10月に就職する予定の会社が、厚生年金保険適用事業所ではなか

ったので、同年９月に市役所で国民年金及び国民健康保険の加入手続を一緒に行い、

国民年金保険料は同年 10 月から定期的に納付していた。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告

書等)が無く、申立人は申立期間の保険料の納付額に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は昭和52年10月に国民年金の加入手続を行ったと説明するものの、申立人の

国民年金手帳の記号番号は 54 年４月ごろに払い出されており、申立人が加入して以降所持し

ているとする年金手帳の最初の住所欄には、申立人が申立期間後の 54 年４月から居住してい

たと説明する住所地が記載されているとともに当該住所地の市のゴム印が押されており、当該

市の申立人の国民年金被保険者台帳には、申立人の年金手帳が 54 年４月に交付された旨の記

載がある。 

さらに、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 54 年４月ごろは、第３回特例納付実施

期間であるが、申立人は、申立期間の保険料を遡ってまとめて納付した記憶は無いと説明して

いる。 

加えて、申立人は現在所持している年金手帳以外の手帳を所持していた記憶は無いと説明し

ており、申立人が居住する市及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立期間当時、申立

人に対して、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないな

ど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申立人が

申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10744            

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年９月から51年３月まで 

私の母は、私が大学に入学して間もない昭和 48 年頃に、私の国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私の母は、昭和 48 年頃に、私の国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を納付してくれていた。」と主張している。 

しかしながら、申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によれば、申立

期間より後の昭和 54年12月頃に払い出されていることが推認できる。その上、申立人

は、「母から年金手帳を受け取ったり、現在、所持している年金手帳のほかに年金手帳

を所持していた記憶が無い。」と述べており、当該手帳記号番号の払出しの時点より前

に、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

また、前述の国民年金の手帳記号番号が払い出された昭和54年12月頃は、第３回特

例納付の実施期間中であるが、申立人は、「私が申立期間の保険料を納めた記憶は無く、

54 年以降に、保険料の納付を母に依頼したことはない。」と述べていることから、申

立人の申立期間の保険料が第３回特例納付により納付されたことをうかがわせる事情も

見受けられない。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

いないとしている上、申立人の申立期間に係る加入手続及び保険料の納付を行ったとす

る母から当時の状況を聴取することができないため、当時の納付状況等を確認すること

ができない。 

加えて、申立人の母が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、



                      

  

確定申告書等の関連資料が無い。 

このほか、申立人の母が申立人の申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案10745              

                              

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年２月から57年12月まで 

    私は、20 歳になった昭和 49 年頃に、Ａ区で国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「20歳になった昭和 49年頃に、Ａ区で国民年金の加入手続を行い、申立期間の

国民年金保険料を納付してきた。」と主張している。 

しかしながら、申立人の国民年金の手帳記号番号は、Ｂ区の国民年金手帳記号番号払出簿及

びオンライン記録によると、申立期間中の昭和 56 年２月頃に前夫と夫婦連番で払い出されて

いることが推認できる。その上、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情は見当たらない。これらのことから、申立期間のうち、昭和49年２月から53年

12 月までの期間は、当該手帳記号番号の払出し時点において時効により保険料を納付するこ

とができない期間である。また、申立期間のうち、昭和54年１月から57年12月までの期間

は、当該手帳記号番号の払出し時点において遡って保険料を納付することが可能であるものの、

申立人は当該期間の保険料の納付場所、納付方法等に関する具体的な記憶が無い。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人と連番で手帳記号番号が払い出されている申立人

の前夫は、申立人と同様に申立期間の保険料は未納であることが確認できる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等の関連

資料が無い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当た

らない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、申

立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10746              

                              

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年４月から57年３月まで 

    私は、昭和 57 年３月頃、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行い、そのときに２年

間の国民年金保険料を遡って納付できると同区役所の人から聞いたので、２年間の

保険料を全て納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 57 年３月頃、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行い、そのときに

２年間の国民年金保険料を遡って納付した。」と主張している。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ区の国民年金手帳記号番号払出

簿によると、昭和 57年10月頃に夫婦連番で払い出されていることが確認でき、申立期

間当時において、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない。これらのことから、申立期間のうち、昭和 55 年４月から同年６

月までの期間は、当該手帳記号番号の払出し時点において時効により保険料を納付する

ことができない期間である。また、申立期間のうち、昭和55年７月から57年３月まで

の期間については、当該手帳記号番号の払出し時点において遡って過年度納付すること

が可能な期間であるものの、申立人は、「国民年金に加入した時点において納付した２

年間分の保険料は、４、５万円であった。」と述べており、当該納付金額は、当該期間

の保険料額と相違している。 

さらに、申立人が主張する申立期間の保険料の納付金額は、オンライン記録において

納付済みと記録されている、申立人に係る昭和 57 年４月から同年９月までの期間の保

険料及び申立人の妻に係る同年７月から同年９月までの期間の保険料の合計額と符合し

ている。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料が無い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は



                      

  

見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10747             

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年６月から45年６月まで 

私は、昭和 45 年８月に、Ａ町役場の窓口で、国民年金の加入手続をした際、特例

納付についての説明を受け、手元にあったお金で、申立期間の国民年金保険料を特例

納付により遡って納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 45 年８月に、Ａ町役場の窓口で、国民年金の加入手続をした際、

申立期間の国民年金保険料を特例納付により遡って納付した。」と主張しており、納付

したとする時点は第１回特例納付が実施されている期間である。その上、申立人が申立

期間の保険料として納付したとする金額は、申立人が第１回特例納付により納付した場

合の保険料額と一致している。 

しかしながら、申立期間の保険料は、申立人が納付したと主張する昭和 45 年８月時

点においては、現年度納付及び過年度納付することが可能であり、制度上、時効により

徴収権が消滅していない期間の保険料については特例納付により納付することはできな

い。また、申立人が申立期間の保険料として納付したとする金額は、申立人が現年度納

付及び過年度納付した場合の保険料額と相違する。 

また、申立人は、「Ａ町役場の窓口で、申立期間の国民年金保険料を納付した。」と

述べているが、同町役場では、現年度分の保険料は収納することができるものの、特例

納付による保険料は収納することができない。その上、申立人が保険料を納付したとす

る昭和 45 年８月時点において、申立期間のうち、過年度分となる 44 年６月から 45 年

３月までの期間の保険料についてもＡ町役場では収納することができない。 

さらに、申立人の申立期間の保険料は、Ａ町の国民年金被保険者名簿によると、納付

されていないことが確認できる。 



                      

  

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す家計簿、確定申告書等の関

連資料が無い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情は見当

たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることはできな

い。 



                      

  

東京国民年金 事案10748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成２年１月から７年５月まで 

私は、平成８年３月に結婚してから、私の妻に勧められ、私又は妻が区の出張所で

私の国民年金の加入手続を行った。申立期間の国民年金保険料については、妻がその

後送られて来た納付書により遡って郵便局で納付した。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成８年３月に結婚してから、私又は私の妻が私の国民年金の加入手続を行い、

妻が申立期間の国民年金保険料を遡って納めたので、未納期間はない。」と主張している。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人に対して国民年金の手帳記号番号は払い出

されておらず、平成９年７月 14 日に厚生年金保険の手帳記号番号が基礎年金番号として付番

されていることが確認できる。これらのことから、申立期間は、基礎年金番号が付番された時

点において、時効により保険料を納付することができない期間である。なお、申立期間の直後

の平成７年６月から同年９月までの期間の保険料は、同年６月分の保険料に係る時効期限の直

前である９年７月に納付されていることが確認できる。 

また、申立人の妻は、申立人の国民年金保険料を納付していたことは記憶しているが、申立

人の保険料の納付時期及び納付金額等の記憶は曖昧である。 

加えて、申立人の妻が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申

告書等の関連資料が無い。 

このほか、申立人の妻が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、申

立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和57年４月から58年６月まで 

    私は、いつ、どこでしたかは憶
おぼ

えていないが、私の国民年金の加入手続を行った

と思う。昭和 58 年頃に役所の職員が国民年金保険料の徴収に来た。今払えない保険

料は後で納付すると伝えたが、払えない期間の免除の決定書が届いた。徴収に来た際

に、申立期間の保険料未納の話は出ていないので、納付していたと思う。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料が無く、申立人は、「納付書を受け取ったことも、保険料を納付したことも

記憶が無い。」と述べており、申立人が申立期間の保険料を納付していた可能性がある

としている申立人の父も、申立人の申立期間の保険料の納付状況に関する記憶は曖昧で

あるなど、申立期間の保険料が納付されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人の国民年金の手帳記号番号は、オンライン記録によると、昭和 58 年５

月頃に払い出されていることが推認できるものの、申立人は、国民年金の加入手続に関

する記憶も定かでない。なお、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10752 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年11月から 60年12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年11月から60年12月まで 

    私の国民年金の被保険者資格取得日は、私が厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

た昭和 47年 11 月 16日となっており、義母から「国民年金に加入したよ。」と聞か

された記憶がある。私の夫は、申立期間当時、義父が経営する事業所に勤務してい

たので、義父又は義母が私の国民年金保険料を納付してくれていたはずである。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の義父及び義母が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとする義父及び義母から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、オンライン記録において、国民年金被保険者資格取得日が昭和 47

年11月16日と記録されていることから、義父及び義母は、当該資格取得日以降、申立

期間の保険料を納付してくれていたと主張するが、当該年月日は、被保険者の 20 歳到

達日や厚生年金保険の被保険者資格喪失日等を基に特定されるものであり、実際に国民

年金に加入手続をした時点又は保険料納付を開始した時点を表わすものではない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 61 年８月に申立人の夫と連番で

払い出されており、当該払出時点では、申立期間の大半は、時効により保険料を納付す

ることができない期間であるほか、申立期間当時、申立人が居住していた市及び所轄社

会保険事務所（当時）において、申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出された記

録は確認できず、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当

たらないなど、申立人の義父及び義母が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10753 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年11月から 60年12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年11月から60年12月まで 

    私は、母から「国民年金に加入したよ。」と言われた記憶がある。私は申立期間当時、

父が経営する事業所に勤務していたので、父又は母が私と妻の国民年金保険料を納付して

くれていたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、加入手続を行い、保険料を納付していたとする両親から当時の納付状況等を

聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、オンライン記録において、その妻の国民年金被保険者資格取得日が

昭和 47 年 11 月 16 日と記録されていることから、両親は、当該資格取得日以降、申立

期間の保険料を納付してくれていたと主張するが、当該年月日は、被保険者の 20 歳到

達日や厚生年金保険の被保険者資格喪失日等を基に特定されるものであり、実際に国民

年金の加入手続をした時点又は保険料納付を開始した時点を表わすものではない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 61 年８月に申立人の妻と連番で

払い出されており、当該払出時点では、申立期間の大半は、時効により保険料を納付す

ることができない期間であるほか、申立期間当時、申立人が居住していた市及び所轄社

会保険事務所（当時）において、申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出された記

録は確認できず、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当

たらないなど、申立人の両親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年８月、同年９月及び平成元年１月から同年３月までの期間の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和 60年８月及び同年９月 

             ② 平成元年１月から同年３月まで 

私は、会社を退職する都度、国民健康保険料と一緒に国民年金保険料を区役所で納

付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付時期、納付額に関する記憶が曖昧である。

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された平成６年５月時点では、申立期

間は、いずれも時効により保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人は、現在所持する年金手帳以外の手帳を所持していた記憶は無いと説

明しており、申立期間当時、申立人が居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）

において、申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出された記録は確認できず、別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案10755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年４月、53年11月から54年４月までの期間、55年３月及び同年５

月から 56 年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和51年４月 

             ② 昭和 53年11月から54年４月まで 

             ③ 昭和 55年３月 

             ④ 昭和55年５月から56年４月まで 

私は、昭和 58 年頃、国民年金の加入手続を行うとともに過去の国民年金保険料を

全て遡って納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付額の記憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和58年10月に払い出されており、オン

ライン記録によると、申立人は、手帳記号番号の払出時点から時効期限内で納付するこ

とが可能な56年７月以降の保険料を納付していることが確認できるものの、平成５年３

月に、申立人の厚生年金保険の加入記録が統合されたことに伴い、厚生年金保険に加入

していた昭和56年７月から57年５月までの期間の国民年金保険料が還付されているとと

もに、申立人の国民年金被保険者資格の取得日が56年６月１日から51年４月25日に訂正

されたことに伴い、申立期間①、②、③及び④の被保険者資格の取得及び喪失の記録が

追加されていることから、当該期間は、記録追加されるまで全て未加入期間であり、制

度上、保険料を納付することができない期間であった。 

さらに、申立期間当時、申立人が居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）に

おいて、申立人に対して、手帳記号番号が払い出された記録は確認できず、別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年７月から 44年３月までの期間及び 44年７月から 50年 12月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年７月から44年３月まで 

             ② 昭和 44年７月から50年12月まで 

    私は、20 歳の頃、町役場の担当者から国民年金は強制加入であると言われ、国民

年金の加入手続を行い、以後、未納なく国民年金保険料を納付していた。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付額の記憶が曖昧であるほか、申立期間①の

うち昭和 41 年７月から 42 年 11 月までの期間及び申立期間②のうち 44 年７月から 46

年３月までの期間については、申立人が当時居住していた町では、印紙検認方式による

保険料の納付が行われていたが、申立人は印紙検認により保険料を納付した記憶が無い

と説明している。 

また、申立期間②については、特殊台帳に「昭和 48 年７月１日不在確認」の記載が

あることから、同年同月以降、申立人は不在者として取り扱われていたものと考えられ

るほか、申立人が当時居住していた市が保管する被保険者名簿によると、申立人は、52

年７月に払い出された２番目の国民年金手帳の記号番号により、53 年２月に申立期間

②直後の 51 年１月から同年３月までの保険料を過年度納付していることが確認できる

ものの、当該納付時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期

間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 54年７月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から54年７月まで 

    私は、国民年金という新しい制度ができ、サラリーマンの妻も任意加入できること

を回覧板で知ったので、近所の友人と一緒に町役場で国民年金の加入手続を行うとと

もに、１年分の国民年金保険料を納付した。その後、何度か転居したが、保険料は２

回目以降は実家の父が年払いで納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金

に未加入で、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、２回目以降の保険料の納付には関与して

おらず、保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取することができ

ないため、当時の状況が不明である。また、父親の居住地は、申立人の居住地と異なっ

ていたことから、父親が申立人の保険料を納付することはできなかったものと考えられ

るほか、申立人は、申立期間中に５回転居しているものの、国民年金の住所変更手続を

行ったことはないと説明していることから、転居先の市区町において集金人による保険

料の徴収や納付書発行は行われていなかったものと考えられる。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿には、申立期間当初に申立人が居住していた町

（当時）において、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出されたことを示す記録は

無いほか、申立人は申立期間当時に年金手帳を所持していたことはないと説明しており、

申立人に対して、手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ないなど、申立人及びその父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料､周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10759  

                                

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年２月から８年２月までの国民年金保険料については、免除されてい

たものと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月から８年２月まで 

私の母は、私が 20 歳になった平成７年＊月に区役所で私の国民年金保険料の免除

申請を行い、翌８年も免除申請手続を行ってくれた。申立期間の保険料が免除とされ

ておらず、未納とされていることに納得できない。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料が無く、国

民年金の加入手続及び保険料の免除申請手続に関与しておらず、申立人の加入手続及び

免除申請手続をしてくれたとする母親は、加入手続の時期、申立期間の保険料免除承認

通知に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は、20 歳時の平成７年＊月に母親が保険料の免除申請手続を行ってく

れたと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間直後の８年６月か

ら７月頃に払い出されており、当該払出時点では遡って申立期間の保険料の免除申請を

することは、制度上できないことなど、申立期間の保険料が免除されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年５月から 49 年 10 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年５月から49年10月まで 

    私は申立期間当時住み込みで働いていた。その事業主が私の国民年金保険料を自

身の分と一緒に納付しておくと言っていたことを覚えている。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時働いていた事業所の事業主が申立期間の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人は国民年金の加入

手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納

付を行っていたとする事業主から当時の納付状況等を聴取することができないため、当

時の状況が不明である。 

また、申立期間の保険料を一緒に納付していたとする事業主は、申立期間当時国民年

金に未加入であるほか、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成２年２月頃払い出され

ており、当該払出時点では申立期間は時効により保険料を納付することができない期間

であること、申立人は申立期間当時に国民年金手帳を所持した記憶も無いと説明してい

ること、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらないことなど、申立人の事業主が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10761                

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60年４月から 62年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年４月から62年３月まで 

私は、大学卒業後２年ほどたった頃、長期のアルバイトが多くなり、収入が安定

してきたため、国民年金の加入手続をした。その際に、母が過去の未納となってい

た国民年金保険料２年分を遡って納付してくれた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、昭和 62 年４月に国民年金の加入手続を行い、

母親が２年分の保険料を遡って納付してくれたと説明しているが、母親は、納付した納

付金額等に関する記憶は曖昧であること、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成元年

５月に払い出されており、当該払出時点で、母親は上記の申立人の説明のとおり、過年

度納付することが可能であった昭和 62 年４月から平成元年３月までの期間の保険料を

遡って納付しているが、それ以前の申立期間は時効により保険料を納付することができ

ない期間であること、申立人は手帳記号番号が払い出された当時交付されたとみられる

年金手帳のほかに別の手帳を受領、所持した記憶は無いと説明していること、申立期間

当時に申立人に別の国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10762 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52年４月から 55年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年４月から55年３月まで 

私は、昭和 52 年４月頃に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

いた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料の納付開始時期、納付方法、納付金額

に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、婚姻後の昭和 57 年４月に国民年金に任

意加入したことで払い出され、55 年４月から同年８月までの強制加入期間の保険料を

納付していることがオンライン記録から確認できるが、当該払出時点では申立期間のう

ち 54 年 12 月以前の期間が、当該払出翌月の 57 年５月時点では申立期間の全部が時効

により保険料を納付することができない期間であること、申立人は婚姻後の氏名の記載

のある年金手帳を 1冊所持しており、ほかの手帳を所持したことはないと説明している

ほか、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10767 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年 11 月から 45 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年11月から45年３月まで 

    私の母は、私の 20 歳の誕生日の前日に国民年金の加入手続を行ってくれた。国民

年金保険料は、送付されてきた納付書を使って、母又は私が納付していた。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続に関与しておらず、申

立人の国民年金の加入手続を行っていたとする母親から加入状況を聴取することが困難

であるため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、自身が保険料を納付した際は、納付書を使って郵便局で納付してい

たと説明しているが、申立人が申立期間当時に居住していた２市で保険料の納付書制度

が開始されたのは、昭和 45年度又は49年度であり、申立期間当時の納付方法と相違す

るほか、申立人は、年金手帳の資格取得欄が昭和 41 年＊月＊日と記載されていること

をもって、同日に国民年金に加入し、保険料を納付したはずであると説明しているが、

当該欄は実際に国民年金の加入手続や保険料を納付した時点を示すものではない。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の昭和 47 年６月頃に払い出

されており、当該払出時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができな

い期間であるほか、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人及びその母親が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年７月から 45年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年７月から45年３月まで 

    私の両親は、私の国民年金の加入手続をしてくれ、私が婚姻するまでの国民年金保

険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、国民年金の加入手続及び保険料の納付をしていたとする両親から当時の納付状

況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、自身が所持する年金手帳に旧姓が書かれていることをもって申立人

の両親が婚姻前の期間の保険料を納付していたはずであると説明しているが、申立人の

国民年金手帳の記号番号は、申立人が結婚に伴い転入した区において昭和45年10月頃

に申立人の旧姓で払い出されていることが手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人

が当該区へ転入後、婚姻の届出前の時期に払い出されていたものと考えられる。 

さらに、申立人の手帳記号番号が払い出された上記時点では、申立期間の保険料は過

年度納付することが可能であるものの、申立人は婚姻後に遡って保険料を納付した記憶

は無いと説明しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人の両親が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10769 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年１月の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月 

    私は、婚姻後に市役所で第３号被保険者の資格取得手続をした際に、未納となって

いる国民年金保険料を調べてもらい、未納分の保険料を全て納付した。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付額及び納付場所に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人は、国民年金の第３号被保険者の資格取得手続をした際に、未納となっ

ている保険料を全て納付したと説明しており、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い

出された婚姻後の平成６年８月頃の時点では、納付することが可能であった５年７月及

び６年６月の保険料は納付済みと記録されているのに比し、申立期間は時効により保険

料を納付することができなかった期間であるほか、申立人は申立期間当時は次の就職先

も決まっていたので、国民年金の加入手続をしていなかったかもしれないと説明してお

り、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10770 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年３月及び同年４月並びに同年８月から同年 10 月までの期間の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年３月及び同年４月 

② 平成元年８月から同年10月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料として約５万円を一度に納付した。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付時期及び保険料額に関する記憶が曖昧であ

る。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成４年８月頃に払い出されており、当該

払出時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であるほか、

申立人は、厚生年金保険適用事業所を退職した元年３月及び同年８月には、厚生年金保

険再取得までの期間が短期間だったので国民年金の加入手続はしていないと思うと説明

しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案10774（事案3609の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年 12 月から 54 年７月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年12月から54年７月まで 

私は、当時居住していた区役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は、

当初は区役所において印紙で納付し、その後、郵便局等で納付していた。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人及びその夫が申立期間の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間について

は、申立人は、国民年金の加入手続、保険料の納付時期及び納付方法に関する記憶が曖

昧であり、納付したとする毎月の保険料額も当時の保険料額と大きく異なっているなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和43年11月時点では、当該

期間の一部は時効により保険料を納付することができない期間であり、別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。」として、既に当委員

会の決定に基づく平成 21年３月 18日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

申立人は、この委員会の決定に納得できないとして、今回、申立人の妹及び友人二人

への当時の状況等の聴取を希望しており、これらの者に対して聴取を行ったが、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる証言は得られなかった。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらず、申立人の手帳記

号番号払出簿では昭和 45 年当時不在者として把握され、また、昭和 57 年 12 月に作成

された年度別納付状況リストでは申立人は不在である旨が記載されており、申立人は、

45 年から 57 年までの間、不在者として扱われていたと考えられることなど、申立人が、

申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から 62年５月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年４月から62年５月まで 

    私は、勤めていた会社を退職した後の平成３年１月に、区役所で国民年金の加入手

続を行った。加入手続時に区役所職員から過去の未納となっている国民年金保険料を

納付することができることを教わり、申立期間の保険料を遡って納付した。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は遡って納付したとする保険料額及び納付場所に関する記

憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立人が国民年金に加入したと説明する

平成３年１月頃に払い出されており、当該払出時点では、申立期間は時効により保険料

を納付することができない期間であるほか、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人が申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10776 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年10月から同年12月まで 

    私は、納付時期の記憶は定かではないが、未納期間であった国民年金保険料を区の

出張所で遡って納付した記憶がある。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料を含め 10 万円以上を１回、２、３

万円を２、３回納付したと説明しているが、納付時期及び納付対象期間の記憶が曖昧で

ある。 

また、申立人の妻も申立期間の自身の保険料は未納であるほか、申立人は申立期間後

の昭和 54 年８月に転居していることが転居前に居住していた区の国民年金被保険者名

簿で確認でき、申立人は、申立期間の保険料を転居後に遡って区の出張所で納付したと

説明しているが、区の出張所で過年度保険料を納付することはできないなど、申立人が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案10777 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50年１月から 60年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年１月から60年６月まで 

    私は、昭和 50 年１月に会社を退職し、夫は自営業だったため国民年金に加入した。

以後は、夫婦二人分の国民年金保険料を納付書により金融機関で３か月ごとに納付

していたが、夫の仕事が順調でなくなって 58 年頃から保険料を納付することができ

なくなり、未納のままにしてしまった。昭和 62 年４月頃に臨時収入が 30 万円程あ

り、誰かに保険料を 10 年間遡って納付することができると聞いたので、区役所に申

し出て、自身の分だけの未納だった保険料を郵便局で一括納付した。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続の状況、納付した保険料の金額についての記

憶が曖昧である。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 62 年 10 月に払い出されており、申立人は

60 年７月から 61 年３月までの保険料を遡って納付していることがオンライン記録で確認でき

るが、当該払出時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間である

など、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立人が居住する区及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立期間当時、申

立人に対して、別の手帳記号番号が払い出された記録は確認できないほか、申立人は、現在所

持している年金手帳以外の年金手帳を所持していた記憶は無いと説明しており、申立人に別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申立人が

申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10778 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年１月から 49年１月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年１月から49年１月まで 

私は、市役所から「未納の国民年金保険料をまとめて納付できる最後の機会で

す。」という通知が来たので、30 万円を持って市役所の窓口で未納になっていた期

間の保険料を一括で納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、未納分の保険料をまとめて納付した時期及びまとめて

納付した後の保険料納付に関する記憶が曖昧である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 48 年１月に払い出されており、当

該払出時点以降において申立期間の保険料は第２回特例納付及び第３回特例納付により

納付することが可能であり、申立期間前の 37 年８月から 43 年 12 月までの保険料は、

手帳記号番号の払出時期から特例納付により納付されたと考えられるが、申立人は、申

立期間の保険料をまとめて納付したのは一度だけで、未納保険料は一括で約 30 万円納

付したとしており、この申立人の記憶している金額は、37 年８月から 43 年 12 月まで

の期間を第３回特例納付により納付した場合の保険料額とおおむね一致している。 

さらに、第３回特例納付期間当時、申立人は昭和 49 年２月より厚生年金保険に加入

していたが、その時点で 60 歳に到達する平成２年＊月まで保険料を納付したとすると

その納付月数は 198か月、また、合算対象期間が 36年４月から 37年７月及び 48年５

月から 49年１月までの 25か月であり、合計すると 223か月で受給資格期間である 300

か月に77か月不足していたことから、申立人は当該特例納付期間中にこの77か月分約

30 万円の保険料を納付したと考えられるなど、申立人が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案10779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年７月から 61年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年７月から61年３月まで 

    私の妻は、私が 20 歳から国民年金に未加入であったため、私が 23 歳か 24 歳の頃、

私の国民年金の加入手続を区役所の本庁舎又は出張所で行い、国民年金保険料を 20

歳まで遡って一括納付してくれた。その後は、納付書で保険料を納付してくれていた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与してお

らず、申立人の加入手続を行い、保険料を納付していたとする妻は、遡って納付した保

険料額に関する記憶が曖昧である。 

また、妻は、申立期間のうち遡って保険料を納付した後の期間に係る保険料の納付方

法について、当初、口座振替により納付していたと説明していたが、後に、納付書によ

り納付していたと説明するなど、当該期間に係る保険料の納付方法に関する記憶が曖昧

である。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 61 年１月時点では、

申立期間の大半は時効により保険料を納付することができない期間であること、妻は、

この払出時点で保険料を遡って納付した記憶は無いと説明していること、申立期間当時

に申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当

たらないことなど、妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 17243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年２月末から 37年２月末まで 

Ａ社で勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。当時の上司及び同僚

の氏名等を記憶しているので調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務していた同僚の供述から、勤務期間は特定できないものの申立人が同社

に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同社に係る

人事関係書類が無く、申立人が記憶している支配人は死亡していることから、申立人

の雇用形態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、Ａ社の元代表取締役は、「支配人が同郷である申立人を入社させたものと記

憶しているが、雇用形態ははっきりと記憶していない。社会保険についても不明であ

る。」と供述をしている。 

さらに、Ａ社の社会保険担当者は、「支配人の紹介で申立人が入社したことは知っ

ているが、雇用形態は分からない。社会保険についても不明である。」と供述してお

り、他の従業員は、「主に支配人と行動を共にし、申立人と同様な仕事をしていた人

がいたことを記憶している。」と供述しているが、当該支配人は既に死亡しているこ

とから、当時の勤務実態等を照会することができない。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、申立期

間の健康保険番号に欠落は無く、不自然な記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、労働者年金保険被保険者として労働者年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立期間③について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 7年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 17年６月１日から 18年４月１日まで 

② 昭和 18年５月１日から 19年４月１日まで 

③ 昭和 20年 11月１日から 21年３月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①の労働者年金保険の加入記録が無い。また。Ｂ社（現

在は、Ｃ社）に勤務した申立期間②の労働者年金保険の加入記録及び申立期間③

の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間①から③は、各事業所に勤務してお

り、給与から保険料の控除があったことを記憶しているので、労働者年金保険及

び厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社に勤務していた従業員から提出のあった同社の重役・職員名

簿及びオンライン記録により、申立人が記憶している同僚複数名の氏名が確認できること

から、勤務期間は特定できないものの申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、昭和17年６月施行の労働者年金保険法は、19年10月に厚生年金保険法が施行

されるまでは、工場や炭鉱で働く男子の筋肉労働者のみを対象として被保険者としている

ところ、申立人は、「職員（採炭係員）としてＡ社に勤務し、坑内で指揮を執ってい

た。」旨供述している。 

また、Ａ社職員ＯＢで組織するＤ会が保存している退職者名簿に申立人の氏名があるこ

とから、申立人は同社において職員であったことがうかがえる。 

さらに、上記重役・職員名簿に記載されている複数の同僚の労働者年金保険の加入記録

は確認することができず、うち一人は、昭和 19 年 10 月１日から厚生年金保険被保険者の

資格を取得していることから、申立人は申立期間において労働者年金保険法の適用対象者

ではなかったものと考えられる。 

加えて、申立人は、「昭和17年６月頃に保険料が控除されていたことについて友人と話

をした記憶がある。」旨供述しているが、当該友人は死亡又は連絡先が不明であり、Ａ社



                      

  

は厚生年金保険の適用事業所ではなくなっていることから、照会等を行うことができない。 

このほか、申立人の申立期間①における労働者年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、労

働者年金保険の被保険者として申立期間①に係る労働者年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、Ｃ社から提出のあった申立人に係る社員原簿により、申立人が申

立期間②のうち、昭和 18 年５月９日から 19 年４月１日までの期間、Ｂ社に勤務していた

ことが確認できる。 

しかし、上記原簿には、申立人の身分は職員との記載があり、備考欄には甲種工業と記

載されていることから、申立人は昭和18年５月９日に職員として採用され、また、Ｃ社か

ら提出のあった被保険者資格取得台帳により、申立人が同日に健康保険被保険者の資格を

取得したことが確認できる。 

したがって、申立人は申立期間②において、申立期間①と同様に職員の身分であったこ

とが確認できることから、労働者年金保険法の適用対象者ではなかったものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間②における労働者年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、労

働者年金保険の被保険者として申立期間②に係る労働者年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 

次に、申立期間③について、Ｃ社から提出のあった社員原簿により、申立人が申立期間

③のうち昭和20年12月30日までＢ社に勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人は昭和19年６月１日にＢ社において厚生年金保

険被保険者資格を取得しており、20年10月20日に資格を喪失していることが確認できる。 

また、上記原簿によると、昭和20年10月20日付けで待命と記録されており、Ｃ社の人

事総務の担当者は、「申立人が同年 10 月 20 日付けで待命となった後は、保険料の控除は

行っていなかったと思われる。」と回答している。 

さらに、Ｃ社から提出のあったＢ社に係るいろは索引被保険者名簿、資格喪失届及び強

制被保険者台帳によると、いずれも申立人が昭和20年10月20日付けで資格を喪失してい

る記録が確認できる。 

加えて、申立期間③のうち、昭和20年12月31日から21年３月１日までの期間につい

て、Ｃ社及びＢ社に勤務していた従業員から当該期間の勤務実態を確認できる供述が得ら

れないことから、保険料控除を確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、厚

生年金保険の被保険者として申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17245 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年７月１日から 61年１月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間も勤務していたので厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった職員名簿及び賃金台帳から、申立人が申立期間にＡ社に勤務

していたことが確認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは

平成 15年４月１日であり、申立期間は適用事業所になっていない。 

また、上記賃金台帳から、申立期間に係る厚生年金保険料の控除は確認できず、Ｂ

社では、「申立期間当時、Ａ社の職員についてはＣ共済組合に加入させていたものの、

Ｄ社から派遣されてくる医師のうち、雇用期間が１年に満たない医師については同共

済組合に加入させておらず、厚生年金保険にも加入させていなかった。」と回答して

いる。 

さらに、申立人が記憶している前任者について、Ｂ社は、「申立人と同様半年間の

勤務であったが、Ｃ共済組合に加入させておらず、厚生年金保険にも加入させていな

かった。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17254 

                       

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

        

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26年５月から 29年まで 

    Ａ社（後に、Ｂ社）に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における業務内容等について詳細に記憶していることから、期間は

特定できないものの、同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、適用事業所名簿によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、昭和 27年２月 14日であり、申立期間の一部は、同社が厚生年金保険の適用

事業所ではない期間であることが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、申立人が

同様の業務に従事していたとする同僚２名の氏名は確認できず、同名簿に、健康保険

の整理番号の欠番や、遡って訂正処理が行われた等の不自然な記載は見当たらない。 

さらに、Ｂ社は、平成 17年３月 22日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、申立期間当時の事業主及び総務経理担当者の所在は不明で、元従業員からも、

申立人の申立期間における勤務実態や厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17255 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年 11月頃から 40年５月 31日まで 

             ② 昭和 40年６月頃から 41年頃まで 

             ③ 昭和 41年 12月 31日から 43年３月頃まで 

             ④ 昭和 43年４月頃から同年７月頃まで 

             ⑤ 昭和 43年８月頃から 46年頃まで 

             ⑥ 昭和 46年頃から 50年７月頃まで 

Ａ事業所に勤務していた申立期間①、Ｂ店に勤務していた申立期間②、Ｃ社に勤

務していた期間のうち申立期間③、Ｄ社に勤務していた申立期間④、Ｅ店に勤務

していた申立期間⑤及びＦ店に勤務していた申立期間⑥の厚生年金保険の加入記

録が無い。各申立期間に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ事業所での勤務について具体的かつ詳細に記憶

していることから、期間は特定できないものの、同事業所に勤務していたことはうか

がえる。 

しかしながら、Ａ事業所及び同事業所を運営していたＧ社は、オンライン記録及び

適用事業所検索システムによると、当該期間を含め、厚生年金保険の適用事業所とな

った記録を確認することができない。 

また、Ｇ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は昭和 48 年３月に破産しており、

事業主等の所在は不明のため、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

さらに、申立人は、Ａ事業所における上司及び同僚等の氏名を記憶しているが、こ

れらの者の所在が不明のため、申立人の同事業所における勤務状況及び厚生年金保険

の加入状況について確認することができない。 

申立期間②について、申立人は、Ｂ店での勤務について具体的かつ詳細に記憶して

いることから、期間は特定できないものの、同店に勤務していたことはうかがえる。 



                      

  

しかしながら、Ｂ店及び申立人が同店を経営していたとするＨ事業所は、オンライ

ン記録及び適用事業所検索システムによると、当該期間を含め、厚生年金保険の適用

事業所となった記録を確認することができない。 

また、Ｈ事業所の所在地を管轄する法務局において、商業登記の記録が無く、同事

業所の事業主に申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。 

さらに、申立人は、Ｂ店における上司及び経理担当者の氏名を記憶しているが、こ

れらの者の所在が不明のため、申立人の同事業所における勤務状況及び厚生年金保険

の加入状況について確認することができない。 

申立期間③について、申立人は、Ｃ社に昭和 43 年３月まで勤務していたと申し立

てている。 

しかしながら、申立人が氏名のみ記憶している上司等は、所在が不明のため、申立

人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、オンライン記録によると、Ｃ社は、既に適用事業所ではなくなっており、事

業主は死亡していることから、申立人の当該期間における勤務状況及び厚生年金保険

料の控除について確認ができない。 

さらに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人に係る被

保険者資格喪失届（昭和 41年 12月 31日喪失）は昭和 42年７月 25日に受付処理さ

れており、同名簿に遡及訂正等の不自然な記載は見当たらない。 

申立期間④について、申立人は、Ｄ社での勤務について具体的かつ詳細に記憶して

いることから、期間は特定できないものの、同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録によるとＤ社は既に厚生年金保険の適用事業所でな

くなっており、同社に係る商業登記簿謄本によると、同社は平成 20 年２月に破産手

続をしており、事業主は所在不明のため、申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除

について確認することができない。 

また、申立人が氏名を記憶している元上司や同僚は、Ｄ社に係る事業所別被保険者

名簿に加入記録が見当たらず、また、その所在も不明のため、申立人の勤務状況及び

厚生年金保険の加入状況について確認できない。 

さらに、Ｄ社の管理部門担当の元従業員は、「正社員の場合、少なくとも半年くら

いの試用期間を設けており、同期間終了後に厚生年金保険に加入させていたと思

う。」と供述している。 

加えて、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿には、健康保険証の整理番号の欠番や遡

及訂正等の不自然な記載は見当たらない。 

申立期間⑤について、申立人は、Ｅ店での勤務について具体的かつ詳細に記憶して

いることから、期間は特定できないものの、同事業所に勤務していたことはうかがえ

る。 

しかしながら、Ｅ店及び申立人が同店を経営していたとするＩ事業所は、オンライ

ン記録及び適用事業所検索システムによると、厚生年金保険の適用事業所となった記

録を確認することができない。 

また、Ｅ店及びＩ事業所の所在地を管轄する法務局において、商業登記の記録が無

く、同事業所の事業主に申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認す



                      

  

ることができない。 

さらに、申立人は、Ｅ店における複数の同僚の氏名を記憶しているが、これらの者

の所在が不明のため、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認す

ることができない。 

申立期間⑥について、申立人は、Ｆ店での勤務について具体的かつ詳細に記憶して

いることから、期間は特定できないものの、同店に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｆ店及び申立人が同店を経営していたとするＪ事業所は、オンライ

ン記録及び適用事業所検索システムによると、当該期間を含め、厚生年金保険の適用

事業所となった記録を確認することができない。 

また、Ｆ店及びＪ事業所の所在地を管轄する法務局において、商業登記の記録が無

く、同事業所の事業主に申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

さらに、申立人は、Ｆ店における複数の同僚の氏名を記憶しているが、これらの者

の所在が不明のため、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認す

ることができない。 

このほか、申立人の各申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 17257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 24年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 44年 10月 21日から 45年８月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社での勤務は、

同社の親会社であるＢ社からの出向によるものであり、間違いなく勤務していた

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと主張している。 

しかし、Ａ社及びＢ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立

期間当時の事業主も死亡し、事務担当者とも連絡が取れないことから、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料控除について確認することができない。 

また、申立人が、Ｂ社からＡ社へ出向した者として名前を挙げた４人の同僚等は、

両社において厚生年金保険の加入記録があるものの、そのうち３人は既に死亡してお

り、照会することができない。他の一人（Ａ社の元取締役）は、「申立人とＢ社で一

緒に勤務していたことは覚えているが、申立人がＡ社にも勤務していたかどうかはよ

く覚えていない。」と供述している。 

さらに、申立人は、申立期間後にＣ社に勤務し、同社が適用事業所となった昭和

45 年８月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得しているが、同日に資格取得した

従業員の一人は、「私が入社したとき、申立人は既に同社で勤務していた。」と供述

している上、申立人も、「同社に入社当初は厚生年金保険には加入しておらず、しば

らくしてから加入したと思う。」と供述していることから、申立期間のうち、一部期

間については、既に同社で勤務していたことがうかがえる。 

加えて、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿では、申立期間において健康保険証番号

に欠番は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与



                      

  

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年７月１日から 20年５月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が低いことが分かった。同

社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、保険料は時効により納付で

きず、訂正後の記録は厚生年金保険の給付に反映されないので、給付されるよう

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における平成 19年７月から 20年４月まで

の標準報酬月額は、当初 34 万円と記録されていたところ、同社は、19 年７月の随時

改定に誤りがあるとして、年金事務所に訂正の届出を行い、22 年６月 16 日付けで、

36 万円に訂正されている。ただし、当該期間については時効により保険料は納付で

きず、記録のみ訂正され、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 34 万

円となっている。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、その額が、オンライン記録の標準報

酬月額を上回る場合に記録の訂正を行う必要がある。 

Ａ社から提出された申立期間の賃金台帳において確認できる保険料控除額に見合う

標準報酬月額である 34万円は、訂正前のオンライン記録の標準報酬月額である 34万

円と一致しており、特例法による保険給付の対象にならないため、あっせんは行わな

い。 

このほか、申立人の申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実、これまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除



                      

  

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年４月から 32年 12月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和 30 年３月

中学校を卒業後、定時制高校に通いながら、作業員として同社に継続して勤務し

ていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社において被保険者資格を取得している従業員は、申立人を覚えているとしてお

り、また、申立人が姓のみを記憶する４人の同僚は、同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において申立期間当時に被保険者資格を取得していることが確認でき

る上、申立人が記憶する申立期間当時の社屋の配置はおおむね正確であることから、

期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人及び上記従業員が供述する申立期間当時のＡ社の従業員数は、

上記被保険者名簿において確認できる申立期間当時の被保険者数よりも多いことから、

当時、同社では、従業員全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえ

る。 

また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時の事業主も既

に死亡していることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給

与からの控除について確認することができない。 

さらに、申立人が記憶する４人の同僚のうち、二人は既に死亡しており、他の二人

の連絡先は不明であることから、申立人の申立期間における厚生年金保険の取扱いに

ついて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認

できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26年４月１日から同年５月１日まで 

② 昭和 26年８月１日から同年９月１日まで 

Ａ社Ｂ出張所に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間も同社同出張所に勤務していたので、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、上司の供述により、期間は特定できないものの、申立人がＡ

社Ｂ出張所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社Ｂ出張所において厚生年金保険の加入記録がある従業員で、連

絡先の判明した７人に照会したところ、回答のあった６人のうち３人は、自身の勤務

期間と厚生年金保険の被保険者期間は一致していないとしており、上記の上司は、当

時は、入社から一定期間経過後に厚生年金保険に加入していたとしているところ、当

該上司の厚生年金保険の被保険者資格取得日は、入社日から５か月後の昭和 25 年９

月 10日になっていることが確認できる。 

また、申立期間②について、上記の上司の供述により、期間の特定はできないもの

の、申立人がＡ社Ｂ出張所に勤務していたことはうかがえるが、上記の回答のあった

６人の従業員は、いずれも申立人を覚えていないとしていることから、申立人が月末

まで同社で勤務していたことを確認することはできない。 

さらに、Ａ社Ｂ出張所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主

も既に死亡している上、複数の従業員が申立期間当時の社会保険事務担当者であった

とする者の連絡先は不明であることから、これらの者から申立人の申立期間における

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

加えて、申立人は申立期間に係る給与明細書は保有していないことから、申立期間

に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除について確認することができな

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控



                      

  

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者又は厚生年金保険被保険者

として保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12年生     

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ① 昭和 17年６月から 18年 12月まで 

② 昭和 21年２月から 23年７月１日まで 

③ 昭和 24年９月１日から 25年５月 13日まで 

④ 昭和 25年５月 26日から同年 10月２日まで 

Ａ社Ｂ製作所及び同社Ｃ製作所に勤務した申立期間①の労働者年金保険の加入記

録が無い。また、Ｄ社（本社）に勤務した申立期間②、Ｅ社（Ｆ支店）に勤務し

た申立期間③及び④の厚生年金保険の加入記録が無い。 

いずれの期間も間違いなく勤務していたので、申立期間を労働者年金保険又は厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「於Ａ社Ｂ施設Ｇ係」と裏書きされた写真を保有し

ており、申立人が、期間は特定できないものの、Ａ社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立期間①は、労働者年金保険法（昭和 16 年法律第 60 号）の適用期

間であり、同法では筋肉労働者の男子工員のみが被保険者となるとされているところ、

申立人は、Ａ社には工業専門高校を卒業後、Ｈ職として勤務していたとしており、筋肉

労働者ではなかったと考えられることから、申立期間①は労働者年金保険の被保険者で

なかったものと認められる。 

このほか、申立人の申立期間①における労働者年金保険料の事業主による給与からの

控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が労

働者年金保険の被保険者として、申立期間①に係る労働者年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、当時、Ｄ社（本社）で勤務していたとする従業員の供述から、

期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、オンライン記録によれば、Ｄ社（本社）は、昭和 23 年 12 月１日に厚



                      

  

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②は適用事業所でないことが確認でき

る。 

   また、Ｄ社（本社）の申立期間②当時の経理担当者は、同社が厚生年金保険の適用事

業所となる前に給与から保険料を控除することは無かったと供述している。 

さらに、申立人は当時の給与明細書等を保有しておらず、Ｄ社では、当時の資料を保

管していないとしていることから、申立人の申立期間②における保険料控除について確

認することができない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

３ 申立期間③及び④について、申立人は、Ｅ社（Ｆ支店）に勤務していたと申し立てて

いる。 

しかしながら、Ｅ社（Ｆ支店）に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同

社において厚生年金保険の被保険者資格を取得している従業員のうち、連絡先の判明し

た者からは申立人の申立期間③及び④における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につ

いての供述を得ることができない。 

また、申立人は当時の給与明細書等を保有しておらず、Ｅ社（Ｆ支店）では、当時の

資料を保管していないとしていることから、申立人の申立期間③及び④における保険料

控除について確認することができない。 

なお、申立人は記憶していないとしているものの、申立人は、申立期間③と申立期間

④の間の期間である昭和25年５月13日から同年５月26日までの期間において、Ｉ社で

厚生年金保険に加入していることが確認できるところ、同社に同年４月に入社したとす

る従業員は、申立人を覚えているとし、申立人は同社に少なくとも１年くらいは在籍し

ていたと供述している。 

このほか、申立人の申立期間③及び④における厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間③及び④に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 17264  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月１日から５年１月 21日まで 

Ａ社の代表取締役として勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標

準報酬月額が、実際の給与の総額に見合う標準報酬月額と相違しているので、正

しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、

平成４年１月から同年 12月までは 53万円と記録されていたところ、同社が厚生年金

保険の適用事業所でなくなった日（平成５年１月 21日）の後の５年２月 19日付けで、

遡って８万円に減額訂正処理されていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿謄本によれば、申立人は申立期間及び上記減

額訂正処理日において、同社の代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、平成５年１月にＡ社が倒産し、同年３月に破産宣告を受けた後は、

破産管財人に全てを任せていたとしているが、当該処理日は破産管財人の選任前であ

り、申立人は代表取締役である上、申立人は、同社では社会保険の届出事務を自ら行

い、また、代表者印は、破産管財人が選任されるまでの間は自ら管理していたとして

いることから、申立人が同社の代表取締役として、標準報酬月額の減額訂正について

関与していなかったとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の代表取締役として、自らの

標準報酬月額に係る減額訂正処理に関与しながら、その減額処理が有効でないと主張

することは信義則上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月

額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17265 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年３月８日から 42年２月 26日まで 

② 昭和 45年３月から 55年 12月まで 

Ａ事業所並びにＢ事業所又はＣ事業所に勤務していた申立期間の厚生年金保険の

加入記録が無い。申立期間に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間①に勤務していたとするＡ事業所は、オンライン記録及び適用事

業所検索システムによると、厚生年金保険の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、所在地を管轄する法務局に商業登記の記録は無く、Ａ事業所の代表者を特

定することができない。 

さらに、申立人は、Ａ事業所における事業主及び同僚の氏名を覚えておらず、こ

れらの者から、申立人の当該事業所における勤務状況及び厚生年金保険の適用に

ついて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   申立人が申立期間②に勤務していたとするＢ事業所又はＣ事業所は、オンライン記

録及び適用事業所検索システムによると、厚生年金保険の適用事業所となった記録が

確認できない。 

また、所在地を管轄する法務局に商業登記の記録は無く、Ｂ事業所又はＣ事業所

の代表者を特定することができない。 

さらに、申立人は、Ｂ事業所又はＣ事業所における事業主及び同僚の氏名を覚え

ておらず、これらの者から、申立人の当該事業所における勤務状況及び厚生年金

保険の適用について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が



                      

  

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17266 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年１月１日から７年８月１日まで 

Ａ社の代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報

酬月額が、それ以前の標準報酬月額より低く記録されている。当時の決算報告書

では報酬額は高額なので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成６年１月から同年６月までの期間について、オンライン記録

によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初 53 万円と記

録されていたところ、同年７月６日付けで同年１月に遡って８万円に引き下げられて

いることが確認できる。 

一方Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、申立人は申立期間に同社の代表取締役で

あったことが確認できる。 

また、申立人から提出されたＡ社の第 10 期（自平成５年４月 21 日、至６年４月

20日）及び第 11期（自平成６年４月 21日、至７年４月 20日）の決算報告書では、

申立人の役員報酬は、平成５年４月 21日から６年４月 20日までは年額 556万円、同

年４月 21日から７年４月 20日までは年額 767万円と記載されていることが確認でき

る。 

しかし、Ａ社の取引金融機関であるＢ協同組合から提出された同社の流動性貯金元

帳の記録によると、申立期間に支払われた同社の社会保険料額（＊円）と、上記減額

訂正後の標準報酬月額から算出した同社の社会保険料額（＊円）はおおむね一致する

ことから、同社は、申立期間当時、上記減額訂正後の標準報酬月額に基づく社会保険

料を社会保険事務所（当時）に納付していたことが推認できる。 

また、申立人は、「Ａ社における社会保険の届出事務について、全て取締役でもあ

る妻が行っていた。通常の事務処理に関しては、代表印の管理も任せていた。しかし、

出来上がった書類を確認することはあった。」と供述していることから、申立人は同

社における社会保険の届出事務に関与していたと認められる。このことから、当該遡

及訂正処理に関しても、社会保険事務所が、事業主であった申立人の同意を得ずに、



                      

  

又は申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の業務を執行する責任を負っている

代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理が有効なものではないと

主張することは信義則上許されず、申立人の当該期間における厚生年金保険の標準報

酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

一方、申立期間のうち、平成６年７月から７年７月までの期間について、オンライ

ン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬月額は、６年７月６

日付けの随時改定処理により同年７月から同年９月までは８万円、同年８月 26 日付

けで同年 10 月の定時決定処理が行われたことにより、同年 10 月は８万円、同年 11

月から７年７月までは、法律改正により９万 2,000円と記録されており、上記定時決

定について、社会保険事務所の事務処理に不合理な点は見当たらない。また、上記の

とおり申立期間に支払われたＡ社の社会保険料額（＊円）と、同社に係るオンライン

記録の標準報酬月額から算出した社会保険料額（＊円）はおおむね一致することから、

同社は、オンライン記録どおりの標準報酬月額に基づく社会保険料を社会保険事務所

に納付していたことが推認できる。 

さらに、申立人は、当該期間に係る給与明細書等の厚生年金保険料の控除を確認で

きる資料を保有していない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について、

これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

一方、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判断していると

ころであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、当該事

業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状

態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない旨規

定されている。 

このことから、仮に、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることができたとしても、申立人は、特例

法第１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、

又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当することから、当該期間につい

ては、特例法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17267（事案 12338の再申立て）            

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年２月 14日から同年４月７日まで 

Ａ社に勤務した申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者委

員会に申し立てた結果、同委員会から、自分が提出した日記により、期間は特定で

きないものの勤務は推認できるが、保険料控除を確認できる関連資料や周辺事情が

無いなどの理由により、平成 22年 10月に記録が訂正できないとの通知があった。 

しかし、申立期間当時、Ａ社の社宅に住んでいたことが分かる手紙の封筒を保有

しており、Ｂ社から一緒にＡ社に転職した同僚及び申立期間当時に世話になった者

を思い出したので、再度調査して申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が提出した日記により、期間は特定でき

ないものの、Ａ社における勤務は推認できるが、同社は既に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、事業主及び申立人が記憶している同社の工場長は既に死亡し

ていることから、厚生年金保険料の控除を確認できないこと、また、上記日記の「公

共職業安定所から失業保険給付を 8,400円もらった。」との記載から、当時、申立人

は失業中であったと認められ、同社では、厚生年金保険に加入していないと考えられ

ることなどの理由から、既に当委員会の決定に基づき平成 22年 10月６日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

しかし、申立人は、「勤務していたことは事実であり、申立期間当時、Ａ社の社宅

に住んでいたことが分かる手紙の封筒を保有している。また、Ｂ社から一緒にＡ社に

転職した同僚及び申立期間当時に世話になった者を思い出したので、再度調査して申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。」としている。 

このため、当委員会は、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立人が記憶し

ていた同僚の名字と同一の従業員に照会したが、回答が得られない。 

また、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立人が同社から一緒に転勤したと

記憶していた同僚の名字と同一の従業員２名に照会したが、２名とも「自分はＡ社に



                      

  

は勤務していない。」旨回答している。 

さらに、申立期間当時、申立人が世話になったとする者は、「申立人とは、Ｂ社で

知り合ったが、Ａ社については全く知らない。同社の社宅についても知らない。」と

回答しているため、申立人の同社における勤務実態及び申立期間に係る厚生年金保険

料控除について確認することができない。 

加えて、申立人が、「Ａ社の社宅に住んでいたことが分かる。」と主張し、提出し

ている手紙の封筒については、封筒に記載された住所が同社社宅の所在地であり、昭

和 41年３月 11日付けの消印が確認できるが、当該封筒の記載からは、申立人の保険

料控除について確認することはできない。 

このほか、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人は、厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給料から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 17281 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年９月 20日から同年 10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。給与所

得の源泉徴収票では、平成 16 年９月 20 日に同社に入社したことが確認できるの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社に係る平成 16 年分給与所得の源泉徴収票並びに同社か

ら提出された労働条件通知書及び退職願により、申立人が申立期間に同社に勤務して

いたことは確認できる。 

しかしながら、上記源泉徴収票並びに申立人がＡ社の前に勤務したＢ社及びＣ社に

係る平成 16 年分給与所得の源泉徴収票の社会保険料控除額により、Ａ社における申

立人の給与から、同年９月の厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された「厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決

定通知書」及び「平成 16年 10月分の厚生年金保険料増減内訳書」において、申立人

の資格取得日は同年 10月１日と記載されていることが確認できる。 

このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17282 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月から 47年２月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に同社に勤

務し、給与から保険料が控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立人の上司並びに申立期間当時の社会保険及び給与計算担当者が

「申立人は正社員として同社に勤務していた。」と回答していること、申立人が氏名

を記憶していた同社の複数の同僚が、同社に係る事業所別被保険者名簿により、同社

において厚生年金保険に加入していたことが確認できることから、申立人は、期間は

特定できないものの、同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、「当社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

届の控えを確認したところ、申立期間の通し番号に欠番が無いため、申立人は加入し

ていないと思われる。正社員としての適格性を判断するまでの期間や本人からの希望

等が提出されるまでの期間等、厚生年金保険の資格取得日に係る届出をするまでは保

険料は控除していない。」と回答しているため、同社から申立人に係る申立期間の厚

生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、Ａ社の申立期間当時の社会保険及び給与計算担当者は、「事業主と従業員と

の面談により、社会保険に加入する人としない人がいた。加入している人の給与から

厚生年金保険料を控除したが、加入していない人からは控除していなかった。」と述

べている。 

さらに、上記被保険者名簿では、申立人がＡ社に一緒に入社したと述べている従業

員並びに上記社会保険及び給与計算担当者が氏名を記憶していた複数の従業員の氏名

を確認することができない。 

加えて、上記被保険者名簿には、申立期間の整理番号に欠番が無い。 

このほか、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料は無く、周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 17286 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年 12月１日から４年８月１日まで 

② 平成８年３月 31日から同年８月 10日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が実際の

報酬月額より低くなっており、申立期間②については厚生年金保険の加入記録が

無いので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、Ａ社において、給与明細書等は無いものの、給料はずっと 30 万円で、

昇給や降給は無く、申立期間①においても月額 30 万円が支給されていたと強く主

張している。 

しかし、オンライン記録によると、申立人の平成２年 12 月１日の資格取得は同

年 12 月 18 日に処理され、３年 10 月の定時決定は同年８月 17 日に処理されてお

り、いずれも標準報酬月額は 26 万円で記録され、遡って訂正される等の不自然な

処理は見当たらない。 

また、オンライン記録によると、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っている上、同社の事業主は所在が不明であることから、申立人の申立期間①に

おける厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、Ａ社で厚生年金保険の加入記録がある７人（上記事業主と申立人を除

く）のうち、所在が確認できた二人に照会したところ、一人は、経理や社会保険

事務は社長が一人でやっていたとしており、ほかの一人は、経理や社会保険事務

を誰が担当していたか分からないとしていることから、上記同僚及び経理、社会

保険事務担当者から申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

の供述を得ることはできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ社に平成８年８月まで勤務していたと申し立



                      

  

てている。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は平成８年３月 31 日に厚生年金保険の

適用事業所でなくなっており、申立期間②は厚生年金保険の適用事業所でないこ

とが確認できる。 

また、Ａ社の事業主は所在が不明であることから、申立人の申立期間②における

勤務実態及び厚生年金保険料の控除についての供述を得ることができない。 

さらに、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成８年３月 31 日まで

上記事業主と申立人を除く加入記録がある二人はいずれも所在が不明であること

から、これらの者から申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除についての供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17287 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 21年４月１日から 23年３月１日まで 

② 昭和 26年４月１日から 33年１月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ社に勤務した申立期間②の厚生年金保険の加入

記録が無い。それぞれの会社に勤務していたので、申立期間①及び②について厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社に勤務したと申し立てている。 

しかし、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社は厚生年金保

険の適用事業所となっておらず、その所在地を管轄する法務局において商業登記の記

録も確認できない。 

また、申立人が姓のみを記憶していた同僚５人は、いずれも連絡先が確認できない

ことから、これらの者から申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険の取

扱いについて供述を得ることができない。 

さらに、申立人は、申立期間①のうち、昭和 21年４月５日から 22年６月５日まで

については、Ａ社とは別の事業所での被保険者記録が確認できる。 

加えて、申立期間①において当該事業所で被保険者記録があり、連絡先が判明した

二人に照会したところ、二人とも申立人を記憶していないとしていることから、申立

人の申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて供述を得ること

はできない。 

申立期間②について、元事業主の子及び申立人の供述から、期間は特定できないも

のの、申立人は、Ｂ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ｂ社は厚生年金保

険の適用事業所となっていない。 

また、Ｂ社の商業登記簿謄本によると、同社は既に解散している上、事業主とは連

絡が取れないことから、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認することができない。 



                      

  

さらに、申立人が姓のみを記憶する同僚４人はいずれも連絡先が確認できないこと

から、これらの者から申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険の取扱い

について供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の事業主による給与

からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案17288 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年１月21日から同年４月14日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間も同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間において、Ａ社に勤務していたことは、雇用保険の加入記録及び複数

の同僚の供述により確認できる。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿では、同社は、昭和43年７月15日にＢ区で任

意適用事業所となっているものの、46年１月21日付けで、移転により社会保険事務所（当

時）の管轄が変わったことを理由に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、その後、

同年４月14日付けで、Ｃ区において再度、任意適用事業所となっており、申立期間におい

ては、適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、申立人を含むＡ社の従業員11名全員が、同社が適用事業所でなくなった昭和46年

１月21日付けで資格を喪失し、その後、他の事業所での加入記録が確認できる１名を除く

10名の者が、同社が再度適用事業所となった同年４月14日付けで、再度資格取得している

ことが確認できる。 

このことについて、現在のＡ社の事業主（申立期間当時の事業主の妻）は、「うちはず

っと飲食店を経営している。当時の事業主及び厚生年金保険事務担当者は亡くなっており、

また、当時の資料が無いので、当時どういった手続をしたか分からず、保険料控除をして

いたかどうかについても分からない。」旨供述している。 

さらに、申立人及び複数の同僚のいずれもが、申立期間の厚生年金保険料控除を確認で

きる給与明細書等を保有しておらず、保険料控除についても記憶が無い旨回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案17289 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年２月16日から同年10月15日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。同社を退職したのは秋頃だったと記憶しており、資格喪失月が２月と

なっていることには納得がいかないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和57年10月15日頃までＡ社のＣ店に勤務していたと主張している。 

しかしながら、Ｂ社が提出した申立人に係る人事記録によると、申立人は、昭和57

年２月15日にＡ社のＣ店を退職した旨記録されており、これは同年２月16日が資格喪

失日となっているオンライン記録及び同社が加入していたＤ厚生年金基金の記録と一

致する。 

また、Ｂ社の担当者は、「当社では、提出した人事記録以外の資料を保管していな

いが、当該人事記録から判断すると、申立人は、昭和57年２月15日付けでＣ店を退職

していると思われ、申立期間に申立人の給与から保険料を控除することは考えられな

い。」と回答している。 

さらに、申立期間にＡ社において被保険者となっている複数の従業員に申立人のＣ

店における勤務実態について照会したが、回答があった従業員の中にはＣ店に勤務し

た者はおらず、申立人の勤務期間などの勤務実態等について確認することはできない。 

加えて、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立人と同じく資格喪失日が昭和

57年２月16日と記録されている被保険者に、自身の退職日について同年２月15日で間

違いないかを照会したところ、回答の得られた５名全員が、「退職日に間違いは無

い。」と回答している。 

また、申立人が記憶しているＡ社の前任支店（Ｅ店）の上司及び同僚に対し、申立

人の申立期間における勤務状況について照会したところ、「申立期間に申立人がＣ店

に勤務していたかどうかは分からない。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる



                      

  

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案17290 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年４月１日から36年７月１日まで 

② 昭和50年１月１日から53年１月１日まで 

大学を卒業後の昭和32年４月からＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間①及

び同僚からの情報によりＣ社（現在は、Ｄ社）に勤務していたことが分かった申

立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。両期間にそれぞれの事業所に勤務し

ていたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行っ

たものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人の妻は、申立人が大学を卒業した昭和32年４月からＡ

社（勤務地はＥ地区Ｆ）に勤務していたと主張している。 

しかしながら、Ｂ社では、「Ａ社は、申立期間①当時において、Ｅ地区ではＧ区Ｆに

あった本社とＨ区にあったＥ地区事業所の２か所の事業所が存立していたところ、同社

本社及び同社Ｅ地区事業所における人事台帳に申立人の記録は無く、また、現在、社内

には申立期間①当時を知る者はおらず、申立人の勤務を確認できない。」と回答してお

り、申立人の同社における勤務状況や厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

また、Ｂ社は、「大卒で入社したのならば正社員であり、当然、厚生年金保険に加入

させていたはずである。」と回答しているところ、申立期間①について、Ａ社本社及び

同社Ｅ地区事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の名前は見当たら

ない上、整理番号は連続しており、かつ、欠番が無いことから、申立人の記録が欠落し

たものとは考えにくい。 

さらに、Ａ社本社及び同社Ｅ地区事業所に勤務していた従業員に照会したところ、回

答があった18名はいずれも申立人を記憶しておらず、申立人の申立期間①における勤務

を確認できない。 

加えて、申立人の妻は、申立人のＡ社における同僚や上司の名前を覚えておらず、ま

た、同社に係る給料明細書等の勤務や保険料控除が分かる資料を保持していないことか



                      

  

ら、同社での勤務や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①における勤務及び厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②については、申立人の妻は、知人から、申立人がＣ社において共に勤務し

ていたとの情報を得たことにより、申立てに至った旨主張している。 

しかしながら、Ｄ社は、「申立期間②当時の資料が無いため、申立人の雇用の事実に

ついて分からない。」と回答している。 

また、Ｃ社が加入していたＩ厚生年金基金は、「同社は、昭和42年６月１日から平成

21年２月21日まで当基金に加入していたが、同社における申立人の加入記録は無い。」

と回答している。加えて、同基金は、「厚生年金保険の資格取得及び資格喪失に係る届

出は複写式の様式が使用されており、当基金にも複写分が送付されていた。」と回答し

ているところから、仮に、社会保険事務所（当時）に資格の取得及び喪失を届け出たな

らば、同基金において、申立期間②に係る資格の取得及び喪失が記録されているはずで

ある。 

一方、申立人に係る雇用保険の加入記録によると、申立期間②を含む昭和49年12月28

日から平成９年２月20日までの期間において、Ｊ社において加入記録があることが確認

できる上、同社が提出した人事管理簿の人事マスター画面の写しによると、申立人は、

同社に昭和49年12月28日に入社し、平成９年２月20日に退職と記録されており、申立期

間②においては同社に勤務していたと認められる。 

また、Ｊ社における厚生年金保険の加入に関しては、同社から提出された「厚生年金

保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」及び「厚生年金保険被保険者資

格喪失確認通知書」により、資格取得日は、昭和53年１月１日、資格喪失日は平成９年

２月21日であることが確認でき、オンライン記録と一致することが確認できる。 

このように、申立人は、Ｊ社において、雇用保険の資格取得日から３年ほど遅れて厚

生年金保険の資格を取得しているが、雇用保険及び厚生年金保険の加入記録によると同

社においては、類似の例が多数見受けられるところ、同社は、「厚生年金保険の資格取

得届を出す前に厚生年金保険料を給与から控除することは考えられない。また、厚生年

金保険の資格取得日が雇用保険の資格取得日より数か月あるいは数年遅れている場合が

あることについては、その間はアルバイト勤務であったことや本人が保険料を支払いた

くないために加入しなかったことも考えられる。」旨回答している。 

このため、Ｊ社においては、申立期間②当時、従業員を採用後数か月から数年を経て、

厚生年金保険に加入させていたことがうかがわれる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案17291（事案10954の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年４月１日から32年10月30日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の加入記録が無いことから、第三者委員会に申し立

てたところ、同委員会から、申立期間の厚生年金保険料の控除について確認でき

る資料が無いなどの理由により、記録訂正を行うことができないとの通知があっ

た。 

しかし、勤務していたことは確かであり、第三者委員会の判断に納得できない。

新たな資料や情報は無いが、再度検討して、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した慰安旅行で撮影された写真及び同僚等の供述から、申立人が申立

期間において、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ａ社の当時の事業主は死亡しており、また、申立人が記憶する上司

２名に照会したが、申立期間に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除に関

する供述等は得られなかった。 

また、申立期間にＡ社で厚生年金保険の加入記録がある者に、同社における厚生年

金保険の加入の取扱いについて照会したところ、同社入社日と資格取得日が相違して

いると回答した３名は、「同社には入社後、試用期間があり、試用期間中の者につい

ては、厚生年金保険に加入させておらず、厚生年金保険料の控除もしていなかっ

た。」と供述している。 

さらに、上記写真の中で申立人が氏名を記憶する同僚の中には、Ａ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿でその氏名を確認することができない者がみられること

から、事業主は、当時、一部の従業員について厚生年金保険の加入手続を行わなかっ

たものと考えられる。 

加えて、上記被保険者名簿においては、健康保険番号に欠番が無いことから、申立

人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連



                      

  

資料や周辺事情は見当たらない。 

以上の理由から、申立期間について、平成22年７月28日付けで既に当委員会の決定

に基づく年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、申立期間にＡ社に勤務していたことは確かであり、上記通

知に納得できないと主張しているが、申立人が同社に勤務していたことは確認できる

ものの、厚生年金保険料の控除について確認できる新たな資料等は無く、当初の決定

を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案17292 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年９月１日から57年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間も同社に継続して勤務していた。同社及び同社が加入している団体から頂

いた永年勤続表彰状を提出するので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて行っ

たものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出したＡ社が平成２年９月29日付けで申立人に対し授与した10年間の永

年勤続表彰状及び同社が加盟していたＢ協会が昭和60年２月13日付けで申立人に対し

授与した５年間の永年勤続表彰状により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたこ

とはうかがわれる。 

しかしながら、申立人に係る雇用保険の受給記録によると、昭和55年８月30日に前

職を離職後、同年９月24日に求職者給付の受給手続を行い、同年12月17日から56年10

月12日まで基本手当を受給していることが確認できることから、申立人が当該期間に

Ａ社において報酬を得ていたとは考えられない。 

また、Ａ社は、申立期間における申立人の賃金台帳など厚生年金保険に係る資料を

保存していないため、申立人の申立期間に係る報酬額や厚生年金保険料控除額につい

て確認することができない旨回答している。 

さらに、Ａ社は、「社員であるならば社会保険と雇用保険はセットで加入させてい

る。また当社は、83歳でも働いていた人もいたくらいで、比較的高齢者が多く、年金

をもらっているから厚生年金保険には入りたくない、入っても受給年数に満たなく、

どうせもらえないならば入らない、と言う人もいた。申立人は本人の意向で入らなか

ったのではないか。」と供述しており、当時において、高年齢者の厚生年金保険への

加入については、本人の意向に左右されていたことがうかがわれる。 

加えて、申立人は、昭和55年12月４日に裁定請求をし、老齢厚生年金を受給してい



                      

  

ることが確認できることから、本人の意思により厚生年金保険に加入しなかったと判

断するのが相当である。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案17293 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年11月９日から39年10月16日まで 

② 昭和39年11月１日から41年２月１日まで 

平成22年秋に年金事務所からはがきを頂き、申立期間について脱退手当金が支給

されているとのことだったが、私は、申立期間の脱退手当金を請求したことも、

もらったことも無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る最終事業所の事業所別被保険者名簿には脱退手当金が支給

されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金

は支給額に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、申立期間前に支給記録のある脱退手当金については、受給したこ

とを認めていることから、申立期間に係る脱退手当金を受給することに不自然さはう

かがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17294 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月 10日から 20年８月 15日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。徴

用され同社では旋盤工として勤務したので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における申立期間当時の仕事内容等を具体的に供述していることか

ら、同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、「現存する申立期間当時の労働者年金保険被保険者資格取

得届（控）を確認したが、申立人の記録は見当たらず、申立人が申立期間に勤務して

いたかは不明である。また、当時、社員は厚生年金保険に加入させていたが、徴用工

などの社員以外の厚生年金保険の取扱いについては不明である。」と回答している。 

また、Ｂ社から提出のあった労働者年金保険被保険者資格取得届（控）は、従業員

の厚生年金保険の記号番号が連番で記載されており、Ａ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿と記録を照合したところ、それらの者は届出どおりに被保険者資格を

取得し、記号番号は一致していることが確認できる。 

さらに、申立人はＡ社における当時の上司及び同僚等の氏名を覚えておらず、同社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間に資格を取得していることが

確認できる複数の従業員に照会したが、申立人を記憶している者はおらず、これらの

者から申立人の同社における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17295                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44年から 49年まで(被保険者期間は除く。) 

② 昭和 51年から 52年まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①及びＢ社に勤務した申立期間②の厚生年

金保険の加入記録が無い。申立期間に両社に勤務したことは確かなので、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の加入記録により、申立人はＡ社において昭和

46 年２月１日から同年３月 31 日までの期間及び 47 年９月１日から 48 年９月 29

日までの期間に雇用保険に加入していることが確認でき、当該期間は申立人の同社

における厚生年金保険の被保険者期間と符合していることが確認できる。 

また、Ａ社は、「当時の事業主は既に死亡しており、当時の書類で残っているの

は手帳だけである。」と回答しているが、当該手帳には、同社に係る事業所別被

保険者名簿で確認できる申立人の厚生年金保険の２回にわたる加入記録（記号番

号、被保険者期間及び健康保険の整理番号）と同一内容のメモ書きが確認できる

上、退職日が昭和 46 年３月 31 日及び 48 年９月 29 日と記載されていることが確

認できる。  

さらに、上記手帳に記載されている従業員のうち、雇用保険の加入記録が確認で

きた申立人を含む５人については、雇用保険の加入期間と厚生年金保険の被保険

者期間は符合していることが確認できる。 

加えて、申立人を記憶しているＡ社の従業員は、申立人の勤務期間を記憶してお

らず、そのうち一人は、「申立人は一度退社して再度入社した。」旨供述してい

る。 

２ 申立期間②について、Ｂ社の元従業員の供述により、期間は特定できないものの、

申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人は、申立期間②のうち昭和 51年 11月１日から 52年１月 15日ま

での期間に他社において雇用保険に加入していることが確認できることから、当



                      

  

該期間にＢ社に勤務していたことは考え難い。 

また、Ｂ社は既に解散し、同社の元従業員は、「当時の事業主は既に死亡してお

り、当時の資料は無い。」と回答しており、「厚生年金保険に加入させる判断は

社長が行っていた。」旨供述していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険料の取扱いについて確認することができない。 

さらに、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿には申立期間②において、整理番号に

欠番は無く、不自然な記載は見当たらない。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17296 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 25年８月１日から 27年頃まで 

             ② 昭和 32年８月 13日から 33年 10月頃まで 

             ③ 昭和 36年８月１日から 38年５月頃まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①、Ｂ社に勤務した期間のうちの申立期間

②及びＣ社に勤務した期間のうちの申立期間③の厚生年金保険の加入記録が無い

ので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社の従業員の供述から判断すると、期間の特定はできな

いものの、申立人が当該期間当時に同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は既に解散し、事業主も所在不明であるため申立人の当該期間にお

ける勤務実態及び厚生年金保険料の控除について、確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、被保険

者資格の取得及び喪失の記録に訂正などの不合理な記録は確認できない。 

２ 申立期間②について、申立人はＢ社に勤務していたと主張しているが、同社は既

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も死亡していることから、

申立人の勤務実態及び同社の厚生年金保険の取扱いについて確認することができな

い。 

  また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、当該期間を含む

前後の期間に被保険者であったことが確認できる複数の従業員に照会したが、申立

人を記憶している者はいなかった。 

３ 申立期間③について、申立人はＣ社に勤務していたと主張しているが、適用事業

所名簿によれば、同社は昭和 37年１月 11日に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っていることが確認できる。 

また、Ｃ社は既に解散し、事業主も所在不明であることから、申立人の勤務実態

及び同社の厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、Ｃ社の複数の元従業員に照会したところ、昭和 36年９月 21日に厚生年



                      

  

金保険の被保険者資格を喪失している者は、「申立人は自分より早く辞めた。」

旨供述している。 

４ このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る勤務及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月 26日から 54年３月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）又はＣ社（その後、法人化によりＤ社。現在は、Ｅ社）に

勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。両社の代表者

は兄弟で、Ａ社に勤務していた弟がＣ社を立ち上げた際に、自分も同事業所に移

った。被保険者記録が存在する前後の期間と同様、申立期間も継続して勤務して

いたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社の当時の代表者は、自身はＡ社において専務取締役であったが、昭和 48 年 11

月頃に同社の事業の一部を分離・独立させてＣ社を立ち上げた際に、Ａ社に勤務して

いた申立人及び同僚の二人を連れて出た記憶がある旨供述しており、同社の当時の代

表者も同様の供述を行っていること及びＤ社における当時の従業員の供述から判断す

ると、申立人が、申立期間当時、Ｃ社及びＤ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録によると、同

社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 54 年３月１日であり、申立期間は

厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、上記Ｄ社の当時の代表者は、Ｃ社を立ち上げ、会社設立の登記を行った頃は、

経営状況が厳しく、会社として社会保険に加入しておらず、厚生年金保険に加入した

のは昭和 54年春頃である旨供述している。 

さらに、申立人及び上記Ｄ社の当時の代表者の供述により、同社がＣ社として独立

した際の３人の従業員のうち、残りの一人とされる同僚は、連絡先が不明であるため

供述が得られないが、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録では、当

該同僚は、申立人と同日の昭和 54 年３月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得

しており、同日以前は厚生年金保険の加入記録が無い。 

加えて、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録において、申立人と

同日の昭和 54 年３月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認

できる複数の従業員のうち、連絡の取れた従業員は、同社に入社してから、同社が厚



                      

  

生年金保険の適用事業所となった同年３月１日までの期間に厚生年金保険料の給与か

らの控除は無かった旨供述している。 

また、Ｂ社の担当者は、Ａ社の当時の社会保険事務担当者は既に死亡しており、ま

た、申立人に係る資料も保存していないため、申立人の申立期間における勤務実態や

厚生年金保険料の給与からの控除等について確認することができない旨回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17298 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年４月から同年 10月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。臨

時社員であったかもしれないが、申立期間に同社に継続して勤務していたので、

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録において、当時、

厚生年金保険に加入していたことが確認できる申立人の親族の供述及び当時の従業員

の供述から判断すると、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたこ

とは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社では、申立期間当時の従業員に係る資料を保存していないため、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除等について確認することが

できない旨回答している。 

また、Ｂ社は、当時のＡ社における厚生年金保険の取扱いについて、臨時社員（ア

ルバイト）として働いていた従業員については、社会保険への加入は原則的に無かっ

た旨回答している。 

さらに、申立人の供述により、当時、Ａ社への入社に当たって申立人を面接したと

される上司は、連絡先が不明であるため供述が得られず、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険料の給与からの控除等について確認することができない。 

加えて、申立期間についてＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認し

たものの、申立人の氏名は記載されておらず、健康保険番号に欠番も無いことから、

申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17299 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年６月から 42年 12月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間に同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に勤務し、同社Ｃ支店管内のＤ営業所及びＥ営業所において、

営業に従事していた旨申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社では、申立期間当時、申立人のような営業従事者は、Ａ社Ｃ支店と

は直接雇用関係は無く、同社同支店から商品の販売を委託された管内の営業所長との間で、

個人事業主として商品の委託販売契約を締結し、販売した商品の売上げに応じて、当該営

業所長から販売手数料を受け取っていたものと思われる旨回答している。 

また、Ｂ社の回答において、申立期間当時、Ａ社から商品の販売を委託されていたとさ

れる同社Ｃ支店の当時の代表者は、連絡先が不明であるため供述が得られず、申立人の申

立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除等について確認することができない。 

さらに、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間当時

に厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員のうち、連絡の取れた 10 人

は、いずれも経理、事務等に従事していた旨回答しており、申立人と同一の職種である営

業に従事していた旨回答している従業員は見当たらない。 

加えて、申立人は、オンライン記録により、申立期間のうち、昭和 38 年４月から 39 年

12月まで及び40年４月から同年９月までの期間において国民年金に加入し、国民年金保険

料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17300 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年頃から 53年頃まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間に同社にパートとして勤務し、厚生年金保険料は給与から控除されていた

ので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における当時の従業員の供述及び同社における当時の状況についての申立人の

具体的な供述から判断すると、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務して

いたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、同社が創業した昭和 29 年から解散・閉鎖した平成２年ま

での期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知

書を全て保管しており、その中に申立人の名前が無いことから、申立人は厚生年金保

険に加入していなかったと思う旨回答している。 

また、Ｂ社の総務・経理担当者は、申立期間当時、Ａ社では、工場勤務の従業員の

うち、正社員のみ厚生年金保険に加入させていた旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立期間当時に厚生年金保険

に加入していることが確認できる複数の従業員のうち、連絡の取れた二人の従業員は、

共に、同社にパートとして入社してから、一定期間（３か月又は 12 か月）経過後に、

正社員として厚生年金保険に加入した旨供述している。 

加えて、申立期間についてＡ社に係る事業所別被保険者名簿を確認したものの、申

立人の氏名は記載されておらず、健康保険番号に欠番も無いことから、申立人の記録

が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17301 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年３月 27日から同年６月８日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間に同社に正社員として勤務し、厚生年金保険料を給与から控除されていたので、

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録等により、申立人は、申立期間にＡ社に勤務していたことが認

められる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿及びオンライン記録では、同社が

厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 42 年６月８日であり、申立期間は厚生

年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、オンライン記録では、Ａ社は昭和 52年１月 19日に厚生年金保険の適用事業

所でなくなっている上、同社の当時の代表者とは連絡が取れないため供述が得られず、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除等について確認することが

できない。 

さらに、申立人がＡ社の関連会社であるＢ社からＡ社に一緒に異動したとする同僚

は、同社及びＢ社に係る事業所別被保険者名簿並びにオンライン記録では、申立人と

同様、昭和 42年３月 27日から同年６月８日までの期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。 

加えて、Ｂ社及びＡ社に係る事業所別被保険者名簿並びに雇用保険の加入記録から、

Ｂ社における資格喪失日（昭和 42年３月 27日）及びＡ社における資格取得日（昭和

42 年６月８日）が申立人と同日であり、かつ、Ａ社における雇用保険の資格取得日

（昭和 42 年３月３日）が同じ従業員が３人（上記同僚を含む。）確認できるところ、

これら３人はいずれも、当該厚生年金保険の未加入期間に係る厚生年金保険料の給与

からの控除について記憶しておらず、また、当時の給与明細書等を保管していない旨

供述しているため、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認することが

できない。 



                      

  

また、Ａ社及びＢ社に係る事業所別被保険者名簿並びにオンライン記録から、申立

期間である昭和 42年３月 27日から同年６月８日までの期間に厚生年金保険の未加入

期間が認められる 14人の従業員（申立人を除く。）のうち、上記３人を除く 11人は、

いずれも既に死亡しているか、連絡先が不明又は連絡が取れないため供述が得られず、

申立期間に係る厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17302 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年４月１日から 48年９月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に同社に継

続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、事業主の回答及び当時の状況に関する申立人の具体的な供述

により、申立人は、申立期間当時、Ａ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人が勤務したと主張しているＡ社については、オンライン記録

及び適用事業所検索システムにおいて、当該事業所名及び類似の名称での確認を行っ

たものの、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、Ａ社は、昭和 43 年の設立以後、現在に至るまで厚生年金保険の適用事業所

となっていないため、申立人は申立期間に同社において厚生年金保険に加入しておら

ず、また、申立期間に申立人の給与から厚生年金保険料を控除していない旨回答して

いる。 

さらに、申立人が記憶していた同僚の一人は、申立人が申立期間より前に勤務して

いたＤ社に係る事業所別被保険者名簿から、同社において申立人と同時期に勤務して

いることが確認できるが、Ａ社における厚生年金保険の加入記録を確認することがで

きない。 

加えて、上記同僚及び申立人が記憶していたもう一人の同僚は、共に連絡先が不明

であるため供述が得られず、申立期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除につい

て確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17305 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月１日から 39年 10月１日まで 

ねんきん定期便（標準報酬月額月別状況）を確認したところ、Ａ社における厚生

年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準報酬月額が３万円から２万円に

下がっているが、昭和 38年 10月は昇給月であり、3,000円の昇給で３万 3,000円

になるはずである。同社では営業職として勤務し、給与は労働組合と交渉して決

定されていたので、下がることは考えられない。給与明細書等は無いが、申立期

間に長期欠勤や給与が減額されたことはないので、調査して正しい標準報酬月額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿では、同社は昭和 51 年８月１日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっており、当時の事業主は連絡先不明であることから、申立期

間当時の賃金台帳等は確認できない上、申立人も給与明細書等を保有しておらず、申

立人の主張する報酬月額及び給与から控除されていた厚生年金保険料について確認す

ることができない。 

また、当時のＡ社本社の経理担当者は所在不明であり、後任の担当者は、「私は昭

和 38 年 10 月の入社で、40 年頃までは給与計算及び社会保険業務には携わっていな

いので、申立人の標準報酬月額が下がった理由については分からないが、営業職は固

定給で、組合があったので昇給は毎年あり、39 年頃は春・秋の２回程度の賃金改定

があったと聞いている。時間外手当の支給は、百貨店、生産関係、管理関係のみで、

営業で専門店の従事者には支給されなかった。同じ営業職でも手当の支給は営業先な

どにより違う場合もあったようだ。」と供述している。 

さらに、上記被保険者名簿において、昭和 38年 10月１日現在で厚生年金保険に加

入していることが確認できる従業員 102 人のうち、同年 10 月の標準報酬月額の定時

決定時に標準報酬月額が下がった者は申立人以外に 13 人おり、その下がり幅は

2,000円から 8,000円となっている。 

加えて、上記従業員 102 人において、営業職であった９人のうち、上述の昭和 38



                      

  

年 10月の定時決定時に標準報酬月額が下がった者が二人（それぞれ 3,000円、4,000

円の減額）見られる上、申立期間を含む前後の期間に標準報酬月額が下がった者が５

人（2,000円から 4,000円の減額）見られることが確認できる。 

なお、上記被保険者名簿では、申立人の標準報酬月額について遡って訂正が行われ

た形跡は見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17306 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月１日から 40年３月１日まで 

② 昭和 40年 10月 20日から 42年 10月まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。入

社して１年間はアルバイトとして勤務し、その後正社員となった。同社に勤務し

ていたのは間違いないので、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、同僚及び従業員の供述から判断すると、申立人はＡ社に勤

務していたことがうかがえる。 

しかし、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主及び

社会保険業務を担当していた事業主の妻（申立人の実姉）は連絡先不明のため、

申立期間①当時における厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、上記の同僚は、「自身は事業主の妻であるおばの勧めで、当初、Ａ社にア

ルバイトとして働き始め、１年程経過してから社会保険に加入させてくれたよう

な記憶がある。身内の会社でもあり、入社に際してきちんとしたけじめも無かっ

たことから、自身の正式な入社日は分からない。申立人も同じような取扱いでは

なかったかと思う。また、社会保険の適用は、おばが税金対策等の会社の都合で、

厚生年金保険の加入及び脱退の手続を取っていたように思う。」旨供述している。 

さらに、当該同僚は、昭和 38 年４月頃からＡ社で働き始めたとしているところ、

同社の事業所別被保険者名簿によると、同人が厚生年金保険の被保険者となった

のは 39 年 12 月１日であり、被保険者になるまで１年以上要していることが確認

できる。 

加えて、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立人の被保険者資格取得日と

同日である昭和 40 年３月１日に被保険者資格を取得している従業員３人に照会し

たところ、二人の従業員は、「同社で勤務していた申立人を記憶しているが、勤

務期間及び社会保険の取扱いについては不明。」と回答している。また、そのう



                      

  

ちの一人は、「自身の同社への入社日は昭和 39 年２月頃である。」と回答してお

り、入社日から被保険者となった日まで１年以上経過していることが確認できる。 

これらのことから、Ａ社では、入社後一定期間厚生年金保険に加入させない取扱

いであったことがうかがえる。 

なお、申立人は申立期間①において国民年金に加入し、保険料を納付しているこ

とが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、上述の同僚は、「自身は昭和 41 年２月頃にＡ社を退職し

た。自身が退職したときには、申立人はまだ在職していたように記憶している。」

と供述しており、申立人は、引き続き昭和 41 年２月頃まで同社で勤務していたこ

とがうかがえる。 

しかし、上述のとおり、Ａ社の事業主及び社会保険担当者から厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、当時、厚生年金保険の被保険者で

あった従業員 17 人に照会したところ、昭和 39 年 10 月に同社で被保険者資格を喪

失している従業員は、「必ずしも正確な記憶ではないが、昭和 39 年 10 月に自身

の子供が生まれていることから、その時期にＡ社を退職したとは考えられない。

同社での資格喪失時期は退職時期より早い時期となっており一致していない。」

と供述しており、上述の同僚の供述を裏付けるものと考えられる。 

なお、申立人は申立期間②において国民年金に加入し、保険料を納付しているこ

とが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人

が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17311 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①については、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人の申立期間②については、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62年１月１日から平成元年７月１日まで 

② 平成５年３月１日から６年４月 27日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の標準報酬月額が

実際に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同

社では、代表取締役であったが、一連の処理に心当たりが無いので、申立期間①

及び②の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、「当時の標準報酬月額について確認できる関係

資料を保有していない。」旨供述していることから、Ａ社における当該期間について、

申立人の主張する標準報酬月額及び保険料控除額を確認することができない。 

そこで、オンライン記録から、Ａ社の複数の元従業員に照会したが、「当該期間当

時の同社の経営状況は悪くはなく、自身の標準報酬月額について記録上問題はな

い。」旨供述しているなど、申立人の主張する標準報酬月額及び保険料控除額を確認

することができなかった。 

また、オンライン記録によると、申立人の申立期間①の標準報酬月額が遡及訂正さ

れるなどの不自然な点は認められない上、Ａ社の複数の元従業員の標準報酬月額を確

認したが、当該元従業員の標準報酬月額は、いずれも通常の算定届が記録されており、

遡及して訂正された形跡は確認できない。 

このほか、申立期間①について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料が給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間

①について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間②については、申立人は、Ａ社の商業登記簿謄本によると同社の代表者と

して在職しており、オンライン記録によると厚生年金保険の被保険者であったことが

認められる。 

また、申立人の標準報酬月額は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平

成６年４月 27 日より後の同年４月 28 日付けで、５年３月から６年３月までは 50 万

円が９万 8,000円に訂正処理されていることが確認できる。 

一方、申立人は、「標準報酬月額が減額訂正処理された平成６年４月 28 日時点で

は、商業登記簿上、Ａ社の代表取締役であり、代表者印の管理を含め経営全般を掌握

していた。」旨供述していることから、当該訂正処理日には同社の代表取締役であっ

たことが認められる。 

さらに、申立人は、「当該期間当時、当社の経営状況は厳しく社会保険料の滞納も

あったので、社会保険事務所（当時）と相談し、書類に代表者印を押して提出した記

憶がある。」旨供述している上、Ａ社の元取締役も「当該期間当時、当社の経営状況

は悪化しており、給与の遅配などもあった。標準報酬月額の減額の届出についての権

限を有していたのは、代表者である申立人以外にはいなかった。」旨供述しているこ

とから、社会保険事務所が、代表者であった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一

切の関与も無しに、無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理に関与しながら、当

該訂正処理の無効を主張することは信義則上許されず、申立人の申立期間②における

厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17312 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年 11月から 58年７月まで 

Ａ社Ｂ営業所に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には昭

和 56 年 11 月から継続して勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が給与から控除

されていたはずなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間の一部期間においてＡ社に勤務してい

たことは認められる。 

しかしながら、Ａ社及び同社Ｂ営業所は、オンライン記録及び適用事業所検索シス

テムによると、厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できない。 

また、Ａ社の歴代の代表者は所在不明であり、申立人が同社の元従業員を覚えてい

ないことから、同社における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取

扱いについて確認することができない。 

なお、オンライン記録によると、Ａ社の歴代の代表者が厚生年金保険及び国民年金

に加入していたことは確認できなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 17316 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年１月９日から同年８月１日まで 

② 昭和 38年 10月１日から 41年２月１日まで 

平成 22 年９月に、年金事務所から届いたはがきを見て、脱退手当金の支給記録

があることを初めて知った。 

しかし、脱退手当金の支給日には、出産のためＡ県Ｂ市の実家に帰っていたので、

脱退手当金を受け取れる状況ではなかったし、受け取った記憶も無いので、脱退

手当金を受け取っていないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る脱退手当金の支給決定は、昭和 42年７月 21日に行われた

旨の記録があるところ、当該記録においては、現在、被保険者期間となっている申立

期間の前に勤務したＣ社における被保険者期間が支給対象となっていないが、当該期

間については、別途、申立人の基礎年金番号に未統合の当該期間に係る脱退手当金の

支給記録が見付かっており、当該期間が、同年７月 21 日の支給決定の対象となって

いないことに不自然さは無い。 

また、申立人のＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が

支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手

当金は、支給額に不自然な計算上の誤りは無く、脱退手当金の支給に係る一連の事務

処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17322（事案 5765及び事案 12010の再々申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11年９月１日から 12年２月 29日まで 

Ａ社に代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が相違し

ている旨を第三者委員会に申し立てたところ、同委員会から標準報酬月額の減額

処理に関与していたものと認められ、当該処理が有効なものではないと主張する

ことは信義則上許されないとして、記録訂正のあっせんはできないとの通知があ

った。 

しかし、標準報酬月額の減額処理には関与しておらず、今回新たに、Ａ社の社会

保険事務を委託したことがある社会保険労務士の名前を思い出し、また、同社名

義の預金通帳を提出するので、再度調査して、申立期間の標準報酬月額を正しい

記録に訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人のＡ社における申立期間に係る厚生年金

保険の標準報酬月額は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成 12 年２

月 29日の後の同年３月 13日に減額訂正されていることが確認できるが、同社の代表

取締役であった申立人が、当該減額処理に関与していたと認められることから、既に

当委員会の決定に基づき 21年 12月 16日付け及び 22年９月 15日付けで年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、当該標準報酬月額の減額処理には関与しておらず、今回新

たに、Ａ社の社会保険業務を委託したことがある社会保険労務士の名前を思い出し、

また、同社名義の預金通帳を提出するので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に

訂正してほしいとして再申立てしている。 

しかしながら、上記社会保険労務士は、平成６年頃に１年間くらいＡ社の社会保険

業務を受託したが、その後は受託していないと供述しており、また、申立人から提出

された同社名義の預金通帳からも、申立人が標準報酬月額の減額処理に関与していな

かったとする事情は認めらず、このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情がうかがえず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録



                      

  

の訂正を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17323（事案 295の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年９月 17日から 44年３月 31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨第三

者委員会に申し立てたが、給与からの保険料控除が確認できないなどの理由で記

録訂正の必要が無いとの通知を受けた。当時の事業主及び従業員に照会を行い、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社から申立人宛に出された感謝状及び申立人

の退職当時の状況に係る証言から、申立人が同社に勤務していたことは認められるも

のの、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用について現在の事業主から事実を

確認できる関連資料や証言を得ることはできなかったこと、申立人と同様に研修名目

で勤務していた同僚も、同じく昭和 43年９月 17日に厚生年金保険の被保険者資格を

喪失しており、事業主は、申立人と同僚について、同時期に厚生年金保険被保険者資

格の喪失手続を行ったものと考えられること等から、申立期間に厚生年金保険被保険

者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できない

として、既に当委員会の決定に基づく平成 20 年７月２日付け年金記録の訂正は必要

でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、申立期間当時の事業主及び従業員に照会をしてほしいとし

て再度申し立てている。 

今回、申立期間当時のＡ社の従業員及び同僚に照会したところ、複数の従業員等が、

申立人は申立期間も研修生として同社に勤務していたと思うとしていることから、申

立人が申立期間においても研修生として同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社の申立期間当時の事業主は既に死亡しており、また、当時の経

理及び社会保険事務担当者は、申立人についての明確な記憶が無いことから、申立人

の申立期間における厚生年金保険の加入状況及び保険料の控除について確認すること

ができない。 

また、申立人が申立人と同時期に研修名目で勤務していたとする同僚は、申立期間



                      

  

に勤務していたと供述しているものの、申立期間に係る給与明細書等の資料を保有し

ておらず、厚生年金保険料の控除について明確に記憶していない。 

以上のことから、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情がうかがえず、申立

人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 17325 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 20年 11月１日から 24年４月１日まで 

Ａ社（事業所名は、Ｂ事務所）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金

保険の加入記録が無い。申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務していた従業員の供述及び申立人の同社における勤務に関する具体的な

供述から判断すると、申立人は、勤務期間は特定できないものの、同社に勤務してい

たことがうかがえる。 

しかしながら、Ｂ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同

事務所は、昭和24年４月１日から厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間

は適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、Ｂ事務所の人事記録を保管しているＣ事務所は、申立人の申立期間に係る

給与からの厚生年金保険料の控除については不明と回答している。 

さらに、Ｂ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、昭和 24 年４月

１日に被保険者資格を取得した複数の従業員に照会し、同年以前から勤務していたと

回答のあった二人は、厚生年金保険の加入については同年４月以降に加入し、同年３

月以前の厚生年金保険料の控除については不明の旨供述している。 

なお、Ｄ種従業員に対する社会保険の適用は、厚生省保険局長通知（昭和23年12

月）により、「おおむね昭和24年１月１日を期して被保険者資格を取得させるよう措

置されたい」とされており、上記のとおり、Ｂ事務所は同年４月１日から厚生年金保

険の適用事業所となっている。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 


